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学 長  湊   長 博

令和３年５月３１日付け２１京大施環化第４１号をもって申請しました核燃料輸送物設計

承認申請書について、下記のとおり一部補正します。

記 



 

１．核燃料輸送物の名称 

 

型 

 

２．輸送容器の外形寸法、重量及び主要材料 

 

（１）輸送容器の外形寸法 

  （２）輸送容器の重量   

 （３）核燃料輸送物の総重量 

 （４）輸送容器の概略を示す図 

       第 1図のとおり 

詳細形状は、本核燃料輸送物の核燃料輸送物設計承認申請書（令和３年５月

３１日付け２１京大施環化第４１号（令和３年１１月１５日付け２１京大施

環化第８９号をもって一部補正））に係る別紙の（イ）－第 C.1 図から（イ）

－第 D.6図までに示されている。 

  （５）輸送容器の主要材料 

       イ 本体   ステンレス鋼  

      

       ロ 外容器蓋      ステンレス鋼  

      

       ハ 内容器蓋      ステンレス鋼、  

       ニ 燃料バスケット ステンレス鋼、  

 

３．核燃料輸送物の種類 

 

BU型核分裂性輸送物 

 

４．収納する核燃料物質等の種類、形状、重量及び放射能の量 

 

第１表のとおり 

 

５．輸送制限個数 

 

  （１）輸送制限個数

  （２）輸送制限配列

 （３）臨界安全指数

 

  ６．運搬中に予想される周囲の温度の範囲 

 

 －40℃から 38℃まで 

  

 ７．収納物の臨界防止のための核燃料輸送物の構造に関する事項 

 

収納物の臨界防止のため 所定の間隔、位置



が保たれるようになっている。また、

構造となっている。 

  

 ８．臨界安全評価における浸水の領域に関する事項 

  

臨界計算は、密封境界である輸送容器内部への水の浸水を考慮し、実施している。 

  

 ９．収納物の密封性に関する事項 

  

本輸送容器の密封境界は、内容器本体と内容器蓋で構成され、内容器本体と内容器

蓋の接触部は、 Oリングで密封される。 

  

 １０．BM型輸送物にあっては、BU型輸送物の設計基準のうち適合しない基準 

  

  該当なし 

  

 １１．輸送容器の保守及び核燃料輸送物の取扱いに関する事項 

  

本輸送容器の保守及び核燃料輸送物の取扱いについては、本核燃料輸送物の核燃料

輸送物設計承認申請書（令和３年５月３１日付け２１京大施環化第４１号（令和３

年１１月１５日付け２１京大施環化第８９号をもって一部補正））に係る別紙のとお

り。 

 

 １２．輸送容器に係る品質管理の方法等（設計に係るものに限る。）に関する事項 

 

輸送容器に係る品質管理の方法等（設計に係るものに限る。）については、本核燃料

輸送物の核燃料輸送物設計承認申請書（令和３年５月３１日付け２１京大施環化第

４１号（令和３年１１月１５日付け２１京大施環化第８９号をもって一部補正））に

係る別紙のとおり。 

 

 １３．その他特記事項 

 （１）使用予定年数 

   

  





第１表 収納する核燃料物質等の仕様（1/3）（研究用原子炉未照射新燃料） 

原子炉 

燃料要素 

全装荷数（体／容器） 

種類 

燃料芯材 

性状 

重 

量 

235U重量（g以下

／容器） 

U重量（g以下

／容器） 
235U重量（g以下

／体） 

U重量（g以下

／体） 

濃縮度（wt％以下） 

放射能

の量 

総量（GBq以下

／容器） 

主要な核種 

（GBq 以下／

容器） 

燃焼度（％以下） 

発熱量（W以下／容器） 

冷却日数（日） 

・一つの輸送容器に収納することができる核燃料物質は、原子炉毎に、種類及び濃縮度が同じ場合にのみ異なる燃料要素等を混載することができる。 

・重量及び発熱量は、収納する燃料要素等毎の重量及び発熱量の最大値を混載本数で案分した値とする。 

・収納物表面から 1m離れた位置での空気吸収線量率は 1Gy/h以下 



第１表 収納する核燃料物質等の仕様（2/3）（  

原子炉 

燃料要素 

全装荷数（体／容器） 

種類 

燃料芯材 

性状 

重 量 

235U重量（g以下／容器） 

U重量（g以下／容器） 

235U重量（g以下／体） 

U重量（g以下／体） 

濃縮度（wt％以下） 

放射能の量 

総量（GBq以下／容器） 

主要な核種 

（GBq 以下／容器） 

燃焼度（％以下） 

発熱量（W以下／容器） 

冷却日数（日） 

・一つの輸送容器に収納することができる核燃料物質は、原子炉毎に、種類及び濃縮度が同じ場合にのみ異なる燃料要素等を混載することができる。 

・重量及び発熱量は、収納する燃料要素等毎の重量及び発熱量の最大値を混載本数で案分した値とする。 

・収納物表面から 1m離れた位置での空気吸収線量率は 1Gy/h以下 

 

  



第１表 収納する核燃料物質等の仕様（3/3）  

項目 仕様 

種類 

性状 

型式 

寸法（mm） 

重量（g以下） 

輸
送
物
１
基
あ
た
り
の
仕
様 

収納数（枚以下） 

235Ｕ重量（kg以下） 

ウラン濃縮度（wt％以下） 

放射能の量（Bq以下） 

主要核種の 

放射能の量（Bq以下） 
235U 

発熱量（W以下） 

燃焼度（％） 

冷却日数（日以上）※1 

※１：２０２１年４月時点 

・収納物表面から 1m離れた位置での空気吸収線量率は 1Gy/h以下 

 

 



 

 別 紙  

 
 

 

本 型核燃料輸送物の「別紙記載事項」を以下に示す。 

 

 

１．輸送容器の設計及び核燃料物質等を当該輸送容器に収納した場合の 

核燃料輸送物の安全性に関する説明書・・・・・・・・・ 別記－１ 

 

２．輸送容器に係る品質管理の方法等（設計に係るものに限る。）に 

関する説明書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 別記－２ 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

型 
 

核燃料輸送物設計承認申請書 

 

（別紙記載事項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年１１月 

 

 

 

 

京都大学 

 

別記－１ 
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イ章 核燃料輸送物の説明 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

イ章 Ａ  目的及び条件 
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（イ）－第 A.1表 輸送容器に収納する核燃料物質等の仕様（1/3）（研究用原子炉未照射新燃料） 

原子炉 

燃料要素 

全装荷数（体／容器） 

種類 

燃料芯材 

性状 

重 

量 

235U重量（g以下

／容器） 

U重量（g以下

／容器） 
235U重量（g以下

／体） 

U重量（g以下

／体） 

濃縮度（wt％以下） 

放射能

の量 

総量（GBq以下

／容器） 

主要な核種 

（GBq 以下／

容器） 

燃焼度（％以下） 

発熱量（W以下／容器） 

冷却日数（日） 

・一つの輸送容器に収納することができる核燃料物質は、原子炉毎に、種類及び濃縮度が同じ場合にのみ異なる燃料要素等を混載することができる。 

・重量及び発熱量は、収納する燃料要素等毎の重量及び発熱量の最大値を混載本数で案分した値とする。 

・収納物表面から 1m離れた位置での空気吸収線量率は 1Gy/h以下 
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（イ）－第 A.1表 輸送容器に収納する核燃料物質等の仕様（3/3）  

項目 仕様 

※１：２０２１年４月時点 

・収納物表面から 1m離れた位置での空気吸収線量率は 1Gy/h以下 

 





 

 

 

 

 

 

 

 

イ章 Ｂ  輸送物の種類 
 



 

(ｲ)－Ｂ－1 

(ｲ)－Ｂ．輸送物の種類 

(1) 輸送物の型別としての要件 

本輸送物は、収納される核燃料物質が のウラン燃料であり、放射能量がＡ２値

を超えるので、BU型輸送物の要件に該当する。 

(2) 核分裂性輸送物としての要件 

本輸送物は、濃縮度が の燃料を収納し、ウラン 235を 15g以

上収納するので、核分裂性輸送物の要件に該当する。 

従って、本輸送物は「ＢＵ型核分裂性輸送物」に該当する。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

イ章 Ｃ  輸 送 容 器 
 







 

(ｲ)－Ｃ－3 

(ｲ)－第 C.2図  輸 送 物 固 縛 状 態 図 

 

 



 

(ｲ)－Ｃ－4 

 

（ｲ）－第 C.3図  輸 送 物 輸 送 状 態 図 
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2. 輸送容器の構造（(ｲ)－第 C.5図参照） 

本輸送容器は、容器本体を構成する本体と内容器蓋、内容物である燃料バスケット及

び外容器蓋の 4つの主要部から構成されている。 

本輸送容器の構造を上記 4つの主要部に分け以下に述べる。 

2.1 本  体（(ｲ)－第 C.6図参照） 

本体は、外容器本体及び内容器本体からなり高さ 、外径 の円筒形状

であり、外容器本体は胴に の鋼板、底部に の鋼板等を使用し、内容器本体は

胴に の鋼板、底部に の鋼板等を使用しそれぞれ溶接されている。 

外容器本体と内容器本体との中空部には、胴部及び下部に断熱材を上部及び下部に

緩衝材を充填し、それぞれ火災時の入熱、落下時の衝撃から容器を保護する構造であ

る。 

本体上部には、輸送容器を吊上げるためのアイプレートを溶接により 取付け

ている。 

外容器本体には の溶融栓を設けている。これは、火災時の熱により断熱材及

び緩衝材から発生する蒸気やガスで、外容器本体の内圧が上昇するのを避けるためで

ある。 

内容器本体は、燃料バスケットを固定するために、内面上部の に座板を設け、

底部に凸部を加工している。 

内面上部の座板と燃料バスケット上部は、ボルトで固定し、燃料バスケット下部は、

凸部に挿入される。 

固定する際には、内容器本体と燃料バスケットとの金属接触を避けるために、それ

ぞれクッションゴムを介して行われる。 

 



 

(ｲ)－Ｃ－7 

2.2 内容器蓋（(ｲ)－第 C.7図参照） 

内容器蓋は、 の円板形状であり、本体との締付けは の

内容器蓋締付ボルトにより行われ、内容器蓋と内容器本体との接触部はＯリングによ

り密封性が確保される構造である。このＯリングは密封性の確認のため二重に設け、

二重のＯリング間に貫通した気密漏えい検査孔を設け、気密漏えい検査が行える構造

となっている。 

 

2.3 燃料バスケット（(ｲ)－第 C.8図、(ｲ)－第 C.9図参照） 

燃料バスケット１は、個々の燃料要素を輸送容器の所定の位置に収納し、それらの

相対位置を確保するためのものであり、燃料要素を 収納できる構造である。 

燃料バスケット１は(ｲ)－第 C.8 図に示す形状であり、燃料要素を収納する角パイ

プ を溶接で組み立て、その上部及び下部にフランジを溶接し、さらに下部フラ

ンジに下部バスケットを のボルトにて取り付ける構造である。角パイプの内幅寸

法は であり、燃料バスケット１の外形寸法は で

ある。 

燃料バスケット２は、 を輸送容器の所定の位置に収納し、そ

れらの位置を確保するための専用のバスケットであり

収納できる構造である。 

燃料バスケット２は(ｲ)－第 C.9 図に示す形状であり、燃料要素を収納する角パイ

プ を溶接で組み立て、その上部及び下部にフランジを溶接し、さらに下部フラ

ンジに下部バスケットを のボルトにて取り付ける構造である。なお、上部フラン

ジは を設置できるように 設け

られている。角パイプの内幅寸法は であり、燃料バスケット２の外形寸

法は である。 

また、燃料バスケットは、内容器本体内面上部の の座板へボルトにて固定さ

れるので、上・下方向及び周方向の移動が抑制されるとともに振動も抑制される。 
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2.4 外容器蓋（(ｲ)－第 C.10図参照） 

外容器蓋は の円筒形状であり、外装板は胴に の鋼板、

上部に の鋼板等を使用し、内装板は全面 の鋼板を使用し、それぞれ溶接され

ている。 

外装板と内装板との中空部には、上部中央に断熱材を、その他の部分には緩衝材を

充填し、それぞれ火災時の入熱、落下時の衝撃から容器を保護する構造である。 

外容器蓋には、吊上げ用のアイボルトボスを溶接により、 取付けている。 

外容器蓋の外装板には、 の溶融栓を設けている。これは、火災時の熱により断

熱材及び緩衝材から発生する蒸気やガスで、外容器蓋の内圧が上昇するのを避けるた

めである。 

外容器蓋は、内容器蓋を覆う形で本体上部へガスケットを介し の外容器蓋締

付ボルトにより締付けられ、本体と外容器蓋との隙間への水の侵入を防止する構造と

なっている。また ができるよう考慮

されている。 
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(ｲ)－第 C.5図  輸 送 容 器 全 体 図 

  





(ｲ)－Ｃ－11 

(ｲ)－第 C.7図  内  容  器  蓋 





 

(ｲ)－Ｃ－13 

(ｲ)－第 C.9図  燃 料 バ ス ケ ッ ト(燃料バスケット２) 

  



 

(ｲ)－Ｃ－14 

 

 

(ｲ)－第 C.10図  外  容  器  蓋 



 

(ｲ)－Ｃ－15 

3. 輸送容器の材質 

本輸送容器の構成材料を(ｲ)－第 C.1表に示す。 

 

4. 輸送容器の寸法 

本輸送容器各部の寸法を(ｲ)－第 C.2表に示す。 

 

5. 輸送容器の重量 

本輸送容器の重量を(ｲ)－第 C.3表に示す。 
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(ｲ)－第 C.2表  輸 送 容 器 各 部 の 寸 法 

 

部 品 名 部 位 公称寸法（mm） 備   考 

 

(1) 本  体 

 

 

 

 

(2) 内容器蓋 

 

 

 

 

(3) 燃料バスケット 

 

 

 バスケット２のみ 

 

(4) 外容器蓋 
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(ｲ)－第 C.3表  輸 送 容 器 の 重 量 

 

№ 名  称 重  量（kg） 備   考 

１ 本    体 
 

 

２ 内 容 器 蓋 
 

 

３ 燃料バスケット  

４ 外 容 器 蓋 
 

 

５ 合    計 
 

 

なお、収納物等の全重量を 以下とする設計としているため、輸送物の最大重

量は となる。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

イ章 Ｄ  輸送容器の収納物 
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(ｲ)－Ｄ．輸送容器の収納物 

D.1 研究用原子炉未照射新燃料 

輸送容器の収納物のうち研究用原子炉未照射新燃料は、ＫＵＲに装荷される で、

である。 

燃料芯材は、 である。 

 

 

標準燃料要素、特殊燃料要及び半装燃料要素（以下「燃料要素等」という）は、燃料部

に で取付けて組立てる。 

燃料要素等は、 等の周辺緩衝材で包装し、ポリエチレン（保護シ

ート）等の有機高分子化合物等の袋に入れ、輸送容器の燃料バスケットに収納される。 

なお、燃料要素等を収納する場合には、燃料要素等の上部及び下部側に

のスペーサを組み込み、輸送時の衝撃を吸収するとともに、長さを調整し、燃料要素等を

固定する。また、燃料要素等を収納する場合には、バスケット孔内にあらかじめ(ｲ)－第

D.1 図に示す金属スペーサ（ ）を入れ、その金属ス

ペーサの中に燃料要素を収納する。 

輸送容器の安全性評価に用いた収納物である燃料要素等の仕様を(ｲ)－第 D.1表に示す。 

  



 

(ｲ)－Ｄ－2 

 

 

 

 

 

 

 

(ｲ)－第 D.1図 金属スペーサ断面形状 
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(ｲ)－第 D.1表 収納物の燃料要素仕様（研究用原子炉未照射新燃料） 

分
類 

燃料ﾊﾞｽｹｯﾄ 

原子炉 

 

項 目 

形 式 

全装荷数(体/容器) 

種 類 

核

的 

仕

様 

U-235濃縮度 

(wt%) 

U-235含有量 

(g/体) 

U-含有量 

(g/体) 

燃焼度 

発熱量 

冷却日数 

放射能の量(GBq/容器) 

材 

 

 

質 

燃料芯材 

被覆材 

側板、取付板等

可燃性吸収体 

形

状 

燃料断面形状 

参 照 図 

燃料重量(kg/体) 
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(ｲ)－第 D.3表 収納物の燃料要素仕様  

分
類 

燃料ﾊﾞｽｹｯﾄ 

種類 

形 式 

全装荷数(枚/容器) 

種 類 

核

的 

仕

様 

U-235濃縮度 

(wt%) 

U-235含有量 

(g/枚) 

U-含有量 

(g/枚) 

燃焼度(％) 

発熱量(w／容器) 

冷却日数(日) 

放射能の量(GBq/容器) 

材 

 

 

質 

燃料芯材 

被覆材 

側板,取付板等 

可燃性吸収体 

形

状 

燃料断面形状 

参 照 図 

燃料重量(g/枚) 
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(ｲ)-第 D.2図 ＫＵＲ標準及び半装燃料要素  



 

 

(
イ

)
－
Ｄ
－

9 

(ｲ)-第 D.3図 ＫＵＲ特殊燃料要素（  

 

  



 

 

(
イ

)
－
Ｄ
－

1
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(ｲ)－第 D.4図   
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(ｲ)－第 D.5図   
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(ｲ)－第 D.6図   



 

 

 

 

 

 

ロ章 核燃料輸送物の安全解析 
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（ロ）章 核燃料輸送物の安全解析 

本輸送物に関する安全解析は、本輸送物が「核燃料物質等の工場又は事業所の外にお

ける運搬に関する規則（昭和 53年総理府令第 57号）」（以下「規則」という。）及び「平

成二年科学技術庁告示第五号（「平成 2年科学技術庁告示第 5号（核燃料物質等の工場又

は事業所の外における運搬に関する技術上の基準に係る細目等を定める告示）」（以下「告

示」という。）に基づいて BU 型核分裂性輸送物としての技術上の基準に適合することを

示すために行う。 

本解析の概要は以下のとおりである。 

 

1. 構造解析 

構造解析では、通常の輸送時において輸送物のき裂、破損等の生じないことを確認す

る他、密封解析の前提となる密封装置の健全性を一般及び特別の試験条件において確認

している。 

また、熱及び遮蔽解析の評価条件を得るために一般及び特別の試験条件における輸送

物の状態及び健全性を評価している。 

さらに、本輸送物はＢＵ型核分裂性輸送物であるため、未臨界評価のために核分裂性

輸送物に係る一般及び特別の試験条件における輸送物の状態及び健全性についても評価

している。 

 

2. 熱 解 析 

熱解析では、前記の構造解析の結果を考慮して、通常の輸送、一般及び特別の試験条

件における輸送物各部の温度及び圧力を評価し、構造、密封、遮蔽及び臨界解析の評価

条件を与えている。 

また、一般の試験条件における輸送物の近接表面温度基準（85℃）に適合することを

確認している。 



 (ﾛ)－2 

3. 密封解析 

密封解析では、上記 1.、2.の条件と発送前検査における気密漏えい試験合格基準に基

づいて、一般及び特別の試験条件における放射性物質の漏えい率を評価し、基準値を満

足することを示している。 

 

4. 遮蔽解析 

遮蔽解析では、上記 1.、2.の条件を考慮して、通常の輸送、一般及び特別の試験条件

における輸送物表面あるいは表面から 1ｍ離れた位置の線量当量率を評価し、基準値を満

足することを示している。 

 

5. 臨界解析 

臨界解析では、上記 1.の結果より核分裂性輸送物に係る一般の試験条件において、臨

界評価に影響するような構造物の変形等が生じないことを示し、通常輸送時における輸

送物、孤立系における輸送物並びに核分裂性輸送物に係る一般の試験条件下及び特別の

試験条件下における孤立系及び配列系輸送物のいずれの場合にも未臨界であることを示

している。 

 

6. 核燃料輸送物の経年変化の考慮 

核燃料輸送物に対する経年変化について考慮し、輸送物の主要材料が経年変化によっ

て上記の解析に影響を与えないことを示している。 

 

7. 規則及び告示に対する適合性の評価 

以上の結果及びイ章の核燃料輸送物の説明を総合して、本輸送物の設計が規則及び告

示に定める技術基準に適合していることを示している。 

 

 

以下、ロ章Ａ～Ｇに各解析、評価の詳細を示す。 

 



 

 

 

 

 

 

Ａ 構 造 解 析 
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(ﾛ)－Ａ．構造解析 

A.1 構造設計 

A.1.1 概  要 

本輸送容器は、(ｲ)－第 C.1図に示すように内容器、外容器及び燃料バスケットに大別さ

れる。 

内容器は、燃料バスケットを収納する内容器本体と内容器蓋により、構成されている。 

燃料バスケット１は、収納する燃料要素の形状により、(ｲ)－第 C.8図に示すように角型

であり、燃料要素あるいは梱包された 収納可能である。 

燃料バスケット２は、(ｲ)－第 C.9 図に示すように燃料バスケット１と同様角型であり、

収納可能である。 

燃料要素及び梱包された は、燃料バスケッ

ト内に収納した後、 のスペーサにて固定される。 

内容器本体は、内容器蓋と組合って、(ｲ)－第 C.3 図に示すように、密封境界を形成し、

かつ、内圧力に耐えられる耐圧容器となっている。 

内容器蓋は、(ｲ)－第 C.3図に示すように のＯリングで内容器本体との接合部を密封

し、内容器蓋締付ボルトにより内容器本体へ締付けられる。 

外容器は、外容器本体及び外容器蓋からなり、(ｲ)－第 C.4図に示すように、水密構造と

なっている。また、外容器と内容器との間には、断熱材及び緩衝材を充填している。 

外容器蓋は、(ｲ)－第 C.4 図に示すようにガスケットで外容器本体との接合部を密封し、

外容器蓋締付ボルトにより外容器本体へ締付けられる。 

したがって、内容器蓋は、輸送中に外容器蓋で覆われているため、不用意に開封される

ことはない。

 

輸送容器の吊り上げ及び固縛は、(ｲ)－第 C.5図に示すように、外容器本体の側胴部に取

付けられた のアイプレ－トを用いて行う。 

輸送物は輸送中の加速度に耐えられるように、(ｲ)－第 C.2図に示す固縛装置に前述のア

イプレートを介して固縛される。 



 

(ﾛ)－Ａ－2 

A.1.2 設計基準 

輸送容器の設計基準は、告示に従うと同時に、ＡＳＭＥ Sec.Ⅲ Subsec．ＮＢ(1)の技術

基準に準拠し、各試験条件ごとに設計基準値を設ける。 

(1) 設計基準値 

各試験条件及び解析項目に対する設計基準を (ﾛ)－第 A.1表に示す。設計基準値は、

各試験条件ごとに(ﾛ)－A.3 材料の機械的性質及び(ﾛ)－Ｂ熱解析に示す温度等に従い

決定する。 

なお、密封境界の重要部品である内容器蓋締付ボルトは、特別の試験条件において

歪レベルが密封性に影響を与えない設計基準値とし、吊上装置及び締付装置は、告示

に従い降状応力を設計基準値とする。また、貫通試験時の衝突部近傍については耐貫

通強度を基準値とする。 

また、溶接部の継手効率は、放射線透過試験を行う箇所（内容器胴の長手溶接部、

内容器胴とフランジ及び底板の周溶接部）については とし、それ以外の箇所につ

いては とする。 

以下、本項で用いる設計基準値の記号の内容は次の通りである。 

Ｓｍ ； 設計応力強さ 

Ｓｙ ； 設計降伏点 

Ｓｕ ； 設計引張強さ 

Ｓａ ； 繰返しピーク応力強さ 

Ｎ  ； 使用回数 

Ｎａ ； 許容繰返し回数 

ＤＦ ； 疲れ累積係数（＝Ｎ／Ｎａ） 

(2) 負荷の組合せ条件 

負荷の組合せ条件は、設計条件に従い、各解析項目に対して (ﾛ)－第 A.2表 及び (ﾛ)

－第 A.3 表 に示すように、構造、材料、温度及び安全係数などを考慮して決定する。 
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(3) 余 裕 率 

解析結果のうち定量的な設計基準値のあるものについては、次に示す余裕率(Ms)を

用いて評価する。 

余裕率(Ms)＝ 1 

余裕率を用いられないものは、該当箇所にその基準値等を記述する。 

以上に述べた設計基準に従い、構造解析の条件、解析項目及び解析手法等をまとめ

て (ﾛ)－第 A.4表（1/24）～（24/24）に示す。 
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(ﾛ)－第 A.1表 構造解析に用いる応力評価基準 

 

 

 

条 

 

件 

解 析 項 目 

応力分類 

 

記 号 

評価位置 

一 次 応 力 強 さ 
一次＋二次 

応 力 強 さ 

一次＋二次＋ﾋﾟｰｸ 

応 力 強 さ 

Pm(PL) PL＋Pb PL＋Pb＋Ｑ PL＋Pb＋Q＋F 

輸
送
条
件 

通
常
の 

吊 上 装 置 ア イ プ レ ー ト ＜Sy ＜Sy ― ― 

固 縛 装 置 ア イ プ レ ー ト ＜Sy ＜Sy ― ― 

圧 力 輸 送 物 外気圧の変動に耐えうること。 

振 動 輸 送 物 輸送中の振動に耐えうること。 

一 

般 

の 

試 

験 

条 

件 

熱 的 試 験 

内 容 器 本 体 ＜Sm ＜1.5Sm ＜3Sm 
疲労評価 

（DF＜1） 
内 容 器 蓋 

＜2/3Sy ＜Sy ＜Sy 
内容器蓋締付ﾎﾞﾙﾄ 

水 噴 霧 輸 送 物 水の吹き付けに耐えうること。 

自 由 落 下 

（1.2ｍ落下） 

内 容 器 本 体 
＜Sm ＜1.5Sm ＜3Sm ― 

燃 料 ﾊ ﾞ ｽ ｹ ｯ ﾄ 

内 容 器 蓋 

＜2/3Sy ＜Sy ＜Sy ― 内容器蓋締付ﾎﾞﾙﾄ 

燃料要素・  

積み重ね試験 

内 容 器 本 体 ＜Sm ＜1.5Sm ＜3Sm 

― 
内 容 器 蓋 ＜2/3Sy ＜Sy ＜Sy 

貫 通 外 容 器 設計引張強さ 

特 

別 

の 

試 

験 

条 

件 

落 下 試 験 Ⅰ 

（9ｍ落下） 

内 容 器 本 体 
＜

3
2
Su ＜Su ― ― 

燃 料 ﾊ ﾞ ｽ ｹ ｯ ﾄ 

内 容 器 蓋 

＜2/3Sy ＜Sy ― ― 内容器蓋締付ﾎﾞﾙﾄ 

燃料要素  

落 下 試 験 Ⅱ 

(1ｍ落下貫通) 

外 容 器 設計引張強さ 

内 容 器 本 体 ＜
3
2
Su ＜Su ― 

― 

内 容 器 蓋 ＜2/3Sy ＜Sy ― 

熱 的 試 験 

内 容 器 本 体 ＜2/3Su ＜Su ― 

― 
内 容 器 蓋 

＜2/3Sy ＜Sy ― 
内容器蓋締付ﾎﾞﾙﾄ 

浸 透 

（15ｍ） 

内 容 器 本 体 ＜2/3Su ＜Su ― 
― 

内 容 器 蓋 ＜2/3Sy ＜Sy ― 

注．応力評価基準は、ＢＵ型輸送物及び核分裂性輸送物共同一とする。 
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(ﾛ)－第 A.2表 設計負荷、負荷の組合せ及び解析区分（1/2） 
 

要

件 

条

件 
解 析 項 目 

応力分類 

評価位置 

負   荷   条   件 

重 量
＊ 

内 圧 外 圧 熱 膨 張 そ の 他 

 
 
 
 
 

Ｂ 

Ｕ 

型 

輸 

送 

物 

の 

要 

件 

通輸 

常送 

の条 

  件 

吊 上 装 置 ア イ プ レ ー ト △ ― ― ― ― 

固 縛 装 置 ア イ プ レ ー ト △ ― ― ― ― 

圧 力 輸 送 物 ― ○ ○ ― ○ 

振 動 輸 送 物 ― ― ― ― △ 

一 

般 

試 

験 

条 

件 

熱 的 試 験 

内 容 器 本 体 ― △ ― ― ― 

内 容 器 蓋 ― △ ― ― ― 
内容器蓋締付ボ
ルト 

― ○ ― ○ ○ 

水   噴   霧 輸 送 物 ― ― ― ― △ 

自  由  落  下 

（1.2ｍ落下） 

内 容 器 本 体 ○ ○ ― ― ― 

燃料バスケット △ ― ― ― ― 

内 容 器 蓋 ○ ○ ― ― ― 
内容器蓋締付ボ
ルト 

○ ○ ― ○ ○ 

燃料要素  △ ― ― ― ― 

積み重ね試験 内 容 器 ○ ○ ― ― ― 

貫        通 外 容 器 ― ― ― ― △ 

特 

別 

の 

試 

験 

条 

件 

落 下 試 験 Ⅰ 

（9ｍ落下） 

内 容 器 本 体 ○ ○ ― ― ― 

燃料バスケット △ ― ― ― ― 

内 容 器 蓋 ○ ○ ― ― ― 
内 容 器 蓋 締 付 
ボルト 

○ ○ ― ― ○ 

燃料要素  △ ― ― ― ― 

落 下 試 験 Ⅱ 

(1ｍ落下貫通) 

外 容 器 △ ― ― ― ― 

内 容 器 本 体 ○ ○ ― ― ― 

内 容 器 蓋 ○ ○ ― ― ― 

熱 的 試 験 

内 容 器 本 体 ― △ ― ― ― 

内 容 器 蓋 ― △ ― ― ― 
内容器蓋締付ボ
ルト 

― ○ ― ― ○ 

浸 漬 

（15ｍ） 

内 容 器 本 体 ― ― △ ― ― 

内 容 器 蓋 ― ― △ ― ― 

○：負荷の組合わせによる評価 △：単一負荷による評価 

＊：重量とは、衝撃荷重等による応力評価に用いる重量(力)、すなわち輸送物質量に設計加速度

又は重力を乗じて得られる重量（力）を意味する。 

。 
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(ﾛ)－第 A.2表 設計負荷、負荷の組合せ及び解析区分（2/2） 
 

要

件 

条

件 
解 析 項 目 

応力分類 

評価位置 

負   荷   条   件 

重 量
＊ 

内 圧 外 圧 熱 膨 張 そ の 他 

核 

分 

裂 

性 

輸 

送 

物 

の 

要 

件 

一 

般 

の 

試 

験 

条 

件 

水 噴 霧 輸 送 物 ― ― ― ― △ 

自 由 落 下 

(1.2ｍ落下) 

内 容 器 本 体 ○ ○ ― ― ― 

燃料バスケット △ ― ― ― ― 

内 容 器 蓋 ○ ○ ― ― ― 
内容器蓋締付ボ
ルト 

○ ○ ― ○ ○ 

燃料要素  △ ― ― ― ― 

積み重ね試験 内 容 器 ○ ○ ― ― ― 

貫 通 外 容 器 ― ― ― ― △ 

特 

別 

の 

試 

験 

条 
件 

落下試験Ⅰ 

(9ｍ落下) 

内 容 器 本 体 ○ ○ ― ― ― 

燃料バスケット △ ― ― ― ― 

内 容 器 蓋 ○ ○ ― ― ― 
内容器蓋締付ボ
ルト 

○ ○ ― ― ○ 

燃料要素・  △ ― ― ― ― 

落下試験Ⅱ 

(1ｍ落下貫通) 

外 容 器 △ ― ― ― ― 

内 容 器 本 体 ○ ○ ― ― ― 

内 容 器 蓋 ○ ○ ― ― ― 

熱 的 試 験 

内 容 器 本 体 ― △ ― ― ― 

内 容 器 蓋 ― △ ― ― ― 
内容器蓋締付ボ
ルト 

― ○ ― ― ○ 

浸 漬 

（0.9ｍ） 

内 容 器 本 体 ― ― △ ― ― 

内 容 器 蓋 ― ― △ ― ― 

○：負荷の組合わせによる評価 △：単一負荷による評価 

＊：重量とは、衝撃荷重等による応力評価に用いる重量(力)、すなわち輸送物質量に設計加速度又

は重力を乗じて得られる重量（力）を意味する。 
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(ﾛ)－第 A.3表 負 荷 条 件（1/2） 

要

件 

条

件 
解 析 項 目 

応力分類 

評価位置 

負   荷   条   件 

重  量 ＊ 内 圧 外圧 熱 膨 張 そ の 他 

 
 
 

Ｂ 

Ｕ 

型 

輸 

送 

物 

の 

要 

件 

通輸 

常送 

の条 

  件 

吊 上 装 置 アイプレート 

固 縛 装 置 アイプレート 

圧 力 輸 送 物 

振 動 輸 送 物 

一 

般 

の 

試 

験 

条 

件 

熱 的 試 験 

内 容 器 本 体 

内 容 器 蓋 

内容器蓋締付ボ
ルト 

水 噴 霧 輸 送 物 

自 由 落 下 

(1.2ｍ落下) 

内 容 器 本 体 

燃料バスケット 

内 容 器 蓋 

内容器蓋締付ボ
ルト 

燃料要素  

積み重ね試験 内 容 器 

貫       通 外 容 器 

特 

別 

の 

試 

験 

条 

件 
落下試験Ⅰ 

( 9ｍ落下 ) 

内 容 器 本 体 

燃料バスケット 

内 容 器 蓋 

内容器蓋締付ボ
ルト 

燃料要素・  

落下試験Ⅱ 

(1ｍ落下貫通) 

外 容 器 

内 容 器 本 体 

内 容 器 蓋 

熱 的 試 験 

内 容 器 本 体 

内 容 器 蓋 

内容器蓋締付ボ
ルト 

浸 漬 

（15ｍ） 

内 容 器 本 体 

内 容 器 蓋 

＊：(ﾛ)－第 A.2表の脚注に同じ  
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(ﾛ)－第Ａ．３表 負 荷 条 件（2/2） 
 

要

件 

条

件 
解析項目 

応力分類 

評価位置 

負  荷  条  件 

重  量 ＊ 内 圧 外 圧 熱 膨 張 そ の 他 

 
 
 
 

核 

分 

裂 

性 

輸 

送 

物 

の 

要 

件 

一 

般 

の 

試 

験 

条 

件 

水 噴 霧 輸 送 物 

自 由 落 下 

(1.2ｍ落下) 

内 容 器 本 体 

燃料バスケット 

内 容 器 蓋 

内容器蓋締付ボ
ルト 

燃料要素  

積み重ね試験 内 容 器 

貫 通 外 容 器 

特 

別 

の 

試 

験 
条 
件 

落下試験Ⅰ 

( 9ｍ落下 ) 

内 容 器 本 体 

燃料バスケット 

内 容 器 蓋 

内容器蓋締付ボ
ルト 

燃料要素  

落下試験Ⅱ 

(1ｍ落下貫通) 

外 容 器 

内 容 器 本 体 

内 容 器 蓋 

熱 的 試 験 

内 容 器 本 体 

内 容 器 蓋 

内容器蓋締付ボ
ルト 

浸 透 

（0.9ｍ） 

内 容 器 本 体 

内 容 器 蓋 

＊：(ﾛ)－第 A.2表の脚注に同じ 
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(ﾛ)－第 A.4表 輸送容器の構造設計の条件及び解析方法（3／24） 

 

 

要 

件 

条 

件 

解 析 項 目 

設   計   条   件 解  析  方  法 

備  考 
参 照 図 材 質 温 度 

設  計  負  荷 
適用数式または要素 設計基準 

種  類 負荷係数 要  素  

Ｂ 
 
 

Ｕ 
 

 

型 
 

 

輸 
 

 

送 
 

 

物 

 

一 
 
 

般 
 

 

の 
 

 

試 
 

 

験 
 

 

条 
 

 

件 

1. 熱的試験 

1.1 熱 膨 張 

(1) 容器内面と燃料バス 
ケット外面 

 

 

(ﾛ)-第 A.15図 

 

 

熱 膨 張 

 

 

 

1 

 

 

圧  縮 

 

 

熱応力による拘束の有無 

 

 

無 

 

1.2 応力計算 

(1) 内容器胴部 

 

(2) 内容器底板 

 

(3) 内容器蓋 

 

(4) 内容器蓋締付ボルト 

 

 

 

 

 

(5) 内容器蓋Ｏリング部

の変位 

(ﾛ)-第 A.16図 

(ﾛ)-第 A.17図 

 

(ﾛ)-第 A.18図 

 

(ﾛ)-第 A.19図 

 

(ﾛ)-第 A.21図 

 

 

 

 

 

(ﾛ)-第 A.20図 

 

内  圧 

 

内  圧 

 

内  圧 

 

初期締付力 

 

内  圧 

 

熱 膨 張 

 

内  圧 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

 

 

 

 

1 

 

組合せ応力 

 

組合せ応力 

 

組合せ応力 

 

引張応力 

 

引張応力 

 

引張応力 

 

変  位 

 

薄肉円筒の式 

 

固定円板の式 

 

単純支持円板の式 
 

Ai
F

t =σ  

Ain
F

t ⋅
=σ  

＊ 

 

Ｏリング部変位の式 

 

［注 1］ 

 

 

 

 

 

［注 2］ 

 

 

 

［注 3］ 

［注 1］ 
Smを基準とし、各

応力成分ごとに基
準値を設ける。 
 

 
 
［注 2］ 

Syを基準とし、各
応力成分ごとに基
準値を設ける。 

 
＊：熱膨張による

応力は無視で

き る 値 で あ
る。 

 

［注 3］ 
初 期 締 め 代 約

 

 
 
 

 
 

2. 水 噴 霧   

水 噴 霧 

 

1 

 

吸 水 

水切り 

 

吸水性 

水切り性 

 

無 

良 

 

 

記号の説明 
σ ：主 応 力 τｔ ：ねじり応力 
σｔ ：引張応力 Ｆ ：荷  重 
σｃ ：圧縮応力 Ｐ ：圧  力 
τ ：せん断応力 Ａ ：断 面 積 
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ﾛ
)
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1
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(ﾛ)－第 A.4表 輸送容器の構造設計の条件及び解析方法（5／24） 

 

 

要 

件 

条 

件 

解 析 項 目 

設   計   条   件 解  析  方  法 

備  考 
参 照 図 材 質 温 度 

設  計  負  荷 
適用数式または要素 設計基準 

種  類 負荷係数 要  素  

Ｂ 
 
 

Ｕ 
 

 

型 
 

 

輸 
 

 

送 
 

 

物 

 

一 
 
 

般 
 

 

の 
 

 

試 
 

 

験 
 

 

条 
 

 

件 

3.2 下部垂直落下 

 

(1) 緩衝材の変形量 

 

 

 

(2) 内容器胴部 

 

(3) 内容器底板 

 

(4) 内容器蓋 

 

(5) 内容器蓋締付ボルト 

 

 

(6) 燃料要素・  

 

 

 

 

 

(7) 燃料要素押え具 

(ﾛ)-第 A.51図

 

(ﾛ)-第 A.52図

 

 

 

(ﾛ)-第 A.53図

 

(ﾛ)-第 A.54図

 

(ﾛ)-第 A.55図

 

－ 

 

 

(ﾛ)-第 A.56図
  ～59図 

 

 

 

 

((ﾛ)-第A.45図)

 

 

1.2ｍ下部垂直落下 

 

 

 

1.2ｍ下部垂直落下 

 

1.2ｍ下部垂直落下 

 

1.2ｍ下部垂直落下 

 

1.2ｍ下部垂直落下 

 

 

1.2ｍ下部垂直落下 

 

 

 

 

 

1.2ｍ下部垂直落下 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

 

変 形 量 

 

 

 

圧縮応力 

 

組合せ応力 

 

組合せ応力 

 

－ 

 

 

せん断応力 

 

引張応力 

 

圧縮応力 

 

圧縮応力 

 

 

δ＝δＯ－δＶ 

δＯ：変形前の最小厚さ 

δＶ：変形量 

δ ：残 量  

A
F

c =σ  

 

固定円板の式 

 

単純支持円板の式 

 

－ 

 

 

b)hh(2
F

12 −
=τ  

A
Wo

t =σ  

A
W

c =σ  

A
W

c =σ  

 

 

 

［注 1］ 

 

 

 

［注 2］ 

 

 

 

［注 3］ 

 

 

 

 

 

［注 3］ 

 

 
 
［注 1］ 

設計基準は特に設
けないが、熱解析
の結果が許容値内

であること。 
 
［注 2］ 

Smを基準値とし、
各応力成分ごとに
基準値を設ける。 

 
 
［注 3］ 

Syを基準値とし、
各応力成分ごとに
基準値を設ける。 

 

 

記号の説明 
σ ：主 応 力 τｔ ：ねじり応力 
σｔ ：引張応力 Ｆ ：荷  重 
σｃ ：圧縮応力 Ｐ ：圧  力 
τ ：せん断応力 Ａ ：断 面 積 
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(ﾛ)－第 A.4表 輸送容器の構造設計の条件及び解析方法（6／24） 

 

 

要 

件 

条 

件 

解 析 項 目 

設   計   条   件 解  析  方  法 

備  考 
参 照 図 材 質 温 度 

設  計  負  荷 
適用数式または要素 設計基準 

種  類 負荷係数 要  素  

Ｂ 
 
 

Ｕ 
 

 

型 
 

 

輸 
 

 

送 
 

 

物 

 

一 
 
 

般 
 

 

の 
 

 

試 
 

 

験 
 

 

条 
 

 

件 

3.3 上部垂直落下 

 

(1) 緩衝材の変形量 

 

 

 

 

(2) 内容器胴部 

 

(3) 内容器底板 

(4) 内容器蓋 

(5) 内容器蓋締付ボルト 

 

(6) 燃料要素  

 

 

 

 

 

(7) 燃料要素押え具 

(ﾛ)-第 A.60図 

 

(ﾛ)-第 A.61図 

 

 

 

 

(ﾛ)-第 A.62図 

 

(ﾛ)-第 A.63図 

(ﾛ)-第 A.64図 

 

 

(ﾛ)-第 A.65図 
  ～66図 

 

 

 

 

 

((ﾛ)-第 A.45
図) 

 

 

1.2ｍ上部垂直落下 

 

 

 

 

1.2ｍ上部垂直落下 

 

1.2ｍ上部垂直落下 

1.2ｍ上部垂直落下 

1.2ｍ上部垂直落下 

 

1.2ｍ上部垂直落下 

 

 

 

 

 

1.2ｍ上部垂直落下 

 

 

1 

 

 

 

 

1 

 

1 

1 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

 

変 形 量 

 

 

 

 

圧縮応力 

 

組合せ応力 

組合せ応力 

引張応力 

 

せん断応力 

 

引張応力 

 

圧縮応力 

 

圧縮応力 

 

 

δ＝δＯ－δＶ 

δＯ：変形前の最小厚さ 

δ ：残 量 

δＶ：変形量 

 

A
F

c =σ  

 

固定円板の式 

単純支持円板の式 

Ain
R

t ⋅
=σ  

b)hh(2
F

12 −
=τ  

A
Wo

t =σ  

A
W

c =σ  

A
W

c =σ  

 

 

 

［注 1］ 

 

 

 

［注 2］ 

 

 

［注 3］ 

 

 

 

［注 3］ 

 

 

 

［注 3］ 

 

 
［注 1］ 
設計基準値は特に

設けないが、熱解
析の結果が許容値
内であること。 

 
 
［注 2］ 

Smを基準値とし、
各応力成分ごとに
基準値を設ける。 

 
 
［注 3］ 

Syを基準値とし、
各応力成分ごとに
基準値を設ける。 

 

3.4 コーナー落下 

(1) 内容器蓋締付ボルト 

(ﾛ)-第 A.67図 

(ﾛ)-第 A.68図 

1.2ｍコーナー落下 

1.2ｍ上部コーナー

落下 

 

1 

 

曲げ応力 

 

σmax＝σＶ＋σＨ 

∑ ⋅
⋅⋅⋅

=σ
r

2
VMAXVV

V A2
LWN



 

∑ ⋅
⋅⋅⋅

=σ
r

2
HMAXHH

H A2
LWN



 

 

 

［注 3］ 

 

 

3.5 傾斜落下 (ﾛ)-第 A.69図 
  ～72図 

1.2ｍ傾斜落下      

記号の説明 
σ ：主 応 力 τｔ ：ねじり応力 
σｔ ：引張応力 Ｆ ：荷  重 
σｃ ：圧縮応力 Ｐ ：圧  力 
τ ：せん断応力 Ａ ：断 面 積 

水平成分及び垂直成分に分解して 5.1～5.3項の
結果より評価 

水平成分及び垂直成分に分解して 5.1～5.3項の
結果より評価 
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(ﾛ)－第 A.4表 輸送容器の構造設計の条件及び解析方法（7／24） 

 

 

要 

件 

条 

件 

解 析 項 目 

設   計   条   件 解  析  方  法 

備  考 
参 照 図 材 質 温 度 

設  計  負  荷 
適用数式または要素 設計基準 

種  類 負荷係数 要  素  

Ｂ 
 
 

Ｕ 
 

 

型 
 

 

輸 
 

 

送 
 

 

物 

 

一 
 
 

般 
 

 

の 
 

 

試 
 

 

験 
 

 

条 
 

 

件 

4. 積み重ね試験 

 

(1) 内容器胴部 

 

(2) 内容器蓋 

 

 

(ﾛ)-第 A.75図

 

(ﾛ)-第 A.74図

 

 

輸送物重量 

 

輸送物重量 

 

 

5＋自重 

 

5＋自重 

 

 

曲げ応力 

 

組合せ応力 

 

 

A
gmF

Z
⋅+

=σ  

単純支持円板の式 

 

 

［注 1］ 

 

［注 2］ 

 

 

［注 1］ 
Suを基準値とし、
各応力成分ごとに

基準値を設ける。 
 
［注 2］ 

Syを基準値とし、
各応力成分ごとに
基準値を設ける。 

 

5. 貫  通 

(1) 外容器 

 

(ﾛ)-第 A.76図
  ～77図 

 

軟鋼棒の落下衝撃 

 

1 

 

吸収 

エネルギー 

 

2
Cr2 td

2
1E ⋅⋅π⋅t=  

（τＣr：せん断強さ）＝0.6Su 

 

貫通しない

こと。 

 

6. 角又は縁落下 

 

 

 

 

 

 

 

      本項は該当しな

い。 

 

 

 

 

 

 

記号の説明 
σ ：主 応 力 τｔ ：ねじり応力 
σｔ ：引張応力 Ｆ ：荷  重 
σｃ ：圧縮応力 Ｐ ：圧  力 
τ ：せん断応力 Ａ ：断 面 積 
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(ﾛ)－第 A.4表 輸送容器の構造設計の条件及び解析方法（8／24） 

 

 

要 

件 

条 

件 

解 析 項 目 

設   計   条   件 解  析  方  法 

備  考 
参 照 図 材 質 温 度 

設  計  負  荷 
適用数式または要素 設計基準 

種  類 負荷係数 要  素  

Ｂ 
 
 

Ｕ 
 

 

型 
 

 

輸 
 

 

送 
 

 

物 

 

特 
 
 

別 
 

 

の 
 

 

試 
 

 

験 
 

 

条 
 

 

件 

1. 落下試験Ⅰ 

1.1 下部垂直落下 

(1) 緩衝材の変形量 

 

 

 

(2) 内容器胴部 

 

(3) 内容器底板 

 

(4) 内容器蓋 

 

(5) 内容器蓋締付ボルト 

 

(6) 燃料要素  

 

 

 

(7) 燃料要素押え具 

 

 

(ﾛ)-第 A.78図 

 

 

 

 

 

 

9ｍ下部垂直落下 

 

 

 

9ｍ下部垂直落下 

 

9ｍ下部垂直落下 

 

9ｍ下部垂直落下 

 

9ｍ下部垂直落下 

 

9ｍ下部垂直落下 

 

 

 

9ｍ下部垂直落下 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

1 

1 

 

1 

 

 

変 形 量 

 

 

 

圧縮応力 

 

組合せ応力 

 

組合せ応力 

 

－ 

 

せん断応力 

引張応力 

圧縮応力 

 

圧縮応力 

 

 

δ＝δＯ－δＶ 

δＯ：変形前の最小厚さ 

δ ：残 量 

δＶ：変形量  

A
W

c =σ  

 

固定円板の式 

 

単純支持円板の式 

 

－ 

 

b)hh(2
F

12 −
=τ  

A
Wo

t =σ  

A
W

c =σ  

 

A
W

c =σ  

 

 

 

［注 1］ 

 

 

 

［注 3］ 

 

 

 

［注 2］ 

 

 

 

［注 2］ 

 

 

［注 2］ 

 

 
 
［注 1］ 

設計基準値は特に
設けないが、熱解
析の結果が基準値

内であること。 
 
［注 3］ 

Suを基準とし、各
応力成分ごとに、
基準値を設ける。 

 
［注 2］ 
Syを基準値とし、

各応力成分ごとに
基準値を設ける。 
 

（注）落下試験Ⅰの解析項目の内圧及び初期締付力による応力は、「1.2 応力計算」に記載されている設計条件及び適用数式により計算する。 

 

 

 

記号の説明 
σ ：主 応 力 τｔ ：ねじり応力 
σｔ ：引張応力 Ｆ ：荷  重 
σｃ ：圧縮応力 Ｐ ：圧  力 
τ ：せん断応力 Ａ ：断 面 積 
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(ﾛ)－第 A.4表 輸送容器の構造設計の条件及び解析方法（9／24） 

 

 

要 

件 

条 

件 

解 析 項 目 

設   計   条   件 解  析  方  法 

備  考 
参 照 図 材 質 温 度 

設  計  負  荷 
適用数式または要素 設計基準 

種  類 負荷係数 要  素  

Ｂ 
 
 

Ｕ 
 

 

型 
 

 

輸 
 

 

送 
 

 

物 

 

特 
 
 

別 
 

 

の 
 

 

試 
 

 

験 
 

 

条 
 

 

件 

1.2 上部垂直落下 

(1) 緩衝材の変形量 

 

 

 

(2) 内容器胴部 

 

(3) 内容器底板 

 

(4) 内容器蓋 

 

(5) 内容器蓋締付ボルト 

 

(6) 燃料要素  

 

 

 

 

 

(7) 燃料要素押え具 

 

(ﾛ)-第 A.79図 

 

 

 

 

 

9ｍ上部垂直落下 

 

 

 

9ｍ上部垂直落下 

 

9ｍ上部垂直落下 

 

9ｍ上部垂直落下 

 

9ｍ上部垂直落下 

 

9ｍ上部垂直落下 

 

 

 

 

 

9ｍ上部垂直落下 

 

1 

 

 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

変 形 量 

 

 

 

圧縮応力 

 

組合せ応力 

 

組合せ応力 

 

引張応力 

 

せん断応力 

 

引張応力 

 

圧縮応力 

 

圧縮応力 

 

δ＝δＯ－δＶ 

δＯ：変形前の厚さ 

δ ：残 量 

δＶ：変形量  

A
F

c =σ  

 

固定円板の式 

 

単純支持円板の式 

 

Ain
F

t ⋅
=σ  

 

b)hh(2
F

12 −
=τ  

A
Wo

t =σ  

A
W

c =σ  

 

A
W

c =σ  

 

 

［注 1］ 

 

 

 

［注 2］ 

 

 

 

［注 3］ 

 

 

 

 

 

［注 3］ 

 

 

［注 3］ 

 

 
［注 1］ 
設計基準値は特に

設けないが、熱解
析の結果が、許容
値内であること。 

 
［注 2］ 
Suを基準とし、各

応力成分ごとに、
基準値を設ける。 
 

［注 3］ 
Syを基準値とし、
各応力成分ごとに

基準値を設ける。 
 

 

 

 

 

 

記号の説明 
σ ：主 応 力 τｔ ：ねじり応力 
σｔ ：引張応力 Ｆ ：荷  重 
σｃ ：圧縮応力 Ｐ ：圧  力 
τ ：せん断応力 Ａ ：断 面 積 
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(ﾛ)－第 A.4表 輸送容器の構造設計の条件及び解析方法（11／24） 

 

 

要 

件 

条 

件 

解 析 項 目 

設   計   条   件 解  析  方  法 

備  考 
参 照 図 材 質 温 度 

設  計  負  荷 
適用数式または要素 設計基準 

種  類 負荷係数 要  素  

Ｂ 
 
 

Ｕ 
 

 

型 
 

 

輸 
 

 

送 
 

 

物 

 

特 
 
 

別 
 

 

の 
 

 

試 
 

 

験 
 

 

条 
 

 

件 

1.4 コーナー落下 

 

(1) 内容器蓋締付ボルト 

 

 

 

1.5 傾斜落下 

(ﾛ)-第 A.81図 

 

 

 

 

 

(ﾛ)-第 A.82図 
  ～85図 

9ｍコーナー落下 

 

9ｍ上部コーナー落

下 

 

 

9ｍ傾斜落下 

1 

 

1 

 

 

 

1 

 

 

曲げ応力 

 

 

σmax＝σＶ＋σＨ 

∑ ⋅

⋅⋅⋅
=σ

Ai2
LWN

2
VMAXVV

V



 

∑ ⋅

⋅⋅⋅
=σ

Ai2
LWN

2
HMAXHH

H



 

 

 

 

［注 1］ 

 

 

 

 

 

［注 1］ 

Syを基準値とし、
各応力成分ごとに
基準値を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記号の説明 
σ ：主 応 力 τｔ ：ねじり応力 
σｔ ：引張応力 Ｆ ：荷  重 
σｃ ：圧縮応力 Ｐ ：圧  力 
τ ：せん断応力 Ａ ：断 面 積 

水平成分及び垂直成分に分解して 8.1～8.3項の結果より評価 

水平成分及び垂直成分に分解して 8.1～8.3項の結果より評価 
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(ﾛ)－第 A.4表 輸送容器の構造設計の条件及び解析方法（12／24） 

 

 

要 

件 

条 

件 

解 析 項 目 

設   計   条   件 解  析  方  法 

備  考 
参 照 図 材 質 温 度 

設  計  負  荷 
適用数式または要素 設計基準 

種  類 負荷係数 要  素  

Ｂ 
 
 

Ｕ 
 

 

型 
 

 

輸 
 

 

送 
 

 

物 

 

特 
 
 

別 
 

 

の 
 

 

試 
 

 

験 
 

 

条 
 

 

件 

2. 落下試験Ⅱ 

 2.1 貫  通 

(1) 外容器蓋部 

 

(2) 外容器底部 

 

(3) 外容器胴部 

 

 

(ﾛ)-第 A.86図

(ﾛ)-第 A.87図

 

 

1ｍ落下衝突 

 

1ｍ落下衝突 

 

1ｍ落下衝突 

 

 

1 

 

1 

 

1 

 

 

貫通限界エネ
ルギー 

 
貫通限界エネ

ルギー 
 

貫通限界エネ
ルギー 

 
 

 

貫通しない

こと。 

 

3. 熱的試験 

 3.1 熱 膨 張 

(1) 内容器内面と燃料バ

スケット外面 

3.2 圧力による応力 

(1) 内容器胴部 

(2) 内容器底板 

(3) 内容器蓋 

 

(4) 内容器蓋締付ボルト 

 

 

 

(5) 内容器蓋Ｏリング部

の変位 

 

  

 

熱 膨 張 

 

 

内  圧 

内  圧 

内  圧 

 

初期締付力 

 

内  圧 

 

内  圧 

 

 

1 

 

 

1 

1 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

 

圧  縮 

 

 

組合せ応力 

組合せ応力 

組合せ応力 

 

引張応力 

 

引張応力 

 

変  位 

 

 

熱応力による拘束の有無 

 

 

薄肉円筒の式 

固定円板の式 

単純支持円板の式 

 

Ai
F

t =σ  

Ain
F

t ⋅
=σ  

Ｏリング部変位の式 

 

 

無 

 

 

 

［注 1］ 

 

 

 

［注 2］ 

 

 

［注 3］ 

 
 

 
 
 

 
 
［注 1］ 

Su を基準とし各
応力成分ごとに、
基準値を設ける。 

 
［注 2］ 
Syを基準値とし、

各応力成分ごとに
基準値を設ける。 

 

［注 3］ 

初 期 締 め 代 約

 

 

 

 

記号の説明 
σ ：主 応 力 τｔ ：ねじり応力 
σｔ ：引張応力 Ｆ ：荷  重 
σｃ ：圧縮応力 Ｐ ：圧  力 
τ ：せん断応力 Ａ ：断 面 積 



 

(
ﾛ
)
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Ａ
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2
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(ﾛ)－第 A.4表 輸送容器の構造設計の条件及び解析方法（13／24） 

 

 

要 

件 

条 

件 

解 析 項 目 

設   計   条   件 解  析  方  法 

備  考 
参 照 図 材 質 温 度 

設  計  負  荷 
適用数式または要素 設計基準 

種  類 負荷係数 要  素  

Ｂ 
 
 

Ｕ 
 

 

型 
 

 

輸 
 

 

送 
 

 

物 

 

特 
 
 

別 
 

 

の 
 

 

試 
 

 

験 
 

 

条 
 

 

件 

4. 浸  漬 

 4.1 15ｍ浸漬 

(1) 内容器胴部 

(2) 内容器底板 

(3) 内容器蓋 

(4) 内容器胴部の座屈 

 

 

 

(5) 内容器蓋Ｏリング部

の変位 

 

(ﾛ)-第 A.88図 

 

(ﾛ)-第 A.91図 

(ﾛ)-第 A.92図 

(ﾛ)-第 A.93図 

(ﾛ)-第 A.89図 

 

 

 

(ﾛ)-第 A.94図 

 

 

外  圧 

外  圧 

外  圧 

外  圧 

 

 

 

外  圧 

 

 

 

1 

1 

1 

1 

 

 

 

1 

 

 

組合せ応力 

組合せ応力 

組合せ応力 

座屈圧力 

 

 

 

変  位 

 

 

薄肉円筒の式 

固定円板の式 

単純支持円板の式 

o
e D2

tB4P ⋅
=  

 Ｂ ；形状係数 

 Ｄｏ；内容器胴部外径 

Ｏリング部変位の式 

 

 

 

［注 1］ 

［注 2］ 

［注 1］ 

 

 

 

［注 3］ 

 

［注 1］ 
Su を基準とし各
応力成分ごとに、

基準値を設ける。 
 
［注 2］ 

Syを基準値とし、
各応力成分ごとに
基準値を設ける。 

 

［注 3］ 

初 期 締 め 代 約

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記号の説明 
σ ：主 応 力 τｔ ：ねじり応力 
σｔ ：引張応力 Ｆ ：荷  重 
σｃ ：圧縮応力 Ｐ ：圧  力 
τ ：せん断応力 Ａ ：断 面 積 
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Ａ
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(ﾛ)－第 A.4表 輸送容器の構造設計の条件及び解析方法（14／24） 

 

 

要 

件 

条 

件 

解 析 項 目 

設   計   条   件 解  析  方  法 

備  考 
参 照 図 材 質 温 度 

設  計  負  荷 
適用数式または要素 設計基準 

種  類 負荷係数 要  素  

核 
 

分 
 

裂 
 

性 
 

輸 
 

送 
 

物 
 

の 
 

要 
 

件 

 

一 
 

般 
 

の 
 

輸 
 

送 
 

条 
 

件 

1. 水 噴 霧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   水 噴 霧 1 吸 水 

水切り 

吸水性 

水切り性 

無 

良 

 

 

 

 

 

 

 

記号の説明 
σ ：主 応 力 τｔ ：ねじり応力 
σｔ ：引張応力 Ｆ ：荷  重 
σｃ ：圧縮応力 Ｐ ：圧  力 
τ ：せん断応力 Ａ ：断 面 積 
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(ﾛ)－第 A.4表 輸送容器の構造設計の条件及び解析方法（16／24） 

 

 

要 

件 

条 

件 

解 析 項 目 

設   計   条   件 解  析  方  法 

備  考 
参 照 図 材 質 温 度 

設  計  負  荷 
適用数式または要素 設計基準 

種  類 負荷係数 要  素  

核 
 

分 
 

裂 
 

性 
 

輸 
 

送 
 

物 
 

の 
 

要 
 

件 

 

一 
 

般 
 

の 
 

試 
 

験 
 

条 
 

件 

(b) 垂直落下 

(ｲ) 下部垂直落下 

(1) 緩衝材の変形量 

 

 

 

(2) 内容器胴部 

 

(3) 内容器底板 

 

(4) 内容器蓋 

 

(5) 内容器蓋締付ﾎﾞﾙﾄ 

 

(6) 燃料要素  

 

 

 

 

 

(7) 燃料要素押え具 

 

 

－ 

 

 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

1.2ｍ下部垂直落下 

 

 

 

1.2ｍ下部垂直落下 

 

1.2ｍ下部垂直落下 

 

1.2ｍ下部垂直落下 

 

1.2ｍ下部垂直落下 

 

1.2ｍ下部垂直落下 

 

 

 

 

 

1.2ｍ下部垂直落下 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

 

変 形 量 

 

 

 

圧縮応力 

 

組合せ応力 

 

組合せ応力 

 

－ 

 

せん断応力 

 

引張応力 

 

圧縮応力 

 

圧縮応力 

 

 

δ＝δＯ－δＶ 

δＯ：変形前の最小厚さ 

δＶ：変形量 

δ ：残 量  

A
F

c =σ  

 

固定円板の式 

 

単純支持円板の式 

 

－ 

 

b)hh(2
F

12 −
=τ  

A
Wo

t =σ  

A
W

c =σ  

 

A
P

c =σ  

 

 

 

［注 1］ 

 

 

 

［注 2］ 

 

 

 

［注 3］ 

 

 

 

 

［注 3］ 

 

 

 

［注 3］ 

 

 
 
［注 1］ 

設計基準値は特に
設けないが、熱解
析の結果が許容値

内であること。 
 
［注 2］ 

Smを基準値とし、
各応力成分ごとに
基準値を設ける。 

 
［注 3］ 
Syを基準値とし、

各応力成分ごとに
基準値を設ける。 
 

 

 

 

 

 

記号の説明 
σ ：主 応 力 τｔ ：ねじり応力 
σｔ ：引張応力 Ｆ ：荷  重 
σｃ ：圧縮応力 Ｐ ：圧  力 
τ ：せん断応力 Ａ ：断 面 積 
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(ﾛ)－第 A.4表 輸送容器の構造設計の条件及び解析方法（17／24） 

 

 

要 

件 

条 

件 

解 析 項 目 

設   計   条   件 解  析  方  法 

備  考 
参 照 図 材 質 温 度 

設  計  負  荷 
適用数式または要素 設計基準 

種  類 負荷係数 要  素  

核 
 

分 
 

裂 
 

性 
 

輸 
 

送 
 

物 
 

の 
 

要 
 

件 

 

一 
 

般 
 

の 
 

試 
 

験 
 

条 
 

件 

(ﾛ) 上部垂直落下 

 

(1) 緩衝体の変形量 

 

 

 

(2) 内容器胴部 

 

(3) 内容器底板 

(4) 内容器蓋 

(5) 内容器蓋締付ボルト 

 

(6) 燃料要素・  

 

 

 

 

 

(7) 燃料要素押え具 

 

 

－ 

 

 

 

－ 

 

－ 

－ 

 

 

－

 

 

 

 

 

－ 

 

 

1.2ｍ上部垂直落下 

 

 

 

1.2ｍ上部垂直落下 

 

1.2ｍ上部垂直落下 

1.2ｍ上部垂直落下 

1.2ｍ上部垂直落下 

 

1.2ｍ上部垂直落下 

 

 

 

 

 

1.2ｍ上部垂直落下 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

1 

1 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

 

変 形 量 

 

 

 

圧縮応力 

 

組合せ応力 

組合せ応力 

引張応力 

 

せん断応力 

 

引張応力 

 

圧縮応力 

 

圧縮応力 

 

 

δ＝δＯ－δＶ 

δＯ：変形前の最小厚さ 

δ ：残 量 

δＶ：変形量  

A
F

c =σ  

 

固定円板の式 

単純支持円板の式 

Arn
R

t ⋅
=σ  

b)hh(2
F

12 −
=τ  

A
Wo

t =σ  

A
W

c =σ  

A
W

c =σ  

 

 

 

［注 1］ 

 

 

 

［注 2］ 

 

 

［注 3］ 

 

 

 

［注 3］ 

 

 

 

［注 3］ 

 

 
［注 1］ 
設計基準値は特に

設けないが、熱解
析の結果が許容値
内であること。 

 
［注 2］ 
Smを基準値とし、

各応力成分ごとに
基準値を設ける。 
 

［注 3］ 
Syを基準値とし、
各応力成分ごとに

基準値を設ける。 
 

(c) コーナー落下 

(1) 内容器蓋締付ボルト 

－ 

－ 

1.2ｍコーナー落下 

1.2ｍ上部コーナー

落下 

 

１ 

 

曲げ応力 

 

σmax＝σＶ＋σＨ 

∑ ⋅
⋅⋅⋅

=σ
r

2
VMAXVV

V A2
LWN



 

∑ ⋅
⋅⋅⋅

=σ
r

2
HMAXHH

H A2
LWN



 

 

 

［注 3］ 

 

 

 

記号の説明 
σ ：主 応 力 τｔ ：ねじり応力 
σｔ ：引張応力 Ｆ ：荷  重 
σｃ ：圧縮応力 Ｐ ：圧  力 
τ ：せん断応力 Ａ ：断 面 積 

水平成分及び垂直成分に分解して 3.(a)及び
3.(b)項の結果より評価 
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(ﾛ)－第 A.4表 輸送容器の構造設計の条件及び解析方法（18／24） 

 

 

要 

件 

条 

件 

解 析 項 目 

設   計   条   件 解  析  方  法 

備  考 
参 照 図 材 質 温 度 

設  計  負  荷 
適用数式または要素 設計基準 

種  類 負荷係数 要  素  

核 
 

分 
 

裂 
 

性 
 

輸 
 

送 
 

物 
 

の 
 

要 
 

件 

 

一 
 
 

般 
 

 

の 
 

 

試 
 

 

験 
 

 

条 
 

 

件 

3. 積み重ね試験 

 

(1) 内容器胴部 

 

(2) 内容器蓋 

 

 

－ 

 

－ 

 

 

輸送物重量 

 

輸送物重量 

 

 

5＋自重 

 

5＋自重 

 

 

曲げ応力 

 

組合せ応力 

 

 

A
gmF

Z
⋅+

=σ  

単純支持円板の式 

 

 

［注 1］ 

 

［注 2］ 

 

 

［注 1］ 
Suを基準値とし、
各応力成分ごとに

基準値を設ける。 
 
［注 2］ 

Syを基準値とし、
各応力成分ごとに
基準値を設ける。 

 

4. 貫  通 

(1) 外容器 

 

－ 

 

軟鋼棒の落下衝撃 

 

1 

 

吸収エネルギ

ー 

 

2
Cr2 td

2
1E ⋅⋅π⋅t=  

（τＣr：せん断強さ）＝0.6Su 

 

貫通しない

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記号の説明 
σ ：主 応 力 τｔ ：ねじり応力 
σｔ ：引張応力 Ｆ ：荷  重 
σｃ ：圧縮応力 Ｐ ：圧  力 
τ ：せん断応力 Ａ ：断 面 積 
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Ａ
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(ﾛ)－第 A.4表 輸送容器の構造設計の条件及び解析方法（19／24） 

 

 

要 

件 

条 

件 

解 析 項 目 

設   計   条   件 解  析  方  法 

備  考 
参 照 図 材 質 温 度 

設  計  負  荷 
適用数式または要素 設計基準 

種  類 負荷係数 要  素  

核 
 

分 
 

裂 
 

性 
 

輸 
 

送 
 

物 
 

の 
 

要 
 

件 

 

特 
 

別 
 

の 
 

試 
 

験 
 

条 
 

件 

1. 落下試験Ⅰ 

(a) 垂直落下 

(ｲ) 下部垂直落下 

(1) 緩衝材の変形量 

 

 

 

(2) 内容器胴部 

 

(3) 内容器底板 

 

(4) 内容器蓋 

 

(5) 内容器蓋締付ﾎﾞﾙﾄ 

 

(6) 燃料要素  

 

 

 

 

(7) 燃料要素押え具 

 

 

 

－ 

 

 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

9ｍ下部垂直落下 

 

 

 

9ｍ下部垂直落下 

 

9ｍ下部垂直落下 

 

9ｍ下部垂直落下 

 

9ｍ下部垂直落下 

 

9ｍ下部垂直落下 

 

 

 

 

 

9ｍ下部垂直落下 

 

 

 

1 

 

 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

 

 

変 形 量 

 

 

 

圧縮応力 

 

組合せ応力 

 

組合せ応力 

 

－ 

 

せん断応力 

 

引張応力 

 

圧縮応力 

 

圧縮応力 

 

 

 

δ＝δＯ－δＶ 

δＯ：変形前の最小厚さ 

δ ：残 量 

δＶ：変形量  

A
W

c =σ  

 

固定円板の式 

 

単純支持円板の式 

 

－ 

 

b)hh(2
F

12 −
=τ  

A
Wo

t =σ  

A
W

c =σ  

 

A
W

c =σ  

 

 

 

 

［注 1］ 

 

 

 

［注 3］ 

 

 

 

［注 2］ 

 

 

 

［注 2］ 

 

 

 

［注 2］ 

 

 
 
 

［注 1］ 
設計基準値は特に
設けないが、熱解

析の結果が基準値
内であること。 
 

 
［注 3］ 
Suを基準とし、各

応力成分ごとに基
準値を設ける。 
 

 
［注 2］ 
Syを基準値とし、

各応力成分ごとに
基準値を設ける。 
 

（注）落下試験Ⅰの解析項目の内圧及び初期締付力による応力は、「1.2 応力計算」に記載されている設計条件及び適用数式により計算する。 

 

 

 

記号の説明 
σ ：主 応 力 τｔ ：ねじり応力 
σｔ ：引張応力 Ｆ ：荷  重 
σｃ ：圧縮応力 Ｐ ：圧  力 
τ ：せん断応力 Ａ ：断 面 積 
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(ﾛ)－第 A.4表 輸送容器の構造設計の条件及び解析方法（20／24） 

 

 

要 

件 

条 

件 

解 析 項 目 

設   計   条   件 解  析  方  法 

備  考 
参 照 図 材 質 温 度 

設  計  負  荷 
適用数式または要素 設計基準 

種  類 負荷係数 要  素  

核 
 

分 
 

裂 
 

性 
 

輸 
 

送 
 

物 
 

の 
 

要 
 

件 

 

特 
 

別 
 

の 
 

試 
 

験 
 

条 
 

件 

(ﾛ) 上部垂直落下 

(1) 緩衝材の変形量 

 

 

 

(2) 内容器胴部 

 

(3) 内容器底板 

 

(4) 内容器蓋 

 

(5) 内容器蓋締付ボルト 

 

(6) 燃料要素・  

 

 

 

 

 

(7) 燃料要素押え具 

 

－ 

 

 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

 

 

 

 

－ 

 

9ｍ上部垂直落下 

 

 

 

9ｍ上部垂直落下 

 

9ｍ上部垂直落下 

 

9ｍ上部垂直落下 

 

9ｍ上部垂直落下 

 

9ｍ上部垂直落下 

 

 

 

 

 

9ｍ上部垂直落下 

 

1 

 

 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

変 形 量 

 

 

 

圧縮応力 

 

組合せ応力 

 

組合せ応力 

 

引張応力 

 

せん断応力 

 

引張応力 

 

圧縮応力 

 

圧縮応力 

 

δ＝δＯ－δＶ 

δＯ：変形前の厚さ 

δ ：残 量 

δＶ：変形量  

A
F

c =σ  

 

固定円板の式 

 

単純支持円板の式 

 

Ain
F

t ⋅
=σ  

 

b)hh(2
F

12 −
=τ  

A
Wo

t =σ  

A
W

c =σ  

 

A
W

c =σ  

 

 

［注 1］ 

 

 

 

［注 2］ 

 

 

 

［注 3］ 

 

 

 

 

 

 

［注 3］ 

 

 

 

 

［注 3］ 

 

 
［注 1］ 
設計基準値は特に

設けないが、熱解
析の結果が、許容
値内であること。 

 
［注 2］ 
Suを基準とし、各

応力成分ごとに、
基準値を設ける。 
 

［注 3］ 
Syを基準値とし、
各応力成分ごとに

基準値を設ける。 
 

 

記号の説明 
σ ：主 応 力 τｔ ：ねじり応力 
σｔ ：引張応力 Ｆ ：荷  重 
σｃ ：圧縮応力 Ｐ ：圧  力 
τ ：せん断応力 Ａ ：断 面 積 
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(ﾛ)－第 A.4表 輸送容器の構造設計の条件及び解析方法（22／24） 

 

 

要 

件 

条 

件 

解 析 項 目 

設   計   条   件 解  析  方  法 

備  考 
参 照 図 材 質 温 度 

設  計  負  荷 
適用数式または要素 設計基準 

種  類 負荷係数 要  素  

核 
 

分 
 

裂 
 

性 
 

輸 
 

送 
 

物 
 

の 
 

要 
 

件 

 

特 
 

別 
 

の 
 

試 
 

験 
 

条 
 

件 

(c) コーナー落下 

 

(1) 内容器蓋締付ボルト 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 
 

9ｍコーナー落下 

 

9ｍ上部コーナー落

下 

 

 

 

 

1 

 

1 

 

 

 

 

 

 

曲げ応力 

 

 

σmax＝σＶ＋σＨ 

∑ ⋅

⋅⋅⋅
=σ

Ai2
LWN

2
VMAXVV

V



 

∑ ⋅

⋅⋅⋅
=σ

Ai2
LWN

2
HMAXHH

H



 

 

 

 

［注 1］ 

 

 

 

 

 

［注 1］ 

Syを基準値とし、
各応力成分ごとに
基準値を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記号の説明 
σ ：主 応 力 τｔ ：ねじり応力 
σｔ ：引張応力 Ｆ ：荷  重 
σｃ ：圧縮応力 Ｐ ：圧  力 
τ ：せん断応力 Ａ ：断 面 積 

水平成分及び垂直成分に分解して 1.(a)及び 1.(b)項の結果より評価 
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(ﾛ)－第 A.4表 輸送容器の構造設計の条件及び解析方法（23／24） 

 

 

要 

件 

条 

件 

解 析 項 目 

設   計   条   件 解  析  方  法 

備  考 
参 照 図 材 質 温 度 

設  計  負  荷 
適用数式または要素 設計基準 

種  類 負荷係数 要  素  

核 
 

分 
 

裂 
 

性 
 

輸 
 

送 
 

物 
 

の 
 

要 
 

件 

 

特 
 

別 
 

の 
 

試 
 

験 
 

条 
 

件 

2. 落下試験Ⅱ 

 貫  通 

(1) 外容器蓋部 

 

(2) 外容器底部 

 

(3) 外容器胴部 

 

 

 

－ 

 

－ 

 

－ 

 

 

1ｍ落下衝突 

 

1ｍ落下衝突 

 

1ｍ落下衝突 

 

 

1 

 

1 

 

1 

 

 

貫通限界エネ
ルギー 

 
貫通限界エネ

ルギー 
 

貫通限界エネ
ルギー 

 
 

 

貫通しない

こと 

 

3. 熱的試験 

 熱 膨 張 

(ｲ) 内容器内面と燃料バ

スケット外面 

(ﾛ) 圧力による応力 

(1) 内容器胴部 

(2) 内容器底板 

(3) 内容器蓋 

 

(4) 内容器蓋締付ﾎﾞﾙﾄ 

 

 

 

(5) 内容器蓋Ｏリング

部の変位 

 

 

 

－ 

 

 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

 

 

 

－ 

 

 

熱 膨 張 

 

 

内  圧 

内  圧 

内  圧 

 

初期締付力 

 

内  圧 

 

内  圧 

 

 

1 

 

 

1 

1 

1 

 

1 

 

1 

 

1 

 

 

圧  縮 

 

 

組合せ応力 

組合せ応力 

組合せ応力 

 

引張応力 

 

引張応力 

 

変  位 

 

 

熱応力による拘束の有無 

 

 

薄肉円筒の式 

固定円板の式 

単純支持円板の式 

 

Ai
F

t =σ  

Ain
F

t ⋅
=σ  

Ｏリング部変位の式 

 

 

無 

 

 

 

［注 1］ 

 

 

 

［注 2］ 

 

 

［注 3］ 

 
 

 
 
 

 
 
［注 1］ 

Su を基準とし各
応力成分ごとに、
基準値を設ける。 

 
［注 2］ 
Syを基準値とし、

各応力成分ごとに
基準値を設ける。 
 

［注 3］ 

初 期 締 め 代 約

 

 

 

 

記号の説明 
σ ：主 応 力 τｔ ：ねじり応力 
σｔ ：引張応力 Ｆ ：荷  重 
σｃ ：圧縮応力 Ｐ ：圧  力 
τ ：せん断応力 Ａ ：断 面 積 
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(ﾛ)－第 A.4表 輸送容器の構造設計の条件及び解析方法（24／24） 

 

 

要 

件 

条 

件 

解 析 項 目 

設   計   条   件 解  析  方  法 

備  考 
参 照 図 材 質 温 度 

設  計  負  荷 
適用数式または要素 設計基準 

種  類 負荷係数 要  素  

核 
 

分 
 

裂 
 

性 
 

輸 
 

送 
 

物 
 

の 
 

要 
 

件 

 

特 
 

別 
 

の 
 

試 
 

験 
 

条 
 

件 

4. 浸  漬 

 0.9ｍ浸漬 

(1) 内容器胴部 

(2) 内容器底板 

(3) 内容器蓋 

(4) 内容器胴部の座屈 

 

 

 

(5) 内容器蓋Ｏリング部

の変位 

 

 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

 

 

－ 

 

 

外  圧 

外  圧 

外  圧 

外  圧 

 

 

 

外  圧 

 

 

 

1 

1 

1 

1 

 

 

 

1 

 

 

組合せ応力 

組合せ応力 

組合せ応力 

座屈圧力 

 

 

 

変  位 

 

 

薄肉円筒の式 

固定円板の式 

単純支持円板の式 

o
e D2

tB4P ⋅
=  

 Ｂ ；形状係数 

 Ｄｏ；内容器胴部外径 

Ｏリング部変位の式 

 

 

 

［注 1］ 

［注 2］ 

［注 1］ 

 

 

 

［注 3］ 

 

［注 1］ 
Su を基準とし各
応力成分ごとに、

基準値を設ける。 
 
［注 2］ 

Syを基準値とし、
各応力成分ごとに
基準値を設ける。 

 

［注 3］ 

初 期 締 め 代 約

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記号の説明 
σ ：主 応 力 τｔ ：ねじり応力 
σｔ ：引張応力 Ｆ ：荷  重 
σｃ ：圧縮応力 Ｐ ：圧  力 
τ ：せん断応力 Ａ ：断 面 積 
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A.2 重量及び重心 

本輸送物の重量は、(ｲ)－第 C.3表に記載したとおりで、最大 である。 

また、輸送物の重心位置は、(ﾛ)－第 A.1図 に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.1図 重心の位置 

A.3 材料の機械的性質 

解析に用いる材料の機械的性質の一覧を (ﾛ)－第 A.5 表 に示す。 

設計基準値となる材料の機械的性質を (ﾛ)－第 A.6 表 に示す。なお、現在の適切な出

典 (23)に基づく値を（ ）内に示す。本輸送容器の主要部材等の機械的性質に、これら現

在の適切な出典に基づく値を用いた場合においても、解析結果に与える影響は軽微であ

り、安全性に問題がないことを確認した。 

ステンレス鋼、 の温度に対する機械的性質の変化を (ﾛ)－第 A.2

図、(ﾛ)－第 A.3図、(ﾛ)－第 A.4図 及び (ﾛ)－第 A.5 図 に示す。 

また、疲れ解析に用いる設計疲れ線図を (ﾛ)－第 A.6 図 及び (ﾛ)－第 A.7図 に示す。 

なお、緩衝材に使用している の応力－歪線図を (ﾛ)－第 A.8 図 に示す。これ

らの値は後述の参考文献より引用した。 
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(ﾛ)－第 A.5表 材料の機械的性質 

 

材   料 記  号 主 要 適 用 部 品 

縦弾性係数 

Ｅ 

〔Ｎ／mm2〕 

線膨張係数 

α 

〔1／℃〕 

設計引張強さ 

Ｓｕ 

〔Ｎ／mm2〕 

設計降伏点 

Ｓｙ 

〔Ｎ／mm2〕 

設計応力強さ 

Ｓｍ 

〔Ｎ／mm2〕 

ポアソン比 

ν 
応力－歪線図 

内容器本体 

外容器本体及び外容器蓋 

燃料バスケット 

(ﾛ)-第A.2図 

（4／5） 

(ﾛ)-第A.2図 

（5／5） 

(ﾛ)-第A.2図 

（１／5） 

(ﾛ)-第A.2図 

（2／5） 

(ﾛ)-第A.2図

（3／5） 
－ 

内容器蓋 

内容器蓋締付ボルト 

外容器蓋締付ボルト 

(ﾛ)-第A.3図 

（3／4） 

(ﾛ)-第A.3図 

（4／4） 

(ﾛ)-第A.3図 

（１／4） 

(ﾛ)-第A.3図 

（2／4） 

(ﾛ)-第A.4図

（1／1） 
－ 

燃料要素（Ａ） 

 
－ － － 

(ﾛ)-第A.5図 

（1／1） 
－ － 

緩衝材 － － － － － (ﾛ)-第A.8図 

 

ステンレス鋼   ； 参考文献(2) （ ）内数字は図番の枚数番号を示す。 
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(ﾛ)－第 A.6表 設計基準値となる材料の機械的性質 

No 評 価 位 置 材  料 

・ 一般の条件 

・ 一般の試験条件 

・ 特別の試験条件（熱的試験を除く） 

・ 特別の試験条件 

  （熱的試験のみ） 

Ｔ Sm Sy Su Ｅ α Ｔ Sm Sy Su Ｅ α 

1  内容器本体 

2  内容器蓋 

3  燃料バスケット 

4  外容器本体 

5  外容器蓋 

6  内容器蓋締付ボルト 

7  外容器蓋締付ボルト 

8 
燃料要素（Ａ） 

 

9 
 燃料要素押え具 

 

記号の説明  Ｔ ；  温度    〔℃〕    *1：KUR燃料要素及び の設計降伏点 

 Sm ；  設計応力強さ〔Ｎ／mm2〕  *2：KUR燃料要素及び 設計降伏点 

 Sy ；  設計降伏点〔Ｎ／mm2〕     （ ）：発電用原子炉設備規格 材料規格（2012年版） 

 Su ；  設計引張強さ〔Ｎ／mm2〕        に基づく値 

 Ｅ ；  縦弾性係数 〔×105Ｎ／mm2〕 α ；  線膨張係数 〔×10－6℃－１〕 
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(ﾛ)－第 A.2図 の温度に対する機械的性質の変化（1／5） 
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(ﾛ)－第 A.2図 の温度に対する機械的性質の変化（2／5） 
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(ﾛ)－第 A.2図 の温度に対する機械的性質の変化（3／5） 
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(ﾛ)－第 A.2図 の温度に対する機械的性質の変化（4／5） 
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(ﾛ)－第 A.2図 の温度に対する機械的性質の変化（5／5） 
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(ﾛ)－第 A.3図 の温度に対する機械的性質の変化（ボルト材）（1／4） 
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(ﾛ)－第 A.3図 の温度に対する機械的性質の変化（ボルト材）（2／4） 
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(ﾛ)－第 A.3図 の温度に対する機械的性質の変化（ボルト材）（3／4） 
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(ﾛ)－第 A.3図 の温度に対する機械的性質の変化（ボルト材）（4／4） 
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(ﾛ)－第 A.4図 の温度に対する機械的性質の変化（1／1） 
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(ﾛ)－第 A.5図 温度に対する機械的性質の変化（1／1）



 

(ﾛ)－Ａ－47 

 

(ﾛ)－第 A.6図 設計疲れ線図（  

  



 

(ﾛ)－Ａ－48 

 

(ﾛ)－第 A.7図 設計疲れ線図  
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A.4 輸送物の要件 

A.4.1 化学的及び電気的反応 

本輸送物中の接触する異種材料の一覧を (ﾛ)－第 A.7 表 に示す。 

本輸送物に使用されている材料は空気中で化学的に安定した材料であり、異種材料

の接触により化学的及び電気的に反応することはない。 

(ﾛ)－第 A.7表 接触する異種材料の一 覧 

接  触  物 接  触  材  料 

 

内容物 

       ―緩衝材 

外容器 

 

内容器 

       ―断熱材 

外容器 

 

内容器本体 

       ―Ｏリング 

内容器蓋 

 

燃料バスケット 

         ―スペーサ 

内容器蓋 

 

保護シート ― スペーサ 

 

保護シート ― 燃料バスケット 

 

保護シート ― 周辺緩衝材 

 

保護シート ― 収納物 

 

周辺緩衝材 ― 収納物 

 

 

クッションゴム ― 下部バスケット 

 

内容器 

       ―ガスケット 

外容器 

 

取付金具 ― 溶融栓 
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A.4.2 低温強度 

本輸送物は(ｲ)－Ｂ項で示すように BU 型輸送物である。したがって、本項では輸送容

器を－40℃の環境条件に置いた場合、使用に耐えることを示す。 

(ﾛ)－第 A.8表 に輸送物各部の温度と使用材質の最低使用温度を示す。 
 

(ﾛ)－第 A.8表 輸送物各部の最低温度 

No. 評 価 位 置 材   質 
最低温

度(℃) 

脆性遷移温度または

最低使用温度(℃) 
引用、文献、資料 

1 収納物 －40 脆性破壊しない。 

2 内容器本体 －40 脆性破壊しない。 

3 外容器本体 －40 脆性破壊しない。 

4 内容器蓋 －40 －40以下 

5 外容器蓋 －40 脆性破壊しない。 

6 燃料バスケット －40 脆性破壊しない。 

7 内容器蓋締付ﾎﾞﾙﾄ －40 －40以下 

8 外容器蓋締付ﾎﾞﾙﾄ －40 －40以下 

9 内容器蓋Ｏリング －40 －40以下 

10 緩衝材 －40 －40以下 

11 断熱材 －40 －40以下 

内容器及び外容器の ステンレス鋼は (ﾛ)－第 A.105図に示すように、

また、内容器蓋及びボルト類に使用している ステンレス鋼は、(ﾛ)－第 A.106

図 に示すように、－40℃において十分なる耐衝撃値を維持する。なお、燃料要素

は(ﾛ)－第 A.8表に示す参考文献から、－40℃において、脆性破壊を発生し

ない。 

Ｏリングに使用している 以下であり、－40℃において

もＯリングは密封性能を保持する。 

緩衝材に使用している (ﾛ)－第 A.104 図 に示すように、室温、－20℃、

－40℃において、材料特性に有意差はないため、－40℃において緩衝材としての機能を

保持する。 

したがって、－40℃の環境条件下でも、本輸送容器はその機能を維持する。 
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A.4.3 密封装置 

本輸送容器は、内容器本体内に燃料要素を収納した後、内容器蓋をボルト締めし、

その後内容器蓋は、外容器蓋で覆われているので、内容器蓋は、不用意に開封される

ことはない。 
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A.4.4 吊上装置 

本項で説明する吊上装置は、外容器本体の側胴部に取付けられた本体吊り上げ用の

アイプレートである。吊上装置に発生する応力に対する設計基準値としては、(ﾛ)章Ｂ．

熱解析における通常輸送時のアイプレート取付位置の容器本体外表面の解析結果の最

高温度 を考え、安全側に としたときの吊上装置の降伏応力Ｓyを用いる。 

本体吊り上げ用のアイプレートの解析モデルを (ﾛ)－第 A 9図 に示す  

(ﾛ)－第 A.9図 アイプレート解析モデル 

 

本体吊り上げ用のアイプレートに加わる荷重に対する輸送物吊り上げ総重量ｍｏは、

(ｲ)－第 C.3表に示すように最大 である。 

のアイプレートのうち 1ヶ所に加わる輸送物吊り上げ時の最大荷重Ｆ（Ｎ）は、

負荷係数を 3として次式で与えられる。 

Ｎ〕 

ここで、ｇ；重力加速度  ｇ＝9.81〔ｍ／ｓ2〕 
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よって、(ﾛ)－第 A.9図に示すアイプレートに上方向垂直荷重Ｆ Ｎ〕が

作用するときの各断面に生ずる応力について解析する。 

(1) Ａ－Ａ断面 

(ﾛ)－第 A.9図に示すアイプレートの斜線部分（Ａ－Ａ断面）に発生するせん断応

力τ〔Ｎ／mm2〕は次式で与えられる。 

τ＝
ht

F
A
F

・
＝  

ここで、 τ ； せん断応力         〔Ｎ／mm2〕 

  Ｆ ； 最大荷重 

  ｔ ； 板厚   

  ｈ ； 高さ   

したがって、 

τ        〔Ｎ／mm2〕 

となり、アイプレート材 のせん断応力に対する設計基準値（0.6Sy＝

より小さい。 

また、余裕率 MSは、次の値となる。 

MS

(2) Ｂ－Ｂ断面 

(ﾛ)－第 A.9図に示すアイプレートの固定部分（Ｂ－Ｂ断面）に発生する曲げ応

力σｂ（Ｎ／mm2）は次式で与えられる。 

σｂ＝ /6tb
F

Z
M

2
・

＝  

ここで、Ｍ ； 曲げモーメント 〔Ｎ／mm〕 

Ｚ ； 断面係数 〔mm3〕 

  ； モーメントアーム

ｂ ； アイプレート幅 

ｔ ； 板 厚     
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(3) Ｂ－Ｂ断面溶接部 

(ﾛ)－第 A.10図 アイプレート溶接部解析モデル 

 

(ﾛ)－第 A.10図に示すアイプレート固定部分溶接部に発生する曲げ応力σｂ（Ｎ

／mm2）は次式で与えられる。 

σｂ＝ Z
F

Z
M ・

=  

ここで、Ｚ ； 溶接部の断面係数 〔mm3〕 

Ｚ＝
6
1
・2ａ・ｂ2 

ａ ； 溶接のど厚 

ｂ ； 板 幅   

したがって、σｂは、次の値となる。 

σ 〔Ｎ／mm2〕 

これは溶接部の設計基準値（0.45Sy より小さい。 

また、余裕率 MSは、以下の値となる。 

MS
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輸送中に加わる加速度は、(ﾛ)－第 A.11図に示すように、前後方向 2Ｇ、左右方向 1

Ｇ、上方向 1Ｇ、下方向 3Ｇである。 

上記の合成力を考慮し、(ﾛ)－第 A.11 図におけるⒶ点及びⒷ点を支点とする転倒モ

ーメントにより、ターンバックルに加わる引張力は下記で与えられる。 

ＴＡ＝ { } gm
cosEcosR2cossecsin2H

RH2 G ××
α+α+θαθ

+
ｏ

Ｔ ）（１＋・

・
 〔Ｎ〕 

ＴＢ＝
θ++θ

+α
cosER2sinH

RcosH3
T

G

）（

・
×ｍｏ×ｇ 〔Ｎ〕 

ここで、 

ＴＡ； Ⓐ点を支点とした時のターンバックル引張力 

ＴＢ； Ⓑ点を支点とした時のターンバックル引張力 

ＨＧ； 重心高さ ＨＧ

ＨＴ； アイプレート中心までの高さ ＨＴ

Ｒ ； 輸送容器外半径 Ｒ 

Ｅ ； アイプレートの取付長さ Ｅ 

θ ； ターンバックル角度 θ 

α ； アイプレート方向角度 α 

ｍｏ； 輸送物質量 ｍｏ

ｇ ； 重力加速度 ｇ 

より、次の値となる。 

ＴＡ

ＴＢ

したがって、Ⓑ点を支点とする場合が、引張力は大きいため 

Ｔ＝  〔Ｎ〕 

にて、強度解析を行う。 



(ﾛ)－Ａ－60 

輸送中に、輸送容器のアイプレートが、固縛装置ターンバックルにより最大引張力

Ｔを受けた時の水平方向分力Ｆ及び鉛直方向分力Ｖは、次式で与えられる。 

Ｔ 〔Ｎ〕 

Ｆ 〔Ｎ〕 

Ｖ 〔Ｎ〕 

また、この時の解析モデルを (ﾛ)－第 A.12図 に示す。 

 

(ﾛ)－第 A.12図 アイプレート解析モデル 



(ﾛ)－Ａ－61 

よって、(ﾛ)－第 A.12 図に示すアイプレートにターンバックル方向荷重

が作用するときの各断面に生ずる応力について解析する。 

(1) Ａ－Ａ断面 

(ﾛ)－第 A.12 図に示すアイプレートの斜線部分（Ａ－Ａ断面）に発生するせん

断応力τ〔Ｎ／mm2〕は次式で与えられる。 

τ＝
A
T
＝

ht
T
・

 

ここで、 τ ； せん断応力 〔Ｎ／mm2〕 

Ｔ ； 最大荷重  

ｔ ； 板 厚   

ｈ ； 高 さ   

したがって、 

τ 〔Ｎ／mm2〕 

となり、アイプレート材 のせん断応力に対する設計基準値（0.6Sy

＝ より小さい。 

また、余裕率 MSは、次の値となる。 

MS

(2) Ｂ－Ｂ断面 

(ﾛ)－第 A.12 図に示すアイプレートの固定部分（Ｂ－Ｂ断面）に発生する曲げ

応力σｂ〔Ｎ／mm2〕は次式で与えられる。 

σｂ＝ Z
M

＝
/6bt

V
2
・
 

ここで、 Ｍ ； 曲げモーメント 〔Ｎ・mm〕 

Ｚ ； 断面係数 〔mm3〕 

Ｖ ； 鉛直方向分力   









  

 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
6
5 

(ﾛ)－A.9表 通常の輸送条件下における解析結果の要約 
 

条件 解 析 項 目 荷 重 の 種 類 設計基準 設計基準値(Ｎ／mm2) 解析結果（Ｎ／mm2） 余 裕 率 Ｍ Ｓ 

通 

常 

の 

輸 

送 

条 

件 

吊 上 装 置 

1.吊上使用時アイプレート 

Ａ－Ａ断面 (1)せん断応力 

輸送物重量×3 

0.6Sy 

(1)曲げ応力 

Ｂ－Ｂ断面 (2)せん断応力 

(3)合成応力 

 Sy 

0.6Sy 

Sy 

(1)曲げ応力 

Ｂ－Ｂ断面 (2)せん断応力 

（溶接部） (3)合成応力 

 0.45Sy 

0.27Sy 

0.45Sy 

固縛装置 

 

2.固縛時アイプレート 

 

Ａ－Ａ断面 (1)せん断応力 

加 速 度 

左右：1Ｇ 

前後：2Ｇ 

上方：1Ｇ 

下方：3Ｇ 0.6Sy 

(1)曲げ応力 

Ｂ－Ｂ断面 (2)せん断応力 

(3)合成応力 

 Sy 

0.6Sy 

Sy 

(1)曲げ応力 

Ｂ－Ｂ断面 (2)せん断応力 

（溶接部） (3)合成応力 

 

 0.45Sy 

0.27Sy 

0.45Sy 





(ﾛ)－第 A.10表 圧 力 変 動 時 に お け る 応 力 評 価 結 果（1／1） 
 

№ 

応力及び応力強さ

(kg/mm２) 

 

評価位置 

初期締付 

応  力 

内 圧 

による

応 力 

熱膨張

による

応 力 

一次応力強さの評価 
(一次＋二次)応力強さ 

の評価 
疲  労  評  価 

Pm(PL) Sm MS PL+Pb 1.5Sm MS PL+Pb 

+Q 

3Sm MS PL+Pb 

+Q+F 

Sa Ｎ Na DF MS 

1 

内 容 器 

 

胴  部 

σｒ 

σθ 

σｚ 

2 

内 容 器 

 

底  板 

内 

面 

σｒ 

σθ 

σｚ 

外 

面 

σｒ 

σθ 

σｚ 

3 内容器蓋 

内 

面 

σｒ 

σθ 

σｚ 

外 

面 

σｒ 

σθ 

σｚ 

4 
内容器蓋 

締付ボルト 
σｔ 

5 
内容器蓋 

内側Ｏリング部変位 

Pm；一次一般模応力 PL；一次局部模応力 Pb；一次曲げ応力 Q ；二次応力     F ；ピーク応力 Sa；繰返しピーク応力強さ N；使用回数 σｔ；ボルト軸方向応力 

Na；許容繰返し回数 DF；疲れ累積係数   Sm；設計応力強さ Sy；設計降伏点   MS；余裕率     * ；応力集中係数=4  σｒ；径方向応力 σθ；周方向応力 σｚ；軸方向応力 

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
6
7 



(ﾛ)－Ａ－68 

A.4.7 振  動 

本輸送物は、(ｲ)－第 C.2図に示すように、固縛装置上 で、ターンバッ

クルで固縛されて輸送される。ターンバックルは、積載車両等の振動によりガタまた

は緩みが生じないように十分強固に締付けられる。したがって、これらによる振動は

生じないものとし、以下では本輸送物の固有振動数を計算し、車両輸送時及び船舶輸

送時に受ける振動数と比較し、輸送物が共振しないことを示す。 

(1) 輸送容器の振動 

輸送容器の振動解析モデルを (ﾛ)－第 A.14図 に示す。 

 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.14図 輸送容器振動解析モデル 





(ﾛ)－Ａ－70 

ゆえに、 

k1； 補強材のばね定数 

k2； のばね定数 

k3； 外容器胴板のばね定数 

k4；  ターンバックルのばね定数 

より、 

 〔kg／mm〕 

したがって 固有振動数は下記の値となる。 

f0 〔Hz〕 

この固有振動数 は、車両輸送時及び船舶輸送時に受ける振動数域 0～

50[Hz]の範囲外である。よって、共振することはない。また、運搬中に予想され

る振動数の 0～50[Hz]程度であり、固有振動数に比べ開きがあることから、入力さ

れる励振力が増幅されることはない。したがって、運搬中に予想される本体発生

加速度は、一般の試験条件の自由落下等に十分包含されることから輸送物に亀裂、

破損が生じることはない。 

(2) 燃料バスケット 

燃料バスケットは、内容器内にスペーサを介して支持されており、外部からの

振動を直接受けることは無い。 

また、燃料要素等も上下を のスペーサで保持されており、

振動を受けることはない。 

(3) 評  価 

本輸送容器の固有振動数は、積載車両等によって生ずる振動数に比べ大きいた

め共振することはない。したがって、内容器蓋締付ボルト及びその他の締付部が

輸送中に緩むことは無く、密封性が損なわれることはない。 

また、燃料バスケット及び燃料要素は、内容器内面にゴムを介して保持されて

おり、輸送中の振動により健全性が損なわれることはない。 









(ﾛ)－Ａ－74 

A.5.1.3 応力計算 

本項では、輸送物各部の応力計算を行う。 

輸送物各部に応力を発生させる負荷としては、温度勾配、外部からの荷重及び圧

力が考えられる。 

輸送容器の内容器胴部は、板厚に対する内半径の比が 以上あり、薄肉円筒と考

えられる。従って、胴部板厚内には温度差が生じにくい。また、内容器蓋及び内容

器底板は他の部分に比べて肉厚であるが、これらの部分は外容器蓋並びに断熱材及

び緩衝材で覆われているため温度差が生じにくい。 

燃料バスケットも同様に、板厚が 温度差が生じにくい。 

よって、輸送容器各部においては、板厚方向の温度差による熱応力は小さいため、

本項では計算を省略する。 

次に、輸送物に作用する圧力としては、内容器内圧力を考慮し、この内圧力によ

り生ずる各部の応力を解析する。 

また、密封境界の重要な部位である内容器蓋締付ボルトについては、初期締付力

及び熱膨張を考慮し、解析する。 





(ﾛ)－Ａ－76 

Ⓐ  内容器胴 

内容器胴中央部には、内容器内圧力が内圧力として作用する。 

内圧力を受ける内容器胴中央部に生ずる応力解析モデル図を (ﾛ)－第 A.17

図 に示す。内容器胴中央部に生ずる応力σは薄肉円筒として、次式 (7)で与え

られる。 

(ﾛ)－第 A.17図 内容器胴中央部応力解析モデル 

σθ

σｚ

σｒ

ここで、 

σθ； 周方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ； 軸方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σｒ； 径方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

Ｐ ； 内容器内設計圧力 Ｐ 

Ｄｍ； 内容器胴部平均径 Ｄｍ

ｔ ； 内容器胴部板厚  ｔ 

Ｄ ； 内容器胴部内径  Ｄ 

したがって、次の値となる。 

σθ 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ 〔Ｎ／mm2〕 

σｒ 〔Ｎ／mm2〕 



(ﾛ)－Ａ－77 

Ⓑ  内容器底板 

内圧力を受ける内容器底板の応力解析モデル図を (ﾛ)－第 A.18図 に示す。 

(ﾛ)－第 A.18 図に示す周辺固定円板とした場合の固定部分に生ずる応力σ

は次式で与えられる。 

σθ

σｒ

σｚ (ﾛ)－第 A.18図 内容器底板応力解析モデル 

ここで、 

σθ ； 周方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σｒ ； 径方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ ； 軸方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

Ｐ  ； 内容器内設計圧力 

ａ  ； 内容器底板半径 

ｈ  ； 内容器底板板厚 

したがって、次の値となる。 

σθ 〔Ｎ／mm2〕 

σｒ 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ 〔Ｎ／mm2〕 

応力の復号は上が内面、下が外面を表す。 



(ﾛ)－Ａ－78 

Ⓒ  内容器蓋 

内圧力を受ける内容器蓋に生ずる応力解析モデル図を (ﾛ)－第 A.19図 に示

す。 

(ﾛ)－第 A.19 図に示す周辺単純支持円板に生ずる応力σ（Ｎ／mm2）は中央

部で最大となり次式で与えられる。 

σθ

σｚ

ここで、 

σθ；周方向応力〔Ｎ／mm2〕 

 

σｒ；径方向応力〔Ｎ／mm2〕  (ﾛ)-第 A.19図 内容器蓋中央部 

σｚ；軸方向応力〔Ｎ／mm2〕            応力解析モデル 

Ｐ ；内容器内設計圧力    

ａ ；内容器蓋支持点半径   

ｈ ；内容器蓋板厚      

したがって、次の値となる。 

σθ 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ 〔Ｎ／mm2〕 

応力の複号は上が内面、下が外面を表す。 





(ﾛ)－Ａ－80 

Ⓔ 内容器蓋締付ボルト 

内容器蓋締付ボルト（以下、この項で「ボルト」という。）については、初期

締付応力、内圧力による応力及び熱膨張による応力を解析する。 

(a) 初期締付応力 

内容器蓋締付ボルトに生じる初

期締付力による応力の解析モデル

図を (ﾛ)－第 A.21図 に示す。 

(ﾛ)－第 A.21図に示すボルトに

生ずる引張応力σｔは次式で与え

られる。 

σｔ＝
iA

F
 

ここで、 

Ｆ ； ボルトの初期締付力 

F 〔Ｎ〕 

Ｔ； 初期締付トルク

ｋ； トルク係数  

ｄ； ボルトの呼び径

Ａｉ； ボルト の谷径断面積 

Ａ

したがって、次の値となる。 

tσ 〔Ｎ／mm2〕 

 

(ﾛ)－第 A.21図 内容器蓋締付ボルト 

応力解析モデル（初期締付応力） 









(ﾛ)－第 A.13表 一般の試験条件（熱的試験）下における応力評価結果（1／1） 
 

№ 

応力及び応力強さ

(kg/mm２) 

 

評価位置 

初期締付 

応  力 

内 圧 

による

応 力 

熱膨張

による

応 力 

一次応力強さの評価 
(一次＋ニ次)応力強さ 

の評価 
疲  労  評  価 

Pm(PL) Sm MS PL+Pb 1.5Sm MS PL+Pb 

+Q 

3Sm MS PL+Pb 

+Q+F 

Sa Ｎ Na DF MS 

1 

内 容 器 

 

胴  部 

σｒ 

σθ 

σｚ 

2 

内 容 器 

 

底  板 

内 

面 

σｒ 

σθ 

σｚ 

外 

面 

σｒ 

σθ 

σｚ 

3 内容器蓋 

内 

面 

σｒ 

σθ 

σｚ 

外 

面 

σｒ 

σθ 

σｚ 

4 

内容器蓋 

 

締付ﾎﾞﾙﾄ 
σｔ 

5 
内容器蓋 

Ｏリング部変位 

Pm；一次一般模応力 PL；一次局部模応力 Pb；一次曲げ応力 Q ；二次応力     F ；ピーク応力 Sa；繰返しピーク応力強さ N；使用回数 σｔ；ボルト軸方向応力 

Na；許容繰返し回数 DF；疲れ累積係数   Sm；設計応力強さ Sy；設計降伏点 MS；余裕率     * ；応力集中係数=4 σｒ；径方向応力 σθ；周方向応力 σｚ；軸方向応力 

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
8
4 



(ﾛ)－Ａ－85 

A.5.2 水 噴 霧 

本輸送容器の外表面構成材料は、ステンレス鋼であり、吸水性は無い。したがって、

水吹き付け試験による腐蝕等で材料が劣化する恐れはない。 

また

、水密構造になっているので輸送容器内に水が入ることはない。 

 



(ﾛ)－Ａ－86 

A.5.3 自由落下 

本輸送物の質量は、最大 であり 以下であるから規則に定められる一

般の試験条件下での自由落下高さは 1.2ｍである。 

落下姿勢は、下記の 4ケースについて解析する。 

① 水平落下 

② 垂直落下 （上部及び下部） 

③ コーナー落下（上部及び下部） 

④ 傾斜落下 （上部及び下部） 

本解析の目的は、次のとおりである。 

① 自由落下による外容器の変形が密封境界である内容器に達することがなく、内

容器の密封性能が維持されること。 

② 自由落下時の衝撃によって内容器が破損することがなく、内容器の密封性能が

維持されること。 

③ 収納物の破損がないこと。 

(1) 解析方法 

本輸送物について、1.2ｍ自由落下試験を行った場合、輸送容器の変形量及び容

器本体、燃料バスケット、収納物等に発生する応力の解析条件を以下に示す。 

(a) 変 形 量 

① 衝突面は剛体であるとし、輸送物の落下エネルギーは、緩衝材のみによっ

て全量吸収されるものとする。したがって、外容器の変形量は、緩衝材の変

形量となる。これは、鋼板及び断熱材による吸収を無視するため変形量を大

きくし安全側の評価となる。 

② 緩衝材により生ずる加速度及び変形量は、A.10.1 に示す緩衝材の緩衝性能

解析プログラム「ＣＡＳＨ－Ⅱ」を用いて計算する。 

 



(ﾛ)－Ａ－87 

(b) 応  力 

① 輸送物の落下エネルギーは、緩衝材と外容器本体及び外容器蓋を構成する

鋼板の変形により吸収される。 

② 応力解析に用いる加速度（以下、「設計加速度」という。）は、「ＣＡＳ

Ｈ－Ⅱ」の計算値（緩衝材により生ずる加速度）を 1.2 倍（A.10.1 項に示す

ように実験結果との比較により定めた値）にした値に鋼板による加速度を加

えたものとする。 

これは、輸送物に生ずる衝撃力が、緩衝材による加速度にさらに鋼板によ

る加速度が加わるため安全側の評価となる。 

設計加速度＝ＣＡＳＨ－Ⅱの計算結果×1.2＋鋼板による加速度 

③ 鋼板により、生ずる加速度は簡易計算により求める。 

(2) 落下エネルギー 

解析に使用する輸送物の質量は、｢A.2 重量及び重心」に示したように

である。よって、落下エネルギーは、次式で与えられる。 

Ｅa＝Ｅv＝ｍ・ｇ・ｈ 

ここで、 

Ｅa； 緩衝材の吸収エネルギー 〔Ｊ〕 

Ｅv； 輸送物の落下エネルギー 〔Ｊ〕 

ｍ ； 輸送物の質量  

ｈ ； 落下高さ    

ｇ ； 重力加速度   

 

したがって、次の値となる。 

Ｅa＝   

  

(3) 緩衝材性能解析プログラム「ＣＡＳＨ－Ⅱ」の計算結果 

緩衝材性能解析プログラム「ＣＡＳＨ－Ⅱ」による、加速度及び緩衝材の変形

量の計算結果を (ﾛ)－第 A.14表 に示す。 

なお、解析に用いる「ＣＡＳＨ－Ⅱ」計算結果の 1.2 倍の加速度を同表に示す。 







(ﾛ)－Ａ－90 

Ⓐ 外筒鋼板によるもの 

外筒鋼板を、輸送物の全重量が分布している円環とし、その解析モデルを (ﾛ)-

第 A.25図 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.25図 水平落下時外筒鋼板による加速度解析モデル 

 

(ﾛ)－第 A.25 図に示すように、等分布荷重ｗを受ける円環の曲げモーメントは

次式で与えられる。(10) 

Ｍ＝ｗＲ２







 θπ−θ+θ+α⋅α+αα+α sin)(cos

2
1sincossincos 2   

上式は、θ＝αで最大となり、次式となる。 

Ｍ＝ｗＲ２









απ−α+α





 α+ sin)2(cossin

2
3 2  

この曲げモーメントにより発生する応力が変形応力σｓに等しくなる時、最大

抵抗力Ｆが生ずるものとする。 

Z

sin)2(cossin
2
3wR

Z
M

p

22

p
s









αp−α+α





 α+

==s  

より、この時の等分布荷重ｗは次式で与えられる。 









απ−α+α





 α+

⋅σ
=

σin)2(coσσin
2
3R

Z
w

22

πσ  
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したがって、最大抵抗力は下記となる。 









απ−α+α





 α+

⋅πσ
=π=

σin)2(coσσin
2
3R

Z2
wR2F

2

πσ  

ここで、 Ｍ ； 円環の曲げモーメント 〔Ｎ・mm〕 

ｗ ； 等分布荷重 〔Ｎ／mm〕 

Ｆ ； 最大抵抗力 〔Ｎ〕 

Ｒ ； 円環半径     

σs ； 変形応力（常温） 

θ ； ＯＣよりの任意の角度 〔rad〕 

α ； 変形部分の半角 

α

δ ； 変形量       δ   

Ｚp ； 塑性断面係数 

Zp

ｂ ； 円環幅      

ｈ ； 円環厚み     

したがって、次の値となる。 

F

外筒鋼板による加速度の増加ＮＨ１は次式となる。 

ＮＨ１

ここで、 

ｍ ； 輸送物質量    
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Ⓑ 外容器蓋フランジによるもの 

解析モデルは A.5.3(4)(ｲ)Ⓐ項と同様、(ﾛ)－第 A.25 図による。 

ただし、変形量は円環半径に達していないため、モーメント式のαは０とする。 

また、外容器蓋フランジの断面形状を (ﾛ)－第 A.26図 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.26図 外容器蓋フランジ断面形状 

 

最大抵抗力は次式で与えられる。(10) 

Zps
R3

4F ⋅s⋅
p

=

ここで、 

Ｆ ； 最大抵抗力 〔Ｎ〕 

Ｒ ； 円環半径      Ｒ 

σs ； 変形応力（常温）  σs 

Ｚp ； 塑性断面係数 

Zp

ｂ ； 円環幅      

ｈ ； 円環厚み     
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したがって、外容器蓋フランジによる加速度の増加ＮＨ２は次式となる。 

N H
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Ⓒ 強め輪によるもの 

解析モデルは A.5.3(4)(ｲ)Ⓐ項と同様、(ﾛ)－第 A.25 図による。 

最大抵抗力は次式で与えられる。 









απ−α+α





 α+

⋅πσ
=

σin)2(coσσin
2
3R

Z2
F

2

πσ  

ここで、 Ｆ ； 最大抵抗力 〔Ｎ〕 

Ｒ ； 円環半径      Ｒ 

σs ； 変形応力（常温）  σs 

δ ； 変形量       δ 

α ； 変形部分の半角 

α

Ｚp ； 塑性断面係数 〔mm3〕 

Zp =

ｂ ； アングル幅   

ｈ ； アングル厚み  

したがって、Ｆは下記の値となる。 

=F

＝

強め輪による加速度の増加ＮＨ3は次式となる。 

ＮＨ３
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Ⓓ 外容器鏡板によるもの 

解析モデルを (ﾛ)－第 A.27図 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.27図 水平落下時外容器鏡板による加速度解析モデル 

 

(ﾛ)－第 A.27 図に示すように、外容器鏡板ｒ部には落下反力により曲げモーメ

ントが発生する。この曲げモーメントによる応力が変形応力σs に等しくなる時、

最大抵抗力Ｆが生ずるものとすると、最大抵抗力Ｆは次式で与えられる。 

4
hC

r
sZp

r
sF

2⋅
⋅

s
=⋅

s
=  

ここで、 

Ｆ ； 最大抵抗力 〔Ｎ〕 

σs ； 変形応力（常温）    

Ｚp ； 塑性断面係数 〔mm3〕 

4
hCZp

2⋅
=  
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Ｃ ； 緩衝材変形幅   

ｈ ； 鏡板板厚     

ｒ ； コーナー部半径  

したがって、次の値となる。 

F 〔Ｎ〕 

鏡板は あるので、外容器鏡板による加速度の増加ＮＨ4は次式となる。 

N 4H 〔m/s2〕 
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Ⓔ 仕切板によるもの 

解析モデルは A.5.3(4)(ｲ) Ⓐ項と同様、(ﾛ)－第 A.25 図による。 

ただし、変形量は円環半径に達してないため、モーメント式のαは０とする。 

また、仕切板の断面形状を (ﾛ)－第 A.28図 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.28図 仕 切 板 断 面 形 状 

最大抵抗力は次式 (10)で与えられる。 

z Zp
R3

4F ⋅σ⋅
p

=

〔Ｎ〕 

ここで、 

Ｆ ； 最大抵抗力 〔Ｎ〕 

Ｒ ； 円環半径      Ｒ 

σｚ ； 変形応力（常温）  σｚ

Ｚp ； 塑性断面係数 

Zp = 〔mm3〕 

ｂ ； 円環幅      

ｈ ； 円環厚み     
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したがって、仕切板による加速度の増加ＮＨ5は次式となる。 

N 5H 〔m/s2〕 
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Ⓕ アイプレートによるもの 

解析モデルを (ﾛ)－第 A.29図 に示す。 

 

 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.29図 アイプレート変形解析モデル 

 

(ﾛ)－第 A.29 図に示すように、アイプレートを直撃した場合、Ｘ－Ｘ断面にお

いて、最大圧縮応力を生じ、この応力が変形応力σsに等しくなる時、最大抵抗力

が生ずるものとすると、最大抵抗力Ｆは次式で与えられる。 

Ｆ＝σｓ・Ａ＝σｓ・（ｂ－ｄ）・ｔ 

ここで、 

Ｆ ； 最大抵抗力 〔Ｎ〕 

σs ； 変形応力（常温）  σs 

Ａ ； 評価断面積 

ｂ ； アイプレート幅   ｂ 

ｔ ； アイプレート板厚  ｔ 

ｄ ； アイプレート穴径  ｄ 

したがって、次の値となる。 

Ｆ＝  〔Ｎ〕 

アイプレートによる加速度の増加はＮＨ6は次式となる。 

ＮＨ６ 〔m/s2〕 
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Ⓖ アイプレート取付板によるもの 

解析モデルを (ﾛ)－第 A.30図 に示す。 

(ﾛ)－第 A.30図 アイプレート取付板解析モデル 

(ﾛ)－第 A.30 図に示すように、中央に集中荷重を受ける両端固定梁は、両

端において最大曲げモーメントを発生し、これにより発生する応力が変形応

力σｓに等しくなる時、最大抵抗力Ｆは次式で与えられる。(7) 

Ｆ＝


8
・σｓ・Ｚp 

ここで、 

Ｆ ；  最大抵抗力 〔Ｎ〕 

σｓ；  変形応力（常温）   

Ｚp；  塑性断面係数 〔mm3〕 

Ｚp＝
4
1
ｂ・ｈ2 

ｂ ；  アイプレート取付板幅   ｂ

ｈ ；  アイプレート取付板板厚 ｈ

  ；  両端固定点幅        

したがって、下記の値となる。 

Ｆ 〔Ｎ〕 

アイプレート取付板による加速度の増加はＮＨ７は次式となる。 

ＮＨ７ 〔m/s2〕 
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Ⓗ 外容器本体フランジによるもの 

解析モデルを (ﾛ)－第 A.31図 に示す。 

(ﾛ)－第 A.31図 外容器本体フランジ解析モデル 

 

(ﾛ)－第 A.31 図に示すように

、この時の座屈荷重が最大抵抗力Ｆになるも

のとすると、次式で与えられる。［19］ 

Ｆ

ここで、 

Ｆ ；  最大抵抗力 

  ；  支持点間距離 

Ｂｙ ；  Ｙ軸まわりの曲げ剛さ 

Ｂｙ

〔Ｎ・mm2〕 

Ｅ ；  縦弾性係数（常温） Ｅ 〔Ｎ／mm2〕 

ｈ ；  フランジ板厚    ｈ 〔mm〕 
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ｂ ；  フランジ点幅 

Ｃ ；  捩り剛さ 

Ｇ ；  横弾性係数（常温）   

したがって、次の値となる。 

F 〔Ｎ〕 

外容器本体フランジによる加速度の増加ＮＨ８は次式となる。 

N 8H 〔m/s2〕 
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Ⓘ アイプレート取付脚によるもの 

解析モデルを (ﾛ)－第 A.32図 に示す。 

(ﾛ)第 A.32図 アイプレート取付脚解析モデル 

 

(ﾛ)－第 A.32 図に示すように、Ｘ－Ｘ断面における圧縮応力が変形応力σs

に等しくなる時、最大抵抗力Ｆが生ずるものとすると、次式で与えられる。 

Ｆ＝σｓ・Ａ＝σｓ・2ｈ・（ｂ1＋ｂ2） 

ここで、 

Ｆ ； 最大抵抗力 

σｓ； 変形応力（常温） 

Ａ ； 評価断面積 

ｂ１； 板 幅 

ｂ２： 板 幅 

ｈ ； 板 厚 

したがって、次の値となる。 

Ｆ＝   

アイプレート取付脚による加速度の増加ＮＨ９は次式となる。 

ＮＨ ［m/s2］ 
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以上の結果より、水平落下時の鋼板による加速度の増加の合計を求めると

次のとおりとなる。 

ＮＨ
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(ﾛ) 垂直落下時 

垂直落下時の鋼板による加速度の増加を求める。 

解析モデルを (ﾛ)－第 A.33図 に示す。 

(ﾛ)－第 A.33図 垂直落下時鋼板による加速度解析モデル 

(ﾛ)－第 A.33 図に示すように、落下時の抵抗反力は、①の外筒コーナー部を

圧縮する力Ｆ1と、②の円錐状補強板を圧縮する力Ｆ2の和となる。鋼板の変形量

δは、(ﾛ)－第 A.14 表に示す緩衝材の変形量と等しいものとし、この時の応力

が変形応力に等しくなる抵抗力Ｆ1及びＦ2は次式 (17)で与えられる。 

Ｆ1＝2πｈｒsin2φ・σｓ 

Ｆ2＝2πｈ（Ｒ2＋δtanα）cosα・σｓ 

ここで、 

Ｆ1：外筒コーナー部抵抗力 〔Ｎ〕 

Ｆ2：円錐状補強板抵抗力 〔Ｎ〕 

ｈ ：板 厚       

ｒ ：外筒コーナー部半径 

φ ：変形量δの時の角度 

φ＝cos-1 





 −

ｒ

δ1  
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δ；変形量（上部垂直落下）δ1

（下部垂直落下）δ

φ1

φ2

Ｒ２：円錐上部半径 （上部垂直落下）Ｒ2

         （下部垂直落下）Ｒ2

α ：円錐角            α 

σｓ：変形応力（常温）     σｓ＝Ｓ

よって、Ｆ1及びＦ2は次の値となる。 

（上部垂直落下時） 

Ｆ1

Ｆ2

  

（下部垂直落下時） 

Ｆ1

Ｆ2

  

したがって、これにより生ずる加速度は次式で与えられる。 

Ｎｖ＝ m
FF

m
F 21+=  

（上部垂直落下時） 

Ｎｖ

（下部垂直落下時） 

Ｎｖ

ここで、 

ｇ；重力加速度       ｇ＝9.81 〔m/s2〕 
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(ﾊ) コーナー落下時 

コーナー落下時の鋼板による加速度の増加を求める。 

解析モデルを (ﾛ)－第 A.34図 に示す。 

(ﾛ)－第 A.34図 コーナー落下時鋼板による加速度解析モデル 



(ﾛ)－Ａ－108 

(ﾛ)－第 A.34 図に示すように、コーナー落下時の外鋼板による最大抵抗力Ｆ

は次式で与えられる。(15) 

Ｆ＝
θ

θθθθ
sinR

cossintanRR
o

BBB
3

i
3

o

×
××− ）・－（）（

×σｓ 

ここで、 

Ｆ ；最大抵抗力 〔Ｎ〕 

Ｒｏ ；円筒鋼板外径 Ｒｏ

Ｒｉ ；円筒鋼板内径 Ｒｉ

ｈ ；円筒鋼板板厚 ｈ 

θ ；落下角度 

〔上部コーナー落下〕 

〔下部コーナー落下〕 

δ ；変形量 

〔上部コーナー落下〕 

〔下部コーナー落下〕 

θＢ；角 度 

θＢ＝cos-1 







θ

δ
sinR

1
o

－ より  

〔上部コーナー落下〕 

θＢ

〔下部コーナー落下〕 

θＢ

σｓ；変形応力（常温）   
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よって、Ｆは次の値となる。 

〔上部コーナー落下時〕 

Ｆ

〔下部コーナー落下時〕 

Ｆ

したがって、これにより生ずる加速度は次式で与えられる。 

Ｎｃ＝ m
F
 

〔上部コーナー落下時〕 

Ｎｃ 〔m/s2〕 

〔下部コーナー落下時〕 

Ｎｃ 〔m/s2〕 
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(6) 1.2ｍ水平落下時の応力解析 

1.2ｍ水平落下時の応力解析は、容器本体、燃料バスケット及び燃料要素に分け

て行う。また、各項での応力解析は、主応力を求めるのみとし、応力分類及び応

力強さの評価は、A.5.3(6)(d)項で行う。 

(a) 容器本体 

1.2ｍ水平落下時における容器本体の応力評価位置は、密封性能維持の観点か

ら (ﾛ)－第 A.35図 に示すとおりとする。 

 

記 号 評 価 位 置 

Ⓐ 緩衝材（変形量）          

Ⓑ 内 容 器 胴 部          

Ⓒ 内 容 器 底 板          

Ⓓ 内 容 器 上 端 部          

Ⓔ 内容器蓋締付ボルト 

(ﾛ)－第 A.35図 1.2ｍ水平落下時応力評価位置（容器本体） 
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Ⓐ 緩衝材の変形量 

1.2ｍ水平落下により緩衝材に変形が生じても、その変形が内容器及び内容

器蓋部まで達しないことを示す。 

解析モデルを (ﾛ)－第 A.36図 に示す。 

 

(ﾛ)－第 A.36図 1.2ｍ水平落下時緩衝材の変形に伴う内容器への干渉解析モデル 

 

(ﾛ)－第 A.36図に示すように、1.2ｍ水平落下後における緩衝材の残量δ（mm）

は、次式で与えられる。 

δ＝δ０－δＨ 

ここで、 

δO；緩衝材の変形前の最少厚さ δ０

δＨ；緩衝材変形量 δＨ

したがって、次の値となる。 

δ＝   

よって、1.2ｍ水平落下時の変形は、緩衝材のみで、内容器本体及び内容器

蓋部には達しない。 
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Ⓑ  内容器胴部 

1.2ｍ水平落下時における内容器胴部の応力の解析モデルを (ﾛ)－第 A.37

図 に示す。 

(ﾛ)－第 A.37図 1.2ｍ水平落下時内容器胴部応力解析モデル 

(ﾛ)－第 A.37 図に示すように、内容器は両端で支持され、等分布荷重を受

ける梁とすると、支持点間の中央で曲げ応力σｂが最大となり、次式で与えら

れる。 

Z
M

＝σｂ  

ここで、 

Ｍ；曲げモーメント  〔Ｎ・mm〕 

Ｍ＝ 


・・・
・ Nm

8
1

8
F

=  

Ｆ；衝撃荷重 Ｆ＝ｍ・Ｎ 〔Ｎ〕 

ｍ；輸送物の支持点間質量 ｍ

Ｎ；設計加速度 Ｎ

 ；支持点間長さ  

Ｍ Ｎ・mm〕 

Ｚ；断面係数 〔mm3〕 

Ｚ＝
d

dd
32 2

4
1

4
2 −π

・  
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(ﾛ)－第 A.39 図に示すように、内容器蓋は、落下方向に滑りⒶ点で内容器

上端部と当たり、内容器蓋にはせん断応力が生ずる。 

この時のせん断応力τは次式で与えられる。 

τ＝
A
F
 

ここで、 

Ｆ ；衝撃力 Ｆ＝Ｎ・ｍ 〔Ｎ〕 

ｍ ；内容器蓋の質量 ｍ

Ｎ ；設計加速度 Ｎ

 〔Ｎ〕 

Ａ ；内容器上端部断面積〔(ﾛ)－第 A.39図の斜線部分〕 

Ａ＝ 





 θ−
π

−





 θ−
π tan

2R2R 2
2

2
1  

R1 ；内容器フランジ外半径  Ｒ1

R2 ：内容器内半径      Ｒ2

θ ；角度 

Ａ

したがって、次の値となる。 

τ 〔Ｎ／mm2〕 
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Ⓔ  内容器蓋締付ボルト 

1.2ｍ水平落下時における内容器蓋締付ボルト の応力の解析モデル

を (ﾛ)－A.40図 に示す。 

(ﾛ)－第 A.40図 1.2ｍ水平落下時内容器蓋締付ボルト応力解析モデル 

(ﾛ)－第 A.40図に示すように、1.2ｍ水平落下時において、内容器蓋締付ボ

ルトには、内容器蓋の回転モーメントが作用する。 

これにより、内容器蓋締付ボルトには曲げ応力σｂ〔Ｎ／mm2〕が生じ、次

式で与えられる。 

σｂ＝
ii

maxmax
2・ＡＬ

Ｎ・ｍ・Ｌ・Ｌ
＝

Ｉ

Ｍ・Ｌ

∑
 

ここで、 

Ｍ ；曲げモーメント  〔Ｎ・mm〕 

Ｍ＝Ｎ・ｍ・Ｌ 

Ｎ ；設計加速度 

ｍ ；内容器蓋の質量 

Ｌ ；モーメントアーム 

Ｌi；転倒支点Ⓗ点から各ボルトまでの距離 〔mm〕 
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Ｌmax；支点から最も離れたボルトまでの距離 

Ｌmax  

Ａi  ；内容器蓋締付ボルト の谷径断面積 

di  ；ボルトの谷径     

Ａi 〔mm2〕 

したがって、次の値となる。 

σｂ

(b) 燃料バスケット 

本項では、1.2ｍ水平落下時において、燃料バスケットに生ずる応力について

解析する。燃料バスケットは角型であり、その形状について断面係数を求める。 

応力は、パイプ軸方向強度について評価する。 

(ｲ) バスケットの断面係数 

バスケットの断面係数を求める。解析モデルを (ﾛ)－第 A.41 図

に示す。 

(ﾛ)－第 A.41図 バスケット断面係数解析モデル 
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（ｉ）Ｘ－Ｘ軸に関する断面係数 

(ﾛ)－第 A.41 図に示す、Ｘ－Ｘ軸に関する断面係数は次式で与えられ

る。 

Ｚ

ここで、 

Ｚｘ；Ｘ－Ｘ軸に関する断面係数 〔mm3〕 

Ｉｏ；角パイプ１本の断面２次モーメント 

Ｉｏ

ｈ1；角パイプの外のり 

ｈ2；角パイプの内のり 

Ａ ；角パイプの断面積 

Ａ＝   

ｙ1；角パイプ中心までの距離 

ｅｙ；燃料バスケット上端面までの距離 

したがって、次の値となる。 

Ｚｘ

（ⅱ）Ｙ－Ｙ軸に関する断面係数 

(ﾛ)－第 A.41 図に示す、Ｙ－Ｙ軸に関する断面係数は次式で与えられ

る。 

Ｚｙ

ここで、 

Ｚｙ；Ｙ－Ｙ軸に関する断面係数  

Ｉｏ；角パイプ 1本の断面 2次モーメント Ｉｏ

Ａ ：角パイプの断面積 Ａ＝

ｘ1；パイプ中心までの距離 ｘ1

ｘ2；パイプ中心までの距離 ｘ2

ｘ3；パイプ中心までの距離 ｘ3

ｅx；燃料バスケット上端までの距離 ｅx
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(c) 燃料要素 （研究用原子炉未照射新燃料） 

(c)-1.燃料要素 

本項では、1.2ｍ水平落下時において、燃料要素に生ずる応力について解析す

る。燃料要素の仕様は、(ｲ)－Ｄ項に示すように、 要素である。 

(ｲ) 燃料要素評価の落下ケース 

水平落下時における燃料要素の落下ケースは、(ﾛ)－第 A.42 図 に示す 2 ケ

ースについて評価する。 

① の面方向に水平落下したとき。 

 

② に平行な方向に水平落下したとき。 

(ﾛ)－第 A.42図 1.2ｍ水平落下時燃料要素評価ケース 
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(ﾛ) 燃料要素 

（ⅰ）燃料要素の  

1.2m 水平落下時において 要素 に生ずる応力について

解析する。 

(ｲ)－Ｄ項に示すように、新燃料要素は 3種類のＫＵＲ燃料要素がある。

本項では、 の面方向に水平落下した場合と に平行な方向に

水平落下した場合の二つの落下方向に分けて検討する。 

① の面方向に水平落下したとき。 

面方向に水平落下する場合に対しては、ＫＵＲ標準燃料要

素について解析を示し、他の 2 種類については同様の解析を行う。そ

の結果を (ﾛ)－第 A.16表 に示す 

解析モデルを (ﾛ)－第 A.43図 に示す。 

(ﾛ)－第 A.43図 要素板面方向 1.2ｍ水平落下時解析モデル 

(ﾛ)－第 A.43 図に示すように、自重による等分布荷重を受ける両端

固定梁は、両端固定端で、最大曲げモーメントを受け、この時発生す

る曲げ応力σｂは、次式で与えられる。 

σｂ＝
Ｚ

Ｍ
 

ここで、 Ｍ；単位当りの曲げモーメント 〔Ｎ・mm／mm〕 

Ｍ＝
12

w ２・
 

ｗ ；等分布荷重 〔Ｎ／mm2〕 

ｗ

ｍ 質量 

Ｎ；設計加速度 
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(ﾛ)－第 A.44図 要素板平行方向 1.2ｍ水平落下時解析モデル 

(ﾛ)－第 A.44 図に示すように、 の自重及び側板の部分重量を受け

る長方形板は圧縮応力σｃを生じ、次式で与えられる。 

σｃ＝ )１２

ＳＦ

－ｈａ（ｈ

Ｎ）＋ｍ（ｍ
＝

Ａ

Ｗ ×
 〔Ｎ／mm2〕 

ここで、 

Ｎ 

ｍＦ

ｍＳ

ａ 

ｈ2

ｈ1

したがって、下記の値となる。 

σｃ 〔Ｎ／mm2〕 

次に、ＫＵＲ燃料要素について検討する。 

まず、ＫＵＲ特殊燃料要素を除くＫＵＲ標準燃料要素及びＫＵＲ半装燃

料要素の について評価する。ここでは、ＫＵＲ標準燃料要素につい

て解析を示し、ＫＵＲ半装燃料要素については同様の解析を行う。 

曲げを伴う軸圧縮の梁では、たわみが成長すると曲げモーメントが最大

値となる断面の凹側縁で平均軸圧縮応力と曲げ応力の合成圧縮応力が降伏

強さに達し、さらに圧縮荷重が増そうとすると破壊する。したがって、こ

の強度は、危険断面における合成圧縮応力が設計降伏点に達すると破壊す
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るものと考えている Southwell（23）の式を用いて評価する。 

その式を以下に示す。 

 

Sy = σcr 







 1 + 
 e 

r
 sec 

 L 

2k
 

 σcr 

E
  --------------------- ① 

 

ここで、σcr ：梁の座屈応力（平均軸圧縮応力）    
 P 

A
    [N/mm2] 

P  ：梁の圧縮荷重   [N] 

A  ：梁の断面積   [mm2] 

Sy ：材料の設計降伏点   [N/mm2] 

E  ：材料の縦弾性係数   [N/mm2] 

Ｌ ：梁の長さ   [mm] 

e  ：梁の偏心量   [mm] 

k  ：断面二次半径   
 I 

A
    [mm] 

I  ：断面二次モーメント   [mm4] 

Z  ：断面係数   [mm3] 

r  ：
 Z 

A
    [mm] 

である。 

ＫＵＲ標準燃料要素 におけるそれらの値は、以下の通りである。 

の縦弾性係数：E =     

の設計降伏点：Sy =     

の単位幅当たりの断面積：A =  

     

の単位幅当たりの断面二次モーメント     

の単位幅当たりの断面係数      

の偏心量：e =     

の幅：L =     

よって、これらの値より、 

k 

 

 

r 
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となる。 

したがって、これらの値を①式の右辺に代入して、設計降伏点 Syとなる

値、すなわち、 の座屈応力σcrは、 

σcr =     

となる。 

一方、水平落下時の に生じる平均軸圧縮応力σcは、平行型燃料要

素と同様に次式で求められる。 

 

σc = 
 W 

A
 = 

 (mf+ms)・N 

a・(h2-h1)
    [N/mm2] 

ここで、 

N ：設計加速度 

mf の質量 

ms：側板部分の質量 

 

 

 

a ： の長さ 

h2  

h1： 芯材厚さ 

したがって、 

σc 

  

よって、 

σc =    

である。 

したがって、ＫＵＲ標準燃料要素の は一般の試験条件での

に平行な方向の水平落下において、十分な強度を有する。 
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（ⅱ）燃料要素押え具 

燃料要素の輸送の際、長さ調節のため押え具を用いる場合がある。 

本項では、押え具に生ずる応力について解析方法を示す。 

解析モデルを (ﾛ)－第 A.45図 に示す。 

 

 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.45図 押え具応力解析モデル図 

(ﾛ)－第 A.45 図に示すように、押え具は自重による等分布荷重を受け

る両端支持梁で、中央に最大曲げモーメントを受け、この時発生する曲

げ応力σｂは、次式で与えられる。 

σｂ＝ Z
M

 

ここで、 

Ｍ：単位当たり曲げモーメント 〔Ｎ・mm〕 

Ｍ＝
8

w 2・
 

ｗ：等分布荷重 

ｗ＝


mz ×Ｎ 

Ｍ

ｍｚ：押え具質量 

Ｎ ：設計加速度 

 ：押え具長さ 

Ｚ ：押え具断面係数 

Ｚ＝
32
π
・

h
hh

o

4
i

4
o −

 

  〔mm３〕 
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ｈｏ：押え具外径 

ｈｉ：押え具内径 

したがって、次の値となる。 

σｂ 〔Ｎ／mm2〕 

 

 

 



(ﾛ)－Ａ－132 

 (c)-2.  

本項では、1.2ｍ水平落下時において に生ずる応力に

ついて解析する 仕様は、(ｲ)－Ｄ項に示すように 板である。 

解析モデルを(ﾛ)－第 A.46図に示す。 

(ﾛ)－第 A.46図  1.2ｍ水平落下応力解析モデル図 

 

(ﾛ)－第 A.46図に示すように の自重を受ける平板は次式で与えられる圧

縮応力σｃを生じる。 

 

σｃ＝ )hh(
Nm

A
W

12

F

−×
×

=


 

ここで、 

ｍＦ

  

ｈ2

ｈ1

Ｎ ：設計加速度〔ｍ／ｓ2〕 

である。 
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 水平落下の場合 ついては図(ﾛ)－第 A.47 図に示す方向に設計加速度

が加わる。 

図(ﾛ)－第 A.47図 .2m水平落下時モデル 

 

この場合、被覆材厚さの合計は

であり、 

 

ｍＦ

  

ｈ2-ｈ1：被覆材厚さ合計 

Ｎ ：設計加速度 

 

であるので、圧縮応力は次の値となる。 

 

σｃ 

 

 

する場合の２ケースが考えられる。 

の面方向に水平落下するケース（図(ﾛ)－第 A.48 図）については、落下方

向と の構造の関係から、 さとして ）、 材
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厚さとして ）を用いて、 

 

ｍＦ：

  ：

ｈ2：

ｈ1：

Ｎ ：

 

であるので、圧縮応力は次の値となる。 

 

σｃ 

(ﾛ)－第 A.48図  .2ｍ水平落下： の面方向に水平落下するケース 

 

また に平行な方向に水平落下したケース（図 (ﾛ)－第 A.49 図 ）につい

ては、 

ｍＦ

  

ｈ2

ｈ1

Ｎ 

 

であるので、圧縮応力は次の値となる。 
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(ﾛ)－第 A.49図  1.2ｍ水平落下： に平行な方向に水平落下するケース 
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(c)-3.  

本項では、1.2ｍ水平落下時において に生ずる応力に

ついて解析する。 の仕様は、(ｲ)－Ｄ項に示すように、

である。 

解析モデルを(ﾛ)－第 A.50図に示す。 

(ﾛ)－第 A.50図  1.2ｍ水平落下応力解析モデル図 

 

(ﾛ)－第 A.50図に示すように、 自重を受け は、底

面部で最大曲げモーメントを受け、その時に発生する曲げ応力σbは次式で与えら

れる。 

 

σb＝
𝑀𝑀
𝑍𝑍
 

ここで、 

   M：曲げモーメント 

 M =    

     w：等分布荷重 
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であるので、曲げ応力は次の値となる。 
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(d) 許容応力の比較 

(ﾛ)－A.5.3(6)項の各解析項目に対する応力評価結果をまとめて、(ﾛ)－第

A.16表に示す。 

この表から分かるように、個々の荷重が単独あるいは重畳作用しても設計基

準値に対する余裕率は正である。 

したがって、1.2ｍ水平落下試験条件下において、本輸送物の健全性は維持さ

れる。 

 



 

 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
1
3
9 

 

(ﾛ)－第 A.16表 1.2ｍ水平落下時における応力評価結果（1／3） 
 

№ 

 評価位置 

 初 期
締 付

応 力 

内 圧
による

応 力 

熱膨張
による

応 力 

衝 撃
応 力 

一次応力強さの評価 
（一次＋二次）応力 

強さの評価 疲  労  評  価 

Pm(PL) Sm MS PL+Pb 1.5Sm MS 
PL+Pb 

+Q 
3Sm MS 

PL+Pb 

+Q+F 
Sa N Na DF MS 

1  内 容 器 胴 部 

σｒ

σθ

σｚ

2  内 容 器 底 板 

σｒ

σθ

σｚ

τ 

3 
 内 容 器 上 端 部          

  （内容器蓋） 

σｒ

σθ

σｚ

τ 

4  内容器蓋締付ボルト 

σｔ

σｂ

τ 

5 

  

 バスケット 

 

σｂ

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Q；二次応力 F；ピーク応力 Sa；繰返しピーク応力強さ N；使用回数 Na；許容繰返し回数 DF；疲れ累積係数 

Sm；設計応力強さ   Sy；設計降伏点  MS；余裕率 σｒ；径方向応力 σθ；周方向応力 σｚ；軸方向応力 σｂ；曲げ応力 τ；せん断応力 σｔ；ボルト軸方向応力 

  

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 



 

 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
1
4
0 

 
(ﾛ)－第 A.16表 1.2ｍ水平落下時における応力評価結果（2／3） 

 

№ 

 評価位置 

 初 期
締 付

応 力 

内 圧
による

応 力 

熱膨張
による

応 力 

衝 撃
応 力 

軸平均圧縮応力 一次応力強さの評価 
（一次＋二次）応力 

強さの評価 疲  労  評  価 

σc σcr MS PL+Pb Sy MS 
PL+Pb 

+Q 
Sy MS 

PL+Pb 

+Q+F 
Sa N Na DF MS 

1 

ＫＵＲ標準 

 

） 

面 方 向 σ

平行方向 σ

2 

ＫＵＲ特殊 

 

 

面 方 向 σ

平行方向 σ

3 

ＫＵＲ半装 

 

 

面 方 向 σ

平行方向 σ

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Q；二次応力 F；ピーク応力 Sa；繰返しピーク応力強さ N；使用回数 Na；許容繰返し回数 DF；疲れ累積係数 

Sy；設計降伏点  MS；余裕率  σcr：限界座屈応力  σｂ；曲げ応力 σc：軸平均圧縮応力 

*1：軸平均圧縮応力 

 

 

 

  

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 



 

 

(
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)
－

Ａ
－
1
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(ﾛ)－第 A.16表 1.2ｍ水平落下時における応力評価結果（3／3） 
 

№ 

 評価位置 

 初 期
締 付
応 力 

内 圧
による
応 力 

熱膨張
による
応 力 

衝 撃

応 力 

一次応力強さの評価 
（一次＋二次）応力 

強さの評価 疲  労  評  価 

Pm(PL) 2/3 Sy MS PL+Pb Sy MS 
PL+Pb 

+Q 
Sy MS 

PL+Pb 

+Q+F 
Sa N Na DF MS 

1 

2 

3 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Q；二次応力 F；ピーク応力 Sa；繰返しピーク応力強さ N；使用回数 Na；許容繰返し回数 DF；疲れ累積係数 

Sy；設計降伏点  MS；余裕率 σｂ；曲げ応力 σｃ；圧縮応力 

 

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 
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Ⓐ 緩衝材の変形量 

1.2ｍ下部垂直落下により緩衝材に変形が生じても、その変形が内容器底部

まで達しないことを示す。 

解析モデルを (ﾛ)－第 A.51図 に示す。 

(ﾛ)－第 A.52図 1.2ｍ下部垂直落下時緩衝材の変形に伴う内容器の干渉解析モデル 

 

(ﾛ)－第 A.52図 に示すように、1.2ｍ下部垂直落下後における緩衝材の残量

δ（mm）は、次式で与えられる。 

δ＝δ０－δｖ 

ここで、 

δ０；緩衝材の変形前の最少厚さ δ０

δｖ；緩衝材変形量       δｖ

したがって、次の値となる。 

δ

よって、1.2ｍ下部垂直落下時の変形は、緩衝材のみで、内容器底部には達

しない。 
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(ﾛ)－第 A.54 図 に示すように、内容器底板には、収納物質量、燃料バスケ

ット質量及び内容器底板自重が等分布荷重として作用する。等分布荷重を受

ける周辺固定円板に生ずる応力は、固定端で最大となり、次式で与えられる。 

σθ＝±0.225
２

２

ｈ

ｗ・ａ
 

σｒ＝±0.75
２

２

ｈ

ｗ・ａ
 

σｚ＝－ｗ（内面） 

ここで、 

σθ；周方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σｒ；径方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ；軸方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

ａ ；内容器底板内半径   ａ

ｈ ；内容器底板板厚    ｈ

ｗ ；等分布荷重 

ｗ ＝
２

７４３

ａ

）・Ｎ＋ｍ＋ｍ（ｍ

π
 〔Ｎ／mm2〕 

ｍ3；燃料バスケット質量  ｍ3

ｍ4；収納物質量      ｍ4

ｍ7；内容器底板質量    ｍ7

Ｎ ；設計加速度      Ｎ

ｗ 〔Ｎ／mm2〕 

したがって、次の値となる。 

σθ＝

σｒ

σｚ

応力の復号は上が内面、下が外面を表す。 
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Ⓓ 内容器蓋 

1.2ｍ下部垂直落下時における内容器蓋の応力の解析モデルを (ﾛ)－第 A.55

図 に示す。 

(ﾛ)－第 A.55図 1.2ｍ下部垂直落下時内容器蓋応力解析モデル 

 

(ﾛ)－第 A.55 図 に示すように、内容器蓋には、自重が等分布荷重として作

用する。等分布荷重を受ける周辺支持円板に生ずる応力は、中央で最大とな

り、次式で与えられる。 

σｒ＝σθ＝ ２

２

ｈ

ｗ・ａ24.1  

σｚ＝－ｗ（外面） 

ここで、 

σｒ；径方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σθ；周方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ；軸方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

ａ ；内容器蓋支持点半径  ａ

ｈ ；内容器蓋板厚     ｈ

ｗ ；自重による等分布荷重 

ｗ＝

Ｎ ；設計加速度      Ｎ

γ ；内容器蓋の密度    γ
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したがって、次の値となる。 

σｒ Ｎ／mm2〕 

σz＝ Ｎ／mm2〕 

となる。 

応力の復号は上が外面、下が内面を表す。 

 

Ⓔ 内容器蓋締付ボルト 

下部垂直落下時において、落下による荷重は内容器蓋締付ボルトにかからな

い。したがって応力も発生しない。 







(ﾛ)－Ａ－151 

    (b)-2.  

本項では、1.2ｍ垂直落下時において、 に生ずる応力に

ついて解析する。 

については、垂直落下時には  (ﾛ)－第 A.57 図 に示すよう の

面に垂直な方向に設計加速度を受ける。 

 

(ﾛ)－第 A.57図  1.2ｍ垂直落下  

 

この場合 については被覆材合計厚さとして

を用いて、 

ｍＦ

  ：

ｈ2-

Ｎ 

であるので、圧縮応力は次の値となる。 

σｃ 

 

また、 については、垂直落下時には (ﾛ)－第 A.58図に示すように

で設計加速度を受ける。 

 

 



(ﾛ)－Ａ－152 

 

 

(ﾛ)－第 A.58図  1.2ｍ垂直落下：  

 

この場合、 

ｍＦ

  

ｈ2

ｈ1

Ｎ 

であるので、圧縮応力は次の値となる。 

σｃ 
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(b)-3.  

本項では、1.2ｍ垂直落下時において、 に生ずる応力に

ついて解析する。垂直落下時には  (ﾛ)－第 A.59図に示すよう の面に垂

直な方向に設計加速度を受ける。 

 

(ﾛ)－第 A.59図  .2ｍ垂直落下解析モデル図 

 

この場合 は自重を受け、その時に発生する圧縮応力σcは次

式で与えられる。 

 

    𝜎𝜎𝑐𝑐
     

        ここで、 

ｍＦ

Ｒ1 

Ｒ2 

Ｎ 

であるので、圧縮応力は次の値となる。 

σｃ 
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 (c) 許容応力の比較 

(ﾛ)－A.5.3(7)項の各解析項目に対する応力評価結果をまとめて、(ﾛ)－第 A.17

表に示す。 

この表から分かるように、個々の荷重が単独あるいは重畳作用しても設計基準

値に対する余裕率は正である。 

したがって、1.2ｍ下部垂直落下試験条件下において、本輸送物の健全性は維持

される。 

 



 

  

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
1
5
5 

(ﾛ)－第 A.17表 1.2ｍ下部垂直落下時における応力評価結果（1／3） 
 

№ 

 評価位置 

 初 期
締 付

応 力 

内 圧
による

応 力 

熱膨張
による

応 力 

衝 撃
応 力 

一次応力強さの評価 
（一次＋二次）応力 

強さの評価 疲  労  評  価 

Pm(PL) Sm MS PL+Pb 1.5Sm MS 
PL+Pb 

+Q 
3Sm MS 

PL+Pb 

+Q+F 
Sa N Na DF MS 

1  内 容 器 胴 部 

σｒ 

σθ 

σｚ 

2  内 容 器 底 板 

内 

面 

σｒ 

σθ 

σｚ 

外 

面 

σｒ 

σθ 

σｚ 

3  内 容 器 蓋 

内 

面 

σｒ 

σθ 

σｚ 

外 

面 

σｒ 

σθ 

σｚ 

4  内容器蓋締付ボルト 

σｔ 

σｂ 

τ 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Q；二次応力 F；ピーク応力 Sa；繰返しピーク応力強さ N；使用回数 Na；許容繰返し回数 DF；疲れ累積係数 

Sm；設計応力強さ   Sy；設計降伏点   MS；余裕率 σｒ；径方向応力 σθ；周方向応力 σｚ；軸方向応力 σｔ；ボルト軸方向応力 τ；せん断応力 σｂ；曲げ応力  
 

  

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 



 

  

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
1
5
6 

 

 

（ロ）－第 A.17表 1.2ｍ下部垂直落下時における応力評価結果（2／3） 
 

№ 

 評価位置 

 初 期
締 付

応 力 

内 圧
による

応 力 

熱膨張
による

応 力 

衝 撃
応 力 

一次応力強さの評価 
（一次＋二次）応力 

強さの評価 疲  労  評  価 

Pm(PL) 2/3Sy MS PL+Pb Sy MS 
PL+Pb 

+Q 
Sy MS 

PL+Pb 

+Q+F 
Sa N Na DF MS 

1 
ＫＵＲ標準 

 

 

τ 

 

2 
ＫＵＲ特殊 

 

 

τ 

 

3 
ＫＵＲ半装 

( ） 

 

τ 

 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Q；二次応力 F；ピーク応力 Sa；繰返しピーク応力強さ N；使用回数 Na；許容繰返し回数 DF；疲れ累積係数 
Sy；設計降伏点   MS；余裕率 τ；せん断応力 

 
 
 

  

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 



 

  

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
1
5
7 

 

 (ﾛ)－第 A.17表 1.2ｍ下部垂直落下時における応力評価結果（3／3） 
 

№ 

 評価位置 

 初 期
締 付

応 力 

内 圧
による

応 力 

熱膨張
による

応 力 

衝 撃
応 力 

一次応力強さの評価 
（一次＋二次）応力 

強さの評価 疲  労  評  価 

Pm(PL) 2/3 Sy MS PL+Pb Sy MS 
PL+Pb 

+Q 
Sy MS 

PL+Pb 

+Q+F 
Sa N Na DF MS 

 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Q；二次応力 F；ピーク応力 Sa；繰返しピーク応力強さ N；使用回数 Na；許容繰返し回数 DF；疲れ累積係数 

Sy；設計降伏点  MS；余裕率 σｂ；曲げ応力 σｃ；圧縮応力 

 

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 
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Ⓐ 緩衝材の変形量 

1.2ｍ上部垂直落下により緩衝材に変形が生じても、その変形が内容器蓋部

まで達しないことを示す。 

解析モデルを (ﾛ)－第 A.61図に示す。 

 

(ﾛ)－第 A.61図 1.2ｍ上部垂直落下時緩衝材の変形に伴う内容器への干渉解析モデル 

 

(ﾛ)－第 A.61図に示すように、1.2ｍ上部垂直落下後における緩衝材の残量

δ（mm）は、次式で与えられる。 

δ＝δｏ－δｖ 

ここで、 

δｏ；緩衝材の変形前の最少厚さ  δｏ

δｖ；緩衝材変形量        δｖ

したがって、次の値となる。 

δ＝

よって、1.2ｍ上部垂直落下時の変形は、緩衝材のみで、内容器蓋部には達

しない。 



(ﾛ)－Ａ－160 

Ⓑ 内容器胴部 

1.2ｍ上部垂直落下時における内容器胴部の応力の解析モデルを (ﾛ)－第

A.62図 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.62図 1.2ｍ上部垂直落下時内容器胴部応力解析モデル 

 

(ﾛ)－第 A.60図に示すように、内容器胴部には自重と内容器底部廻りの質量

により圧縮力が作用する。この圧縮力により生ずる応力σｃは次式で与えられ

る。 

σｃ＝ A
F
 

ここで、 

Ｆ；内容器胴部に作用する圧縮力 

Ｆ＝（ｍ1＋ｍ3＋ｍ6）・Ｎ 〔Ｎ〕 

ｍ1；内容器（胴及び底部）質量 ｍ

ｍ3；燃料バスケット質量    ｍ

ｍ6；外容器本体質量      ｍ

Ｎ ；加速度          Ｎ

Ｆ＝ 〔Ｎ〕 
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σｒ＝±0.75 2

2

h
aw ⋅

 

σｚ＝－ｗ（外面） 

ここで、 

σθ；周方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σｒ；径方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ；軸方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

ａ ；内容器底板内半径     ａ

ｈ ；内容器底板板厚      ｈ

ｗ ；等分布荷重 

ｗ＝ 2
87

a
N)mm(

π

⋅+
 〔Ｎ／mm2〕 

ｍ7；内容器底板質量      ｍ7

ｍ8；外容器底部質量      ｍ8

Ｎ ；加速度          Ｎ 

ｗ Ｎ／mm2〕 

したがって、次の値となる。 

σθ 〔Ｎ／mm2〕 

σｒ 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ 〔Ｎ／mm2〕 

応力の複号は上が外面、下が内面を表す。 
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Ⓓ 内容器蓋 

1.2ｍ上部垂直落下時における内容器蓋の応力の解析モデルを (ﾛ)－第 A.64

図 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.64図 1.2ｍ上部垂直落下時内容器蓋応力解析モデル 
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したがって、次の値となる。 

σｒ＝σθ

〔Ｎ／mm2〕 

σｚ 〔Ｎ／mm2〕 

応力の複号は上が内面、下が外面を表す。 

また、この時の支点反力Ｒ１は次の値となる。 

Ｒ1

② 内容器蓋自重 

(ﾛ)－第 A.64 図－②に示すように、内容器蓋自重による等分布荷重を受

ける周辺支持円板に生ずる応力は、中央で最大となり、次式で与えられる。 

σｒ＝σθ＝ 2

2
2

h
aP

24.1
⋅

  

σｚ＝－Ｐ2（内面） 

ここで、 

σｒ；径方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σθ；周方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ；軸方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

ａ ；内容器蓋支持点半径    ａ

ｈ ；内容器蓋板厚       ｈ

Ｎ ；加速度          Ｎ 

γ ；内容器蓋の密度      γ 

Ｐ2；内容器蓋自重による等分布荷重 

Ｐ2  

したがって、次の値となる。 

σｒ 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ

応力の複号は上が内面、下が外面を表す。 
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また、この時の支点反力Ｒ2は次の値となる。 

Ｒ2＝  〔Ｎ〕 

③ 緩衝材反力控除分 

(ﾛ)－第 A.64 図－③に示すように、中央部同心円内に等分布荷重を受け

る周辺支持円板に生ずる応力は、中央で最大となり、次式で与えられる。(7) 

σｒ＝σθ＝ 2

2
3

h8
cP3 ⋅

+  












⋅ν−−+⋅ν+
2

2

a
c)1(4

c
an)1(4   

σｚ＝－Ｐ３（内面） 

ここで、 

σｒ；径方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σθ；周方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ；軸方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

ａ ；内容器蓋支持点半径      

ｃ ；荷重半径 

ｃ＝   

ｃ０；円錐上部半径       ｃ０

α ；円錐角          α 

δ ；緩衝材変形量       δ 

ｈ ；内容器蓋板厚       ｈ 

ν ；ポアソン比        ν 

Ｐ3；緩衝材の圧縮応力     Ｐ3＝

したがって、次の値となる。 

σｒ＝

＝

σｚ＝

応力の複号は上が内面、下が外面を表す。 
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また、この時の支点反力Ｒ3は次の値となる。 

  

④ 緩衝材反力 

(ﾛ)－第 A.64 図－④に示すように、緩衝材反力の等分布荷重を受ける周

辺支持円板に生ずる応力は、中央で最大となり、次式で与えられる。 

σｒ＝σθ＝ 2

2
4

h
aP

24.1
⋅

+  

σｚ＝－Ｐ４（外面） 

ここで、 

σｒ；径方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σθ；周方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ；軸方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

ａ ；内容器蓋支持点半径    ａ 

ｈ ；内容器蓋板厚       ｈ 

Ｐ4；緩衝材の圧縮応力     Ｐ4＝

したがって、次の値となる。 

σｒ＝ 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ＝ 〔Ｎ／mm2〕 

応力の複号は上が内面、下が外面を表す。 

また、この時の支点反力Ｒ4は次の値となる。 

Ｒ4＝  〔Ｎ〕 

以上の結果より、それぞれの応力を重ね合せると次のようになる。 

σｒ 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ 〔Ｎ／mm2〕 

応力の複号は上が内面、下が外面を表わす。 

また、支持点反力の合計は次の値となる。 
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Ⓔ 内容器蓋締付ボルト 

上部垂直落下時において、内容器蓋には前述の A.5.3(8)(a)Ⓓ項に示すよう

に、収納物と燃料バスケット及び内容器蓋自重が作用する。これに対し、緩

衝材の反力及び円錐状補強板反力そして内容器蓋締付ボルトにて支えられる。

この内、内容器蓋締付ボルトには支持点反力であるＲが作用する。したがっ

て、内容器蓋締付ボルトに生ずる引張応力は次式で与えられる。 

σｔ＝ Ain
R
⋅

 

ここで、 

σｔ；引張応力 〔Ｎ／mm2〕 

Ｒ ；支持点反力        Ｒ

ｎ ；内容器蓋締付ボルト本数  ｎ

Ａi；内容器蓋締付ボルト の谷径断面積 

Ａi

ｄ

したがって、次の値となる。 

σｔ 〔Ｎ／mm2〕 
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(b)-2.  

本項では、1.2ｍ上部垂直落下時において 板に生ずる応

力について解析する。解析モデル図を (ﾛ)－第 A.66図に示す。 

(ﾛ)－第 A.66図  燃料要素 1.2ｍ上部垂直落下応力解析モデル図 

 

については、垂直落下時には (ﾛ)－第 A.57図 に示したとおり の

面に垂直な方向に設計加速度を受け、被覆材合計厚さとして

を用いて、 

 

ｍＦ

  

ｈ2-

Ｎ 

であるので、圧縮応力は次の値となる。 

σｃ 

 

また については、垂直落下時には (ﾛ)－第 A.58図に示したとおり

平行な方向に設計加速度を受け、この場合、 



(ﾛ)－Ａ－172 

 

ｍＦ

  

ｈ2

ｈ1

Ｎ 

であるので、圧縮応力は次の値となる。 

σｃ 



(ﾛ)－Ａ－173 

(b)-3.  

本項では、1.2ｍ上部垂直落下時において、 に生ずる応

力について解析する。解析モデルは (ﾛ)－第 A.59図に示した場合と同一である。 

 

ｍＦ：

Ｒ1 

Ｒ2 

Ｎ ：

であるので、圧縮応力は次の値となる。 

σｃ  

 〔Ｎ／mm2〕 
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(c) 許容応力の比較 

(ﾛ)－A.5.3(8)項の各解析項目に対する応力評価結果をまとめて、(ﾛ)－第

A.18表に示す。 

この表から分かるように、個々の荷重が単独あるいは重畳作用しても設計基

準値に対する余裕率は正である。 

したがって、1.2ｍ上部垂直落下試験条件下において、本輸送物の健全性は維

持される。 

 



 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
1
7
5 

 

(ﾛ)－第 A.18表 1.2ｍ上部垂直落下時における応力評価結果（1／3） 
 

№ 

 評価位置 

 初 期
締 付

応 力 

内 圧
による

応 力 

熱膨張
による

応 力 

衝 撃
応 力 

一次応力強さの評価 
（一次＋二次）応力 

強さの評価 疲  労  評  価 

Pm(PL) Sm MS PL+Pb 1.5Sm MS 
PL+Pb 

+Q 
3Sm MS 

PL+Pb 

+Q+F 
Sa N Na DF MS 

1  内 容 器 胴 部 

σｒ

σθ

σｚ

2  内 容 器 底 板 

内 

面 

σｒ

σθ

σｚ

外 

面 

σｒ

σθ

σｚ

3  内 容 器 蓋 

内 

面 

σｒ

σθ

σｚ

外 

面 

σｒ

σθ

σｚ

4  内容器蓋締付ボルト 

σｔ

σｂ

τ 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Q；二次応力 F；ピーク応力 Sa；繰返しピーク応力強さ N；使用回数 Na；許容繰返し回数 DF；疲れ累積係数 

Sm；設計応力強さ   Sy；設計降伏点  MS；余裕率  σｔ；ボルト軸方向応力 σｒ；径方向応力 σθ；周方向応力 σｚ；軸方向応力  σｂ；曲げ応力 τ；せん断応力  
 

  

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 



 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
1
7
6 

 

 

(ﾛ)－第 A.18表 1.2ｍ上部垂直落下時における応力評価結果（2／3） 
 

№ 

 評価位置 

 初 期
締 付

応 力 

内 圧
による

応 力 

熱膨張
による

応 力 

衝 撃
応 力 

一次応力強さの評価 
（一次＋二次）応力 

強さの評価 疲  労  評  価 

Pm(PL) 2/3 Sy MS PL+Pb Sy MS 
PL+Pb 

Sy MS 
PL+Pb 

Sa N Na DF MS 

1 
ＫＵＲ標準 

 

 

τ 

 

2 
ＫＵＲ特殊 

 

 

τ 

 

3 
ＫＵＲ半装 

 

 

τ 

 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Q；二次応力 F；ピーク応力 Sa；繰返しピーク応力強さ N；使用回数 Na；許容繰返し回数 DF；疲れ累積係数 

Sy；設計降伏点   MS；余裕率  τ；せん断応力 

 

  

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 



 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
1
7
7 

 

(ﾛ)－第 A.18表 1.2ｍ上部垂直落下時における応力評価結果（3／3） 
 

№ 

 評価位置 

 初 期
締 付

応 力 

内 圧
による

応 力 

熱膨張
による

応 力 

衝 撃
応 力 

一次応力強さの評価 
（一次＋二次）応力 

強さの評価 疲  労  評  価 

Pm(PL) 2/3 Sy MS PL+Pb Sy MS 
PL+Pb 

+Q 
Sy MS 

PL+Pb 

+Q+F 
Sa N Na DF MS 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Q；二次応力 F；ピーク応力 Sa；繰返しピーク応力強さ N；使用回数 Na；許容繰返し回数 DF；疲れ累積係数 

Sy；設計降伏点  MS；余裕率 σｂ；曲げ応力 σｃ；圧縮応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 
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(9) コーナー落下 

コーナー落下は、傾斜落下の特殊な場合であり、(ﾛ)－第 A.67 図 に示すように、

輸送物の落下点と重心を結ぶ線が、剛平面に対して垂直な場合の落下である。 

(a) 緩衝材の変形量 

緩衝材の変形量と残量の関係を(ﾛ)－第 A.67図に示す。 

図より変形は、緩衝材のみで内容器まで達することはない。 

(ﾛ)－第 A.67図 1.2ｍコーナー落下時緩衝材変形に伴う内容器への干渉解析モデル 
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(b) 輸送容器及び収納物に生ずる応力 

(ﾛ)－第 A.15 表のコーナー落下時の設計加速度を垂直成分及び水平成分に分

解し、(ﾛ)－第 A.19表 に示す。 

 

(ﾛ)－第 A.19表 コーナー落下時の設計加速度 

（×ｇ） 

 

落 下 方 向 
落下方向加速度 

（Ｎ） 

垂直方向加速度 

（ＮＶ＝Ｎcosθ） 

水平方向加速度 

（ＮＨ＝Ｎsinθ） 

コーナー 
上 部

下 部

 

(ﾛ)－第 A.19 表より、各方向成分加速度は、垂直落下時及び水平落下時に生

ずる加速度より小さくなる。したがって、応力解析は省略する。 

なお、A.5.3(6)～(8)の項と異なる内容器蓋締付ボルトの解析については、次

頁に示す。 
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(ﾛ)－第 A.73 図に示すように、上部コーナー落下時、内容器蓋の回転モーメ

ントにより、内容器蓋締付ボルトには曲げ応力が生ずる。 

この時の曲げ応力は、 で最大となり次式で与えられる。 

σｍａｘ＝σＶ＋σＨ 

ここで、 

σｍａｘ；  〔Ｎ／mm2〕 

σＶ    ； 垂直成分加速度により生ずる応力 〔Ｎ／mm2〕 

σＨ    ； 水平成分加速度により生ずる応力 〔Ｎ／mm2〕 

ＮＶ    ； 垂直成分加速度       ＮＶ

ＮＨ    ； 水平成分加速度       ＮＨ

ｍ     ； 内容器蓋にかかる質量   ｍ 

ＬＶ    ； 垂直方向モーメントアーム ＬＶ

ＬＨ    ； 水平方向モーメントアーム ＬＨ

ｉ     ； 転倒支点Ｖから各ボルトまでの距離 〔mm〕 

′ｉ   ； 転倒支点Ｈから各ボルトまでの距離 〔mm〕 

 





 

 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
1
8
3 

(ﾛ)－第 A.20表 1.2ｍ上部コーナ落下時における応力評価結果（1／1） 
 

№ 

 評価位置 

 初 期

締 付
応 力 

内 圧

による
応 力 

熱膨張

による
応 力 

衝撃応力 一次応力強さの評価 
（一次＋二次）応力 

強さの評価 疲  労  評  価 

水平成分 垂直成分 Pm(PL) Sm MS PL+Pb 1.5Sm MS PL+Pb 
+Q 

3Sm MS PL+Pb 
+Q+F 

Sa N Na DF MS 

1  内容器蓋締付ボルト 

σｔ

σｂ

τ 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Q；二次応力 F；ピーク応力 Sa；繰返しピーク応力強さ N；使用回数 Na；許容繰返し回数 DF；疲れ累積係数 

Sm；設計応力強さ   Sy；設計降伏点  MS；余裕率 σｔ；ボルト軸方向応力  σｂ；曲げ応力  τ；せん断応力 

 

 

 

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 
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(b) 輸送容器及び収納物に生ずる応力 

(ﾛ)－第 A.15 表の下部傾斜落下時の設計加速度を、垂直成分及び水平成分に

分解し、(ﾛ)－第 A.21表 に示す。 

また、落下角度と加速度の関係を (ﾛ)－第 A.70図 に示す。 

(ﾛ)－第 A.21表 落下角度と加速度の関 係 

落下角度 

θ（度） 

加  速  度 （Ｇ） 

落下方向（Ｎ） 
垂 直 成 分 

（Ｎ・cosθ） 

水 平 成 分 

（Ｎ・sinθ） 

 5 

15 

30 

45 

60 

75 

85 

(ﾛ)－第 A.70図 1.2ｍ下部傾斜落下時落下角度と加速度の関係 

(ﾛ)－第 A.21 表より、各方向成分加速度は、垂直落下時及び水平落下時に生

ずる加速度より小さくなる。したがって、応力解析は省略する。 
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A.5.4 積み重ね試験 

本項では、輸送物に技術基準で定められた荷重を加えた場合に輸送物に生ずる応力

について解析する。 

各項での応力解析は、主応力を求めるものとし、応力分類及び応力強さの評価は

A.5.4(3)項に示す。 

(1) 圧縮荷重 

本項の試験条件において加えるべき荷重は、輸送物質量の 5倍の荷重Ｗ１と輸送

物の投影面積Ａに圧力 を乗じた荷重Ｗ２のいずれか大きい値と規定され

ている。 

本輸送物の場合、各々の荷重は次の値となる。 

Ｗ１＝5・ｍ０・ｇ 〔Ｎ〕 

Ｗ２  〔Ｎ〕 

ここで、 

ｍ０；輸送物質量          

Ａ ；輸送物の投影面積 

Ａ

Ｄ；輸送容器外径       Ｄ

ｇ；重力の加速度       ｇ

したがって、 

〔Ｎ〕 

〔Ｎ〕 

となり、Ｗ1＞Ｗ2となる。 

よって圧縮荷重Ｆは、Ｆ＝Ｗ1  〕とする。 

(2) 応力解析 

圧縮荷重を 24時間付加した場合の容器本体各部の応力について解析する。 

圧縮時における応力評価位置を (ﾛ)－第 A.73図 に示す。 
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ｍ5；外容器質量       ｍ5

ｍ6；外容器蓋質量      ｍ６

  

ｇ ；重力の加速度      ｇ ＝9.81 〔m/s2〕 

Ａ；内容器胴部の断面積 

Ａ＝
4
π
・（ｄ2

2－ｄ1
2） 

ｄ2；内容器胴部外径     ｄ2

ｄ1；内容器胴部内径     ｄ1

Ａ mm2〕 

したがって、次の値となる。 

σｚ＝ 〔Ｎ／mm２〕 
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(3) 許容応力の比較 

(ﾛ)－A.5.4 項の各解析項目に対する応力評価結果をまとめて (ﾛ)－第 A.23 表

に示す。 

この表から分かるように、個々の荷重が単独あるいは重畳作用しても設計基準

値に対する余裕率は正である。 

したがって、一般の試験条件下の積み重ね試験において、本輸送物の健全性は

維持される。 

 

 



 

 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
1
9
4 

 

 

(ﾛ)－第 A.23表 積み重ねにおける応力評価結果 
 

№ 

 評価位置 

 初 期
締 付

応 力 

内 圧
による

応 力 

熱膨張
による

応 力 

衝 撃 
 

応 力 

一次応力強さの評価 
（一次＋二次）応力 

強さの評価 疲  労  評  価 

Pm(PL) Sm MS PL+Pb 1.5Sm MS PL+Pb 
+Q 

3Sm MS PL+Pb 
+Q+F 

Sa N Na DF MS 

1 

内 容 器 蓋 部 

（中央点） 

内 

面 

σｒ 

σθ 

σｚ 

外 

面 

σｒ 

σθ 

σｚ 

2 内容器胴部 

σｒ 

σθ 

σｚ 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Q；二次応力 F；ピーク応力 Sa；繰返しピーク応力強さ N；使用回数 Na；許容繰返し回数 DF；疲れ累積係数 

Sm；設計応力強さ   Sy；設計降伏点   MS；余裕率  σｒ；径方向応力 σθ；周方向応力 σｚ；軸方向応力 
 
 

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 
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Ｅ1  〔Ｎ・mm〕 

となる。 

一方、棒が板厚 の外装鋼板を貫通するために必要な、エネルギーＥ２は次式で

与えられる。解析モデルを (ﾛ)－第 A.77図 に示す。 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.77図 せ ん 断 モ デ ル 

Ｅ2＝ ∫
t
o τｃｒ・π・d･（t-y）･dy 

ここで、 

τｃｒ；外装鋼板のせん断強さ 

τｃｒ＝  〔Ｎ／mm2〕 

Ｓu  ；設計引張強さ         Ｓu

ｄ  ；棒の直径           ｄ 

ｔ  ；外装鋼板の板厚        ｔ 

積分を行い数値を代入すると 

Ｅ2

Ｎ・mm〕 

となり、 

Ｅ1＝  

となるから、棒の落下によって外装鋼板が貫通することはない。 

以上に示したように棒の落下により密閉装置が影響をうけることはなく、本輸送物

の健全性が損なわれることはない。 
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A.5.6 角又は縁落下 

本要件は、重量が 50kg以下のファイバー板製又は木製の直方体形状のもの、重量が

100kg 以下のファイバー板製の円筒形状のものに対して適用され、本輸送物の重量は、

であり、本項に該当せず。 

 

A.5.7 結果の要約及びその評価 

一般の試験条件下における本輸送物の要約を各試験項目毎に記述する。 

(1) 1.2ｍ落下 

A.5.3 項より、1.2ｍ各ケースでの落下時の緩衝体の変形量は

となりその変形はいずれの落下姿勢において

も内容器には達しない。 

輸送物の衝撃加速度は となり、この時容器に発生する応力は

設計基準値以下であり、容器の健全性は保たれ、その密封性は維持される。 

(2) 他の要約 

自由落下時の圧力、振動、水吹き付け試験、積み重ね試験及び貫通に対する

評価において、密封境界である内容器は健全性を保ち、その密封性は維持され

る。 

(3) 許容応力との比較 

A.1.2(2)項の負荷の組合せ条件に基づき解析した結果、すべての項目につい

て A.1.2(1)項の設計基準を満足しており、密封境界である内容器は建全であり、

その密封性は維持される。 
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A.6 特別の試験条件 

本輸送物は、ＢＵ型輸送物である。したがって、技術基準に定められた特別の試験条

件は次のとおりである。 

(1) 落下試験 Ⅰ 

(1)の試験に引き続いて次の条件の下に置く。 

(2) 落下試験 Ⅱ 

(3) 耐火試験 

(4) 浸漬試験 

 

本項においては、上述の試験条件下での本輸送物へ与える影響について解析し、その

解析結果が特別の試験条件の設計基準を満足することを示す。 

 

A.6.1 強度試験・落下試験Ⅰ（9ｍ落下時）又は強度試験・落下試験Ⅲ（動的圧漬時） 

本項では、輸送物が 9ｍ落下した場合、輸送物が受ける影響について検討する。 

本項で検討する落下姿勢は、下記の 4姿勢とし、9ｍ落下においても本輸送物が健全

性を維持できることを示す。 

① 垂直落下  （上部、下部） 

② 水平落下 

③ コーナー落下 （上部、下部） 

④ 傾斜落下  （上部、下部） 

(a) 解析モデル 

各落下試験時に生ずる応力等は、解析によって示す。 

輸送物が 9ｍ落下した場合、その落下エネルギーは外容器の上部及び下部に取り

付けられた緩衝材の変形によって吸収される。 

本項ではこの時、輸送物に加わる衝撃力を評価し、輸送物に与える影響につい

て解析する。 

(b) 原型試験 

参考文献（25）に詳細を示す。 

(c) モデル試験 

採用しない。 
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本解析の目的は、次のとおりである。 

① 9ｍ落下による外容器の変形が密封境界である内容器に達することがなく、内容

器の密封性能が維持されること。 

② 9ｍ落下時の衝撃によって内容器が破損することがなく、内容器の密封性能が維

持されること。 

③ 収納物の破損がないこと。 

(1) 解析方法 

本輸送物について、9ｍ落下試験を行った場合、輸送容器の変形量及び容器本体、

燃料バスケット、収納物等に発生する応力の解析条件を以下に示す。 

(a) 変 形 量 

① 衝突面は剛体であるとし、輸送物の落下エネルギーは、緩衝材のみによっ

て全量吸収されるものとする。したがって、外容器の変形量は、緩衝材の変

形量となる。これは、鋼板及び断熱材による吸収を無視するため変形量を大

きくし安全側の評価となる。 

② 緩衝材により生ずる加速度及び変形量は、A.10.1 に示す緩衝材の緩衝性能

解析プログラム「ＣＡＳＨ－Ⅱ」を用いて計算する。 

(b) 応  力 

① 輸送物の落下エネルギーは、緩衝材と外容器本体及び外容器蓋を構成する

鋼板の変形により吸収される。 

② 応力解析に用いる設計加速度は、「ＣＡＳＨ－Ⅱ」の計算値（緩衝材によ

り生ずる加速度）を 1.2 倍（A.10.1 項に示すように実験結果との比較により

定めた値）した値に鋼板による加速度を加えたものとする。これは、輸送物

に生ずる衝撃力が、緩衝材による加速度にさらに鋼板による加速度が加わる

ため安全側の評価となる。 

設計加速度＝ＣＡＳＨ－Ⅱの計算結果×1.2＋鋼板による加速度 

③ 鋼板により生ずる加速度は、簡易計算により求める。 
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(2) 落下エネルギー 

解析に使用する輸送物の質量は、｢A.2 重量及び重心」に示したように、

である。よって、落下エネルギーは、次式で与えられる。 

Ｕa＝Ｕv＝ｍ・ｇ・ｈ 

ここで、 

Ｕa； 緩衝材の吸収エネルギー 〔Ｊ〕 

Ｕv； 輸送物の落下エネルギー 〔Ｊ〕 

ｍ ； 輸送物の質量   ｍ

ｈ ； 落下高さ     ｈ

ｇ ； 重力加速度    ｇ

したがって、次の値となる。 

〔Ｊ〕 

〔Ｎ・mm〕 

 

(3) 緩衝材性能解析プログラム「ＣＡＳＨ－Ⅱ」の計算結果 

緩衝材性能解析プログラム「ＣＡＳＨ－Ⅱ」による、緩衝材により生ずる加速

度及び緩衝材の変形量の計算結果を (ﾛ)－第 A.24表 に示す。 

なお、応力解析に用いる「ＣＡＳＨ－Ⅱ」の計算結果の 1.2 倍の加速度を同表に

示す。 

 

(4) 設計加速度 

(ﾛ)－第 A.24 表における計算コード「ＣＡＳＨ－Ⅱ」の解析値を 1.2 倍したも

のと、A.5.3(4)項で述べたものと同一の鋼板について、同一手法の解析で求めた

鋼板による加速度を (ﾛ)－第 A.25表 に示す。 

また、落下応力解析に用いる設計加速度を次式として計算し、同表に示す。 

設計加速度＝ＣＡＳＨ－Ⅱの計算結果×1.2＋鋼板による加速度 

 







(ﾛ)－Ａ－203 

A.6.1.1 垂直落下 

(1) 下部垂直落下 

9ｍ下部垂直落下による緩衝材の変形量は(ﾛ)－第 A.24 表より

加速度は(ﾛ)－第 A.25表より である。 

(a) 緩衝材の変形量 

9ｍ下部垂直落下により緩衝材に変形が生じても、その変形が内容器底部ま

で達しないことを示す。解析モデルを (ﾛ)－第 A.78図 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.78図 9ｍ下部垂直落下時緩衝材の変形に伴う内容器への干渉解析モデル 

 

(ﾛ)－第 A.78 図に示すように 9ｍ下部垂直落下後における緩衝材の残量δ

（mm）は、次式で与えられる。 

δ＝δｏ－δｖ 

ここで、 

δｏ；緩衝材の変形前の最少厚さ δｏ

δｖ；緩衝材変形量       δｖ

したがって、次の値となる。 

δ

よって、9ｍ下部垂直落下時の変形は、緩衝材のみで、内容器底部には達し

ない。 

(b) 輸送容器各部に生ずる応力 



(ﾛ)－Ａ－204 

(ﾛ)－A.5.3(7)項で述べたものと同一の評価位置について同一手法の解析

を行う。解析結果を評価結果と共に (ﾛ)－第 A.26表 に示す。 



 

 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
2
0
5 

 

(ﾛ)－第 A.26表 9ｍ下部垂直落下時における応力評価結果（1／3） 

 

№ 

 評価位置 

 

初期締付応力 内圧による応力 衝 撃 応 力 

一 次 応 力 強 さ の 評 価 

Pm(PL) 2/3Su MS PL＋Pb Su MS 

1  内 容 器 胴 部 

σｒ

σθ

σｚ

2  内 容 器 底 板 

内 

面 

σｒ

σθ

σｚ

外 

面 

σｒ

σθ

σｚ

3  内 容 器 蓋 

内 

面 

σｒ

σθ

σｚ

外 

面 

σｒ

σθ

σｚ

4  内容器蓋締付ボルト 

σｔ

σｂ

τ 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Sy；設計降伏点 Su；設計引張強さ MS；余裕率 σｒ；径方向応力 σθ；周方向応力 σｚ；軸方向応力 

τ；せん断応力  σｂ；曲げ応力  σｔ；ボルト軸方向応力 

 

 

 

 

 

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 



 

 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
2
0
6 

 

 

(ﾛ)－第 A.26表 9ｍ下部垂直落下時における応力評価結果（2／3） 

 

№ 

 評価位置 

 

初期締付応力 内圧による応力 衝 撃 応 力 

一 次 応 力 強 さ の 評 価 

Pm(PL) 2/3 Sy MS PL＋Pb Sy MS 

1 
ＫＵＲ標準 

 
τ 

2 
ＫＵＲ特殊 

 
τ 

3 
ＫＵＲ半装 

 
τ 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Sy；設計降伏点 MS；余裕率  τ；せん断応力 

 

 

  

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 



 

 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
2
0
7 

 

(ﾛ)－第 A.26表 9ｍ下部垂直落下時における応力評価結果（3／3） 
 

№ 

 評価位置 

 

初期締付応力 内圧による応力 衝 撃 応 力 

一 次 応 力 強 さ の 評 価 

Pm(PL) 2/3 Sy MS PL＋Pb Sy MS 

 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Q；二次応力 F；ピーク応力 Sa；繰返しピーク応力強さ N；使用回数 Na；許容繰返し回数 DF；疲れ累積係数 

Sy；設計降伏点  MS；余裕率 σｂ；曲げ応力 σｃ；圧縮応力 

 

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 





 

 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
2
0
9 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.27表 9ｍ上部垂直落下時における応力評価結果（1／3） 

 

№ 

 評価位置 

 

初期締付応力 内圧による応力 衝 撃 応 力 

一 次 応 力 強 さ の 評 価 

Pm(PL) 2/3Su MS PL＋Pb Su MS 

1  内 容 器 胴 部 

σｒ

σθ

σｚ

2  内 容 器 底 板 

内 

面 

σｒ

σθ

σｚ

外 

面 

σｒ

σθ

σｚ

3  内 容 器 蓋 

内 

面 

σｒ

σθ

σｚ

外 

面 

σｒ

σθ

σｚ

4  内容器蓋締付ボルト 

σｔ

σｂ

τ 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Sy；設計降伏点 Su；設計引張強さ MS；余裕率 σｒ；径方向応力 σθ；周方向応力 σｚ；軸方向応力 

σｔ ン部の応力 σｂ；曲げ応力 

 

 

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 



 

 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
2
1
0 

 

 

(ﾛ)－第 A.27表 9ｍ上部垂直落下時における応力評価結果（2／3） 

 

№ 

 評価位置 

 

初期締付応力 内圧による応力 衝 撃 応 力 

一 次 応 力 強 さ の 評 価 

Pm(PL) 2/3 Sy MS PL＋Pb Sy MS 

1 
ＫＵＲ標準 

 
τ 

2 
ＫＵＲ特殊 

 
τ 

3 
ＫＵＲ半装 

(  
τ 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Sy；設計降伏点 MS；余裕率  τ；せん断応力 

 

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 



 

 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
2
1
1 

 

 

 

 (ﾛ)－第 A.27表 9ｍ上部垂直落下時における応力評価結果（3／3） 
 

№ 

 評価位置 

 

初期締付応力 内圧による応力 衝 撃 応 力 

一 次 応 力 強 さ の 評 価 

Pm(PL) 2/3 Sy MS PL＋Pb Sy MS 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Q；二次応力 F；ピーク応力 Sa；繰返しピーク応力強さ N；使用回数 Na；許容繰返し回数 DF；疲れ累積係数 

Sy；設計降伏点  MS；余裕率 σｂ；曲げ応力 σｃ；圧縮応力 

 

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 



(ﾛ)－Ａ－212 

A.6.1.2 水平落下 

9ｍ水平落下による緩衝材の変形量は(ﾛ)－第 A.24表より ）、加速度は(ﾛ)

－第 A.25表より である。 

(1) 緩衝材の変形量 

9ｍ水平落下により緩衝材に変形が生じても、その変形が内容器まで達しない

ことを示す。解析モデルを (ﾛ)－第 A.80図 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.80図 9ｍ水平落下時緩衝材の変形に伴う内容器への干渉解析モデル 

 

(ﾛ)－第 A.80図に示すように 9ｍ水平落下後における緩衝材の残量δ（mm）は、

次式で与えられる。 

δ＝δｏ－δＨ 

ここで、 

δｏ；緩衝材の変形前の最少厚さ δｏ

δＨ；緩衝材変形量       δＨ

したがって、次の値となる。 

  

よって、9ｍ水平落下時の変形は、緩衝材のみで、内容器には達しない。 

 

(2) 輸送容器及び収納物に生ずる応力 

(ﾛ)－A.5.3(6)項で述べたものと同一の評価位置について同一手法の解析を行

う。解析結果を評価結果と共に (ﾛ)－第 A.28表 に示す。 



 

 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
2
1
3 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.28表 9ｍ水平落下時における応力評価結果（1／3） 

 

№ 

 評価位置 

 

初期締付応力 内圧による応力 衝 撃 応 力 

一 次 応 力 強 さ の 評 価 

Pm(PL) 2/3Su MS PL＋Pb Su MS 

1  内 容 器 胴 部 

σｒ

σθ

σｚ

2  内 容 器 底 板 

σｒ

σθ

σｚ

τ 

3  内 容 器 上 端 部 

σｒ

σθ

σｚ

τ 

4  内容器蓋締付ボルト 

σｔ

σｂ

τ 

5  バスケット σｂ

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Sy；設計降伏点 Su；設計引張強さ MS；余裕率 σｒ；径方向応力 σθ；周方向応力 σｚ；軸方向応力 

σｔ；ボルト軸方向応力  σｂ；曲げ応力  τ；せん断応力 

  

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 



 

 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
2
1
4 

 

 

(ﾛ)－第 A.28表 9ｍ水平落下時における応力評価結果（2／3） 

 

№ 
 評価位置 

 
初期締付応力 内圧による応力 衝 撃 応 力 

軸平均圧縮応力 一次応力強さの評価 

σc σcr MS PL＋Pb Sy MS 

1 
 ＫＵＲ標準 

） 

面 方 向 σｂ 

平行方向 σｃ 

2 
ＫＵＲ特殊 面 方 向 σｂ 

平行方向 σｃ 

3 
 ＫＵＲ半装 

(

面 方 向 σｂ 

平行方向 σｃ 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Sy；設計降伏点 MS；余裕率 σcr；限界座屈応力 σc；軸平均圧縮応力 

*1；軸平均圧縮応力 

 

  

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 



 

 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
2
1
5 

 

 
(ﾛ)－第 A.28表 9ｍ水平落下時における応力評価結果（3／3） 

 

№ 評価位置  初期締付応力 内圧による応力 衝 撃 応 力 

一 次 応 力 強 さ の 評 価 

Pm(PL) 2/3 Sy MS PL＋Pb Sy MS 

 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Q；二次応力 F；ピーク応力 Sa；繰返しピーク応力強さ N；使用回数 Na；許容繰返し回数 DF；疲れ累積係数 

Sy；設計降伏点  MS；余裕率 σｂ；曲げ応力 σｃ；圧縮応力 

 

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 



(ﾛ)－Ａ－216 

A.6.1.3 コーナー落下 

(1) 緩衝材の変形量 

緩衝材の変形量と残量の関係を (ﾛ)－第 A.81図 に示す。 

図より変形は、緩衝材のみで内容器まで達することはない。 

(ﾛ)－第 A.81図 9ｍコーナー落下時緩衝材の変形に伴う内容器への干渉解析モデル 

 



(ﾛ)－Ａ－217 

(2) 輸送容器及び収納物に生ずる応力 

(ﾛ)－第 A.25 表のコーナー落下時の設計加速度を垂直成分及び水平成分に分

解し、(ﾛ)－第 A.29表 に示す。 

(ﾛ)－第 A.29表 コーナー落下時の設計加速度 

（×ｇ） 

落 下 方 向 
落下方向加速度 

（Ｎ） 

垂直方向加速度 

（ＮＶ＝Ｎcosθ） 

水平方向加速度 

（ＮＨ＝Ｎsinθ） 

コーナー 
上 部

下 部

 

(ﾛ)－第 A.29表より、各方向成分加速度は、垂直落下時及び水平落下時に生ず

る加速度より小さくなる。したがって、応力解析は省略する。 

なお、内容器蓋締付ボルトについては、(ﾛ)－A.5.3(9)と同一手法の解析を行

い、解析結果を評価結果と共に (ﾛ)－第 A.30表 に示す。 

 

 

  



 

 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
2
1
8 

 

(ﾛ)－第 A.30表 9ｍ上部コーナー落下時における応力評価結果（1／1） 

 

№ 
 評価位置 

 
初期締付応力 

内圧による 

応   力 

衝 撃 応 力 一 次 応 力 強 さ の 評 価 

水平成分 垂直成分 Pm(PL) 2/3 Sy MS PL＋Pb Sy MS 

1  内容器蓋締付ボルト 

σｔ

σｂ

τ 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Sy；設計降伏点 MS；余裕率   σｔ；ボルト軸方向応力  σｂ；曲げ応力  τ；せん断応力 

 

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 





(ﾛ)－Ａ－220 

 

(b) 輸送容器及び収納物に生ずる応力 

(ﾛ)－第 A.25 表の下部傾斜落下時の設計加速度を、垂直成分及び水平成分

に分解し、(ﾛ)－第 A.31表 に示す。 

また、落下角度と加速度の関係を (ﾛ)－第 A.83図 に示す。 

    (ﾛ)－第 A.31表 落下角度と加速度の関係 

 

落下角度 

θ（度） 

加  速  度 （Ｇ） 

落下方向（Ｎ） 
垂 直 成 分 

（Ｎ・cosθ） 

水 平 成 分 

（Ｎ・sinθ） 

 5 

15 

30 

45 

60 

75 

85 

 

(ﾛ)－第 A.83図 9ｍ下部傾斜落下時落下角度と加速度の関係 

(ﾛ)－第 A.31 表より、各方向成分加速度は、垂直落下時及び水平落下時に

生ずる加速度より小さくなる。したがって、応力解析は省略する。 



(ﾛ)－Ａ－221 

 

(2) 上部傾斜落下 

(a) 緩衝材の変形量 

上部傾斜落下時における落下角度と変形量の関係を (ﾛ)－第 A.84図 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

番  号 落下角度 緩衝材変形前 

最 少 厚 さ       

緩衝材変形量 緩衝材残量       

①  5° 

② 15° 

③ 30° 

④ 45° 

⑤ 60° 

⑥ 75° 

⑦ 85° 
 

(ﾛ)－第 A.84図 9ｍ上部傾斜落下時緩衝材の変形に伴う内容器への干渉解析モデル 

 

(ﾛ)－第 A.84 図より上部傾斜落下時の変形は、緩衝材のみで内容器まで達

することはない。 



(ﾛ)－Ａ－222 

 

(b) 輸送容器及び収納物に生ずる応力 

(ﾛ)－第 A.25 表の上部傾斜落下時の設計加速度を、垂直成分及び水平成分

に分解し、(ﾛ)－第 A.32表 に示す。 

また、落下角度と加速度の関係を (ﾛ)－第 A.85図 に示す。 

(ﾛ)－第 A.32表 落下角度と加速度の関係 

 

落下角度 

θ（度） 

加  速  度 （Ｇ） 

落下方向（Ｎ） 
垂 直 成 分 

（Ｎ・cosθ） 

水 平 成 分 

（Ｎ・sinθ） 

 5 

15 

30 

45 

60 

75 

85 

(ﾛ)－第 A.85図 9ｍ上部傾斜落下時落下角度と加速度の関係 

(ﾛ)－第 A.32 表より、各方向成分加速度は、垂直落下時及び水平落下時に

生ずる加速度より小さくなる。したがって、応力解析は省略する。 



(ﾛ)－Ａ－223 

 

A.6.1.5 結果の要約 

ここでは、強度試験・落下試験Ⅰによる本輸送物の変形の状態について述べる。

解析では、変形が内容器に達するか否かを評価する。 

各落下による変形量を (ﾛ)－第 A.33表 に示す。 

(ﾛ)－第 A.33表 落下試験Ⅰにおける変形量と加速度 

 

項 目 

落下方向 

緩 衝 材       

解 析 位 置       

 

緩衝材変形前 

最 少 厚 さ       

（mm） 

緩衝材変形量 

 

（mm） 

緩衝材残量       

 

（mm） 

設計加速度       

 

×ｇ（m/s2） 

垂 直 落 下 
上 端 部 

下 端 部 

水 平 落 下 円 筒 部 

コーナー落下 
上コーナー部 

下コーナー部 

傾 斜 

落 下 

 5° 
上コーナー部 

下コーナー部 

15° 
上コーナー部 

下コーナー部 

30° 
上コーナー部 

下コーナー部 

45° 
上コーナー部 

下コーナー部 

60° 
上コーナー部 

下コーナー部 

75° 
上コーナー部 

下コーナー部 

85° 
上コーナー部 

下コーナー部 
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(ﾛ)－第 A.33 表で明らかなように、各落下時における変形は、緩衝材のみで内容

器まで達することはない。 

また、(ﾛ)－第 A.26 表、(ﾛ)－第 A.27 表、(ﾛ)－第 A.28 表及び(ﾛ)－第 A.30 表に

示すように、各落下方向に対して、輸送容器及び収納物に生ずる応力は基準値以下

であり破損することはない。 

したがって、遮蔽性能及び密封性能は損われない。 
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A.6.2 強度試験・落下試験Ⅱ（1ｍ落下時） 

本項では、落下試験Ⅰに引き続いて落下試験Ⅱがおこるとして解析する。 

輸送物が 1ｍの高さから直径 150mm の軟鋼棒上へ落下した場合、輸送物が受ける影響

について検討する。 

本項で検討する落下姿勢は次の 3姿勢とし、その解析モデルを (ﾛ)－第 A.86図 に示

す。 

① 上部垂直落下（外容器蓋直撃） 

② 下部垂直落下（外容器底板直撃） 

③ 水 平 落 下      （外容器胴部直撃） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 水平落下（外容器胴部） 

 (ﾛ)－第 A.86図 落下試験Ⅱの解析モデル 
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(1) 貫  通 

本項では、(ﾛ)－第 A.86 図に示す各評価位置が落下試験Ⅱにより、貫通しない

ことを示す。 

解析にあたっては、安全側に評価するため落下エネルギーが総て、外容器外装

鋼板の変形エネルギーに費やされるものとし、内部の緩衝材、断熱材等の影響は

無視するものとする。 

(a) 外容器蓋が軟鋼棒に直撃する場合（上部垂直落下） 

(ﾛ)－第 A.80図(a)に示すように、外容器蓋が軟鋼棒に直撃する場合、本輸送

物の落下エネルギーＵｏは次式で与えられる。 

Ｕｏ＝ｍｇＨ 

ここで、 

ｍ；輸送物質量  ｍ

Ｈ；落下高さ   Ｈ

ｇ；重力加速度  ｇ

したがって、下記の値となる。 

  

この落下エネルギー（Ｕｏ）が、外容器蓋鏡板部の変形エネルギー（Ｕ）に等

しいとして、変形量（δ）を求める。 

Ｕ＝σｓ・Ｖ 

ここで、 

σｓ；鏡板の変形応力（常温）    

Ｖ ；鏡板の変形する部分の体積 

Ｖ＝{π（ｄ＋ｔ）ｔ}・δ 〔mm3〕 

ｄ ；軟鋼棒の直径   ｄ

ｔ ；鏡板の厚さ    ｔ

δ ；変形量 〔mm〕 

したがって、落下エネルギー（Ｕｏ）と変形エネルギー（Ｕ）は等しいとし、 

より、  δ
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落下試験Ⅰによる変形量 ）を加えると ）になる。また、

断熱材の変形前の最小厚さは であるから、変形後の断熱材の残量は

である。したがって、変形は内容器まで達することはない。 

外容器蓋鏡板の貫通強度は、落下試験Ⅱによる変形歪が材料の伸び以下であ

れば貫通は生じないものとして評価する。 

解析モデルを (ﾛ)－第 A.92図 に示す。 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.87図 落下試験Ⅱ貫通強度解析モデル 

(ﾛ)－第 A.87図に示すように、外容器鏡板の落下試験Ⅱによる伸び量（Δ）は、

次式で与えられる。 

Δ＝´－ 

ここで、 

´；変形後の長さ ´

 ；変形前の長さ  

δ ；変形量    δ 

ｄ ；軟鋼棒直径  ｄ 

したがって  

Δ

この伸び量が生じた場合の歪（ε）は、 

ε＝


∆

となり、鏡板の歪は である。外容器蓋鏡板は であり、貫通す

るまでの伸びが 以上なので、貫通することはない。 
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また、この時の変形歪（ε）は前記と同様、次式で与えられる。 

ε＝


∆

ここで、 

Δ；伸び量 〔mm〕 

  ；変形前の長さ 〔mm〕 

δ ；変形量      δ

ｄ ；軟鋼棒直径    ｄ

したがって、 

ε

となり、胴板の歪は ）である。外容器胴板は であり、貫通す

るまでの伸びが 以上なので、貫通することはない。 

(2) 輸送容器に関する検討 

１ｍ落下試験時輸送容器に生ずる加速度を求める。 

(a) 上部垂直落下時 

(ﾛ)－第 A.86図(a)に示すように、外容器蓋が軟鋼棒に直撃する場合に輸送物

に生ずる加速度Ｎは、(ﾛ)－第 A.85 図に示す解析モデルにより、次式で与えら

れる。 

Ｎ＝
m
F
 〔m/s2〕 

ここで、 

Ｆ ；鏡板変形時反力 

Ｆ＝σＳ・π・（ｄ＋ｔ）・ｔ 〔Ｎ〕 

σｓ；鏡板の変形応力  σｓ

ｄ ；軟鋼棒の直径   ｄ 

ｔ ；鏡板の厚さ    ｔ 

ｍ ；輸送物の質量   ｍ 
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したがって、次の値となる。 

Ｎ

 

(b) 下部垂直落下時 

(ﾛ)－第 A.86図(b)に示すように、外容器底板が軟鋼棒に直撃する場合に輸送

物に生ずる加速度Ｎは鏡板の厚み及び材質が前項と同じため となる。 

 

(c) 水平落下時 

(ﾛ)－第 A.86図(c)に示すように、外容器胴部が軟鋼棒に直撃する場合に輸送

物に生ずる加速度Ｎは、 (ﾛ)－第 A.92 図に示す解析モデルにより、次式で与え

られる。 

Ｎ＝
m
F
 〔m/s2〕 

ここで、 

Ｆ ；胴板変形時反力 

Ｆ＝σｓ・π・（ｄ＋ｔ）・ｔ 〔Ｎ〕 

σｓ；胴板の変形応力  σｓ

ｄ ；軟鋼棒の直径   ｄ ＝

ｔ ；胴板の厚さ    ｔ ＝

ｍ ；輸送物の質量   ｍ ＝

したがって、次の値となる。 

Ｎ

上記の解析結果は、特別の試験条件下における設計加速度（(ﾛ)－第 A.33 表

より よりも小

さい。したがって、本項では応力解析を省略する。 
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A.6.2.1 結果の要約 

強度試験・落下試験Ⅱの解析結果及び評価結果を (ﾛ)－第 A.34表 に示す。 

(ﾛ)－第 A.34表 落下試験Ⅱにおける貫通の評価結果 

(1) 変 形 量 

№ 評価位置 
変形前断熱材 

最少厚さ（mm） 

落下試験Ⅰ 

変形量（mm） 

落下試験Ⅱ 

変形量（mm） 

残  量 

（mm） 

１ 外容器蓋部 

２ 外容器底部 

３ 外容器胴部 

 

(2) 変 形 歪 

№ 評価位置 設計基準 設計基準値 解析結果 余裕率 

１ 外容器蓋部 

２ 外容器底部 

３ 外容器胴部 

 

(3) 加 速 度 

№ 評価位置 設計基準 設計基準値 解析結果 余裕率 

１ 外容器蓋部 

２ 外容器底部 

３ 外容器胴部 

(ﾛ)－第 A.34 表に示すように、各評価位置の落下試験Ⅱにおける変形歪は、設計

基準値である の伸びを下回っているので、貫通は生じず、この時の変形は

内容器本体まで達することはない。 

また、落下試験Ⅱで生ずる加速度は一般の試験条件下における加速度より小さい。 

したがって、最大破損を受ける落下条件下においても、輸送容器の密封性能、遮

蔽性能に影響を与えることはない。 

内容器本体及び収納物においても、落下試験Ⅰで生ずる加速度よりも小さいので

損傷することはない。 
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A.6.3.2 熱 膨 張 

本項では、内容器内面と燃料バスケット外面の熱膨張差により生ずる応力につい

て述べる。 

燃料バスケットと内容器の温度上昇は、(ﾛ)－第 A.35 表のとおり

となるが、バスケットの下部は内容器に固定されていないため燃料バスケットと内

容器には、熱膨張差による応力は発生しない。 

 

A.6.3.3 許容応力との比較 

(1) 応力計算 

設計圧力により輸送物各部に生ずる応力について、A.5.1.3項と同一位置につ

いて同一手法で解析する。 

この時の輸送物各部の温度は、(ﾛ)－第 A.35表に示した温度を用いる。 

(2) 内容器蓋Ｏリング部変位 

設計圧力により、内容器蓋Ｏリング部の変位について、A.5.1.3(1)Ⓓ項と同

一位置について同一手法で解析する。 

(3) 応力解析及び評価結果 

各解析項目について得られた応力解析結果に対する応力評価結果をまとめ

て、(ﾛ)－第 A.37表 に示す。 

この結果より、特別の試験条件（熱的試験）下において、本輸送物の健全性

は維持される。 

 



 

 

 

(
ﾛ
)
－

Ａ
－
2
3
4 

 

(ﾛ)－第 A.37表 特別の試験条件（熱的試験）下における応力解析及び評価結果（1／1） 

 

№ 

 評価位置 

 

初期締付応力 内圧による応力 熱膨張による応力 

一 次 応 力 強 さ の 評 価 

Pm(PL) 2/3Su MS PL＋Pb Su MS 

1  内 容 器 胴 部 

σｒ

σθ

σｚ

2  内 容 器 底 板 

内 

面 

σｒ

σθ

σｚ

外 

面 

σｒ

σθ

σｚ

3  内容器蓋中央部 

内 

面 

σｒ

σθ

σｚ

外 

面 

σｒ

σθ

σｚ

4  内容器蓋締付ボルト σｔ

5 
 内 容 器 蓋 

   Ｏ リ ン グ 部 変 位 

Pm；一次一般膜応力 PL；一次局部膜応力 Pb；一次曲げ応力 Sy；設計降伏点 Su；設計引張強さ MS；余裕率  σｒ；径方向応力 σθ；周方向応力 σｚ；軸方向応力 

σｔ；ボルト軸方向応力 

応力及び応力強さの単位 

；Ｎ／mm２ 

応力及び応力強さ 
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Ⓐ 内容器胴部 

外圧力を受ける内容器胴部は、座屈と胴中央部に生ずる応力について評価する。 

(a) 座  屈 

内容器胴部が、外圧力を受ける場合の許容座屈圧力解析モデルを (ﾛ)－第 A.89

図 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.89図 内容器胴部の許容座屈圧力解析モデル 

(ﾛ)－第 A.89 図に示す内容器胴部の許容座屈圧力Ｐｅは次式 (2)で与えられる。

なお、現在の適切な出典 (24)においても、当該の許容座屈応力Ｐｅを求める式及

び図は適用されている。 

Ｐｅ＝
oD3
tB4 ⋅
 

ここで、 

Ｐｅ； 許容座屈圧力 〔MPa〕 

Ｄｏ； 内容器胴部外径          Ｄｏ

ｔ ； 内容器胴部板厚          ｔ 

Ｂ ； (ﾛ)－第 A.87図 より求まる値    Ｂ 

  ； 内容器胴部長さ            

したがって、 

Ｐｅ MPa〕 
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となり、内容器胴部の受ける外圧力Ｐ に対する余裕率 MSは次の値

となる。 

MS

よって、内容器胴部は外圧力により座屈することはない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

1．中間の値は、比例法によって計算する。 

2．この図の使用方法は、次のとおりとする。 

《外面に圧力を受ける円筒形の場合》 

(ｲ) 縦軸に 1／Ｄｏの値をとる。 

(ﾛ) 使用する板の厚さｔを仮定してＤｏ／ｔの値を算定する。 

(ﾊ) 1／Ｄｏの点から水平線を引き、Ｄｏ／ｔに対応する曲線との交点を求める。 

(ﾆ) (ﾊ)により求めた交点を通る垂直線を引き、これと使用温度に対応する曲線との

交点を求める。 

(ﾎ) (ﾆ)により求めた交点から水平線を引き、縦軸との交点としてＢを求める。 

 

(ﾛ)－第 A.90図 外圧を受ける円筒胴の形状曲線 (2) 
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(b) 内容器胴中央部 

外圧を受ける内容器胴中央部に生ずる応力解析モデル図を (ﾛ)－第 A.91 図

に示す。内容器胴中央部に生ずる応力σは薄肉円筒として、次式で与えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.91図 内容器胴中央部応力解析モデル 

 

σθ＝－
t2

DP m⋅
 

σｚ＝－
t4

DP m⋅
 

σｒ＝－
2
P
 

ここで、 

σθ； 周方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ； 軸方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σｒ； 径方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

Ｐ ； 外圧力           Ｐ

Ｄｍ； 内容器胴部平均径 Ｄｍ＝Ｄ＋ｔ

ｔ ； 内容器胴部板厚       ｔ

Ｄ ； 内容器胴部内径       Ｄ
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したがって、以下の値となる。 

σθ 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ 〔Ｎ／mm2〕 

σｒ 〔Ｎ／mm2〕 

Ⓑ 内容器底板 

外圧を受ける内容器底板の応力解析モデル図を (ﾛ)－第 A.92図 に示す。 

(ﾛ)－第 A.97 図に示す周辺固定円板とした場合の固定部分に生ずる応力σは次

式で与えられる。 

σθ

σｒ

σｚ (ﾛ)－第 A.92図 内容器底板応力解析モデル 

ここで、 

σθ； 周方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σｒ； 径方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ； 軸方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

Ｐ ； 外圧力           Ｐ

ａ ； 内容器底板半径       ａ

ｈ ； 内容器底板板厚       ｈ

したがって、以下の値となる。 

σθ

σｒ

σｚ

応力の複号は上が外面、下が内面を表す。 
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Ⓒ 内容器蓋 

外圧力を受ける内容器蓋に生ずる応力解析モデル図を (ﾛ)－第 A.93 図 に示す。 

(ﾛ)－第 A.93図に示す周辺単純支持円板に生ずる応力σ（Ｎ／mm２）は中央部で

最大となり次式で与えられる。 

σθ

σｚ

 

 

 

ここで、       (ﾛ)－第 A.93図 内容器蓋中央部応力解析モデル 

σθ； 周方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σｒ； 径方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ； 軸方向応力 〔Ｎ／mm2〕 

Ｐ ； 外圧力           Ｐ

ａ ； 内容器蓋支持点半径     ａ

ｈ ； 内容器蓋板厚        ｈ

したがって、次の値となる。 

σθ＝ 〔Ｎ／mm2〕 

σｚ＝ 〔Ｎ／mm2〕 

応力の複号は上が外面、下が内面を表す。 
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Ⓓ 内容器蓋Ｏリング部の変位 

外圧力を受ける内容器蓋Ｏリング部変位解析モデルを (ﾛ)－第 A.94 図 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.94図 外圧力による内容器蓋Ｏリング部変位解析モデル 

 

(ﾛ)－第 A.94 図に示すように、等分布荷重を受ける周辺支持円板において、支

持点よりだけ離れたところの、外側Ｏリング部の変位ωは次式で与えられる。 

ω＝θ・＝
)1(D8

aP 3

ν+⋅
⋅a⋅

× 〔mm〕 

ここで、 

ω ； 外側Ｏリング部の変位 〔mm〕 

θ ； 支点におけるたわみ角 〔rad〕  

θ＝
)1(D8

aP 3

ν+⋅
⋅a⋅

 

Ｐ ； 外圧力             Ｐ

α ； 安全係数            α

ａ ； 内容器蓋中心から支点までの距離 ａ

Ｒ ； 内容器蓋の半径         Ｒ
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Ｄ ； 曲げ剛性 〔Ｎ・mm〕 

Ｄ

Ｅ ； 内容器蓋の縦弾性係数      Ｅ

ｔ ； 内容器蓋の最少板厚       ｔ

ν ； ポアソン比           ν

  ； 支点から外側Ｏリングまでの距離  

したがって 次の値となる  

ω

この値は、Ｏリングの初期締め代δ より十分小さく、外圧力により密封

性能が損なわれることはない。 
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結果の要約と検討 

Ⓐ～Ⓓ項の結果をまとめて (ﾛ)－第 A.38表 に示す。 

(ﾛ)－第 A.38表 15ｍ浸漬試験時における応力評価結果 

 
     応力及び 

応力強さ 

位 置 

応  力 

一次応力強さ 

Ｐm(PL) 2／3Su MS PL＋Pb Su MS 

内容器 

胴中央部 

σｒ 

σθ 

σｚ 

内容器 

底 板 

内面 

σｒ 

σθ 

σｚ 

外面 

σｒ 

σθ 

σｚ 

内容器 

蓋 

内面 

σｒ 

σθ 

σｚ 

外面 

σｒ 

σθ 

σｚ 

内容器胴部の座屈 

内容器蓋Ｏリング部 

の変位 

（注）応力及び応力強さの単位 ；Ｎ／mm2 

 

以上の結果により本輸送物は 15ｍ浸漬試験条件下において、密封性能が損なわれること

なく、密封性能の健全性は維持される。 
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A.6.5 結果の要約及びその評価 

特別の試験について解析により検討を行った。強度試験では、落下試験Ⅰにおいて、

外容器は変形するものの、変形は内容器に達しない。 

落下試験Ⅱにおいて、外容器は局所的に変形するものの、変形は内容器及び密封境

界に達しない 

また、この時内容器各部に発生する応力は許容応力以下であり、密封境界は破損せ

ず、密封性は損なわれない。 

引き続き行われる熱的試験でも、内容器各部に発生する応力は、許容応力以下であ

り、密封境界は破損せず、密封性は損なわれない。 

浸漬試験においても内容器は の外圧力に耐え健全である。 

なお、燃料要素及び は強度試験において発生する応力が許容応力以下であり

破損しない。 

外容器、内容器及び収納物の評価の結果は、Ｂ・熱解析、Ｃ・密封解析、Ｄ・遮蔽

解析、Ｅ・臨界解析に用いられる。 

Ｂ・熱解析、Ｃ・密封解析、Ｄ・遮蔽解析、Ｅ・臨界解析においては、Ａ・構造解

析の結果を次のように考慮した。 

(1) 熱 解 析 

輸送容器の熱解析上重要な箇所は、内容器及び内容器蓋部である。 

また、内容器蓋は外容器蓋で覆われている。 

構造解析における上部緩衝材の変形量は、垂直落下において 、水平落下

において であるが、変形前の厚みはそれぞれ あるので内容

器に達せず、輸送容器は健全である。 

また、落下試験Ⅱにより外容器には貫通が生じない。 

また、外容器蓋は外れることなく、断熱材としての機能は十分有している。 

したがって、熱解析では内容器は変形せず、断熱材及び緩衝材の残存厚さは、

安全側に定めるものとする。 

(2) 密封解析 

構造解析において輸送容器の密封装置は健全性を有し、また燃料要素は破損せ
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ず健全性を有する。 

密封解析では、この結果を用いて放射性物質の漏えい評価を行う。 

(3) 遮蔽解析 

遮蔽解析では、外容器、内容器及び燃料要素の破損が解析結果に影響する。 

構造解析における上部及び下部緩衝材の厚みは で

あるので、変形は内容器に達せず、輸送容器は健全である。 

落下試験Ⅱにより、外容器は局所的に変形するが、内容器は変形しない。 

したがって、遮蔽解析では内容器は変形しないものとし、安全側に評価するた

め外容器並びに断熱材及び緩衝材はないものとした。 

(4) 臨界解析 

臨界解析では、遮蔽解析と同様、内容器は変形しないものとし、安全側に評価

するため、外容器並びに断熱材及び緩衝材はないものとした。 

 

A.7 強化浸漬試験 

本輸送物の最大放射能量は A2値の 10万倍以下であり、該当しない。 

 

A.8 放射性収納物 

本輸送物の放射性収納物である燃料要素及 は、(ｲ)－Ｄで説明された通りであ

る。 

燃料要素及び の強度解析は、一般の試験条件下及び特別の試験条件下において、

輸送容器と等しい衝撃加速度を受けるものとして行っている。その結果、一般及び特別

の試験条件下において、燃料要素及び に発生する応力は許容応力以下であり、燃

料要素及 は破損しない。 
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 2. 積み重ね試験 

A.5.4と同一であり、臨界体系である内容器に損傷はない。 

 3.貫通試験 

A.5.5と同一であり、臨界体系である内容器に損傷はない。 

 

以上の結果より、一般の試験条件下の輸送物の損傷状態は (ﾛ)－第 A.39 表 のよう

にまとめられる。本輸送物は、(ﾛ)－第 A.40 表 に示すように、一般の試験条件にお

いて、規則及び告示に定められている核分裂性輸送物としての要件を満足する。 

 

(ﾛ)－第 A.39表 核分裂性輸送物に係る一般の試験条件下の輸送物の損傷状態 

 

試験条件 輸送物の損傷状態 備      考 

水吹き付け 損傷なし ――― 

1.2ｍ落下 
外容器、緩衝材 

及び断熱材の変形 

外容器、緩衝材及び断熱材は臨界解析

で無視する。アイプレートも変形する

可能性があるが、これらは臨界解析で

無視する。 

落下衝撃加速度、輸送容器各部の応力

等は9ｍ落下試験時の結果を超えない。 

積み重ね 損傷なし ――― 

貫通 損傷なし ――― 
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(ﾛ)－第 A.40表 核分裂性輸送物に係る一般の試験条件における適合性評価 

 

核分裂性輸送物としての要件 評      価 

構造部に一辺 10cm の立方体を包含す

るようなくぼみが生じないこと。 

外容器、緩衝材及び断熱材が変形するが、臨

界評価体系である内容器には、一辺が 10cm

の立方体を包含するようなくぼみの変形は

生じない。 

外接する直方体の各辺が 10cm 以上であ

ること。 

臨界評価体系である内容器の外寸法は、 

であり、外接する直

方体の各辺は 10cm 以上あり、臨界解析に影

響を及ぼす様な形状の変化はない。 
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ここで、一般の試験条件としては(ﾛ)－第 A.39表に示すように損傷がある連続試験

を採用する。 

ロ章Ｅの臨界解析における評価方法を考慮して、影響する輸送物の損傷状態を評価

すると次のようになる。 

 

 1. 一般の試験条件のうち連続試験 

本試験条件における輸送物の損傷状態は(ﾛ)－第 A.39 表に示すとおりである。 

 

 2. 9ｍ落下試験 

(1) 落下姿勢と落下試験の順序 

(ﾛ)－第 A.97図 に落下姿勢と落下試験の順序を示す。 

A.9.1 の 1.2ｍ落下と 9ｍ落下の落下方向が同一の場合に緩衝体の変形量が最

大になると考えられるので、この場合について検討を行う。 
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(2) 9ｍ落下試験時の変形量及び設計加速度 

1.2m落下試験と 9m落下試験の重ね合わせを考慮する、核分裂性輸送物の落下

試験Ⅰにより輸送物に生ずる変形量及び設計加速度は、A.5.3と同様の手法で解

析を行う。解析結果をＢＵ型輸送物の落下試験Ⅰ（9ｍ単独）との加速度比率と

合わせ、(ﾛ)－第 A.41表 に示す。 

 

(ﾛ)－第 A.41表 特別の試験条件(重ね合せ評価)での変形量及び設計加速度 

落下 

高さ 

加速度及び 

変形量 

落下姿勢 

加  速  度  (g) 

変形量 

(ｍｍ) 

落下試験Ⅰ 

(9ｍ単独) 

における 

設計加速度 

との比 

CASH-Ⅱ 

×1.2倍 

鋼板による 

加速度 

設  計 

加速度 

＊9m 

水      平 

垂直 

上    部 

下    部 

コーナ

ー 

上    部 

下    部 

＊ 1.2ｍ落下後の変形を考慮し、9ｍ落下を評価する。 

 

(3) 輸送物各部の損傷評価 

重ね合わせを考慮する核分裂性輸送物の落下試験Ⅰによる設計加速度は、(ﾛ)

－第 A.41 表に示すようにＢＵ型輸送物の落下試験Ⅰの設計加速度と比較して最

大 の増加である。ＢＵ型輸送物の落下試験Ⅰにおける構造評価結果のうち、

余裕率の最も小さい部位は(ﾛ)－第 A.28 表に示すように水平落下時

であり、余裕率は である。 

輸送物の構造評価において、荷重である加速度の増加割合と、発生応力の増加

割合は同等であるため、設計加速度及び発生応力が 増加しても、最小の余裕

率は であり、輸送容器及び収納物の構造健全性は維持される。 
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 3. 1ｍ貫通試験 

1.及び 2.の落下試験において外容器、緩衝材及び断熱材が変形するが、これらは

A.6.2に示すように 1ｍ貫通試験に対する評価において関係しない。したがって、本

試験における輸送物の損傷状態は A.6.2の結果（A.6.5に示す要約参照）と同一であ

る。 

 4. 熱的試験 

熱的試験においては、外容器、緩衝材及び断熱材の変形は考慮しているが、外容

器、緩衝材及び断熱材の変形量による影響は微小であると考えられる。したがって、

本試験における輸送物の損傷評価は A.6.3 3.(3)と同一となる。 

 5. 0.9ｍ浸漬試験 

A.6.4 の 15ｍ浸漬試験の結果から明らかなように、0.9ｍ浸漬試験において輸送

物は損傷が拡大することはない。 

 6. 輸送物の損傷状態の要約 

(ﾛ)－第 A.42表 に特別の試験条件下の輸送物の損傷状態の要約を示す。 

 

(ﾛ)－第 A.42表 核分裂性輸送物に係る特別の試験条件下の輸送物の損傷状態 

 

条  件 輸送物の損傷状態 備     考 

9ｍ落下 
外容器、緩衝材及び断熱材 

の変形 

外容器、緩衝材及び断熱材は 

臨界解析で無視 

1ｍ貫通 
外容器、緩衝材及び断熱材 

の変形 

外容器、緩衝材及び断熱材は 

臨界解析で無視 

熱的試験(火災) 
断熱材の一部焼損 

各部位の温度が上昇 

臨界解析上は断熱材を無視し、水密 

度を としている 

0.9ｍ浸漬 損傷なし 臨界解析上は満水で解析する 
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A.10.1 緩衝材の緩衝性能解析プログラム「ＣＡＳＨ－Ⅱ」 

(1) 概  要 

輸送物落下時の緩衝体の解析に用いた計算コード「ＣＡＳＨ－Ⅱ」は、輸送容

器の両端に緩衝体を装着した輸送物に対して各落下時（垂直落下、水平落下、傾

斜落下）の緩衝材の変形量、吸収エネルギー及び輸送物に生じる衝撃力（加速度、

ｇ値）を一次元変形法（Uniaxial Displacement Method；U.D.M）により解析する

計算コードである。 

「ＣＡＳＨ－Ⅱ」は(ﾛ)－第 A.98 図に示されるように、機械的材料特性（応力

－歪関係）の異なった領域（材料的領域と呼ぶ）から構成される緩衝体に適用す

ることができる。 
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(ﾛ)－第 A.99図 一次元変形法による解析モデル 

 

構造材の「圧縮応力－圧縮歪」関係を(ﾛ)－第 A.100図のように与えるとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ﾛ)－第 A.100図 材料の圧縮応力－圧縮ひずみ関係 

 

構造物の変形量Δとおもりに生ずる加速度ａを求める手順は次のようになる。 

一般的に構造物がΔだけ変形するときの歪εは次式で与えられる。 

ε＝Δ／ｏ （A.10-1） 

このときの応力σは次式で与えられる。 

σ＝ｆ(ε)＝ｆ(Δ／ｏ) （A.10-2） 

したがって、Δだけ変形した時に発生する力Ｆは次式で与えられる。 

σ＝ｆ（ε） 

応
力

 
 
σ
 

ひずみ ε 

Ａ Ａ 

変形前 変形後 

一
様
変
形 

 
Δ
＊

 

 Ｏ
 

 Ｏ＝初期長さ， ＝最終長さ 

Δ＝変    位，Ａ＝断 面 積 
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Ｆ＝Ａσ＝Ａ×ｆ(Δ／ｏ） （A.10-3） 

Δだけ変形する時に構造物が吸収するエネルギーＥは、 

Ｅ＝ ∫
∆  o dF ＝ｏ・ ∫ εεσ∆ o/

o d)(A
 （A.10-4） 

構造物が吸収すべきエネルギーＥｏが与えられた場合には（A.10-4）式より最

終変形Δ＊が決まる。 

Ｅｏ＝ｏ・ ∫ εεσ∆ o/*
o d)(A

 （A.10-5） 

したがって、Δ＊を（A.10-3）式のΔに代入すると力Ｆ＊が決まる。 

Ｆ＊＝Ａｆ（Δ＊／ｏ） （A.10-6） 

この結果、加速度ａ＊は次式で与えられる。 

ａ＊＝Ｆ＊／Ｗ （A.10-7） 

(b) 一次元棒傾斜配置の取扱い 

次に一次元変形法による一次元棒傾斜配置の取扱いについて説明する。 

今、傾斜落下角度をθとすると、傾斜方向の応力σθと垂直方向の応力σｚ及

び水平方向の応力σｘの間には次の関係式が成り立つと仮定する。 

（但し、同一歪εについて） 

σθ（ε）＝σｚ（ε）cosｍθ＋σｘ（ε）sinｍθ （A.10-8） 

ｍ；材料の傾斜定数 

この時、エネルギーＥθ、Ｅｚ、Ｅｘの間には、次の関係式が近似的に成り立つ。 

Ｅθ＝Ｅｚcos
ｍ－２θ＋Ｅｘsin

ｍ－２θ （A.10-9） 

また、力の大きさＦθ、Ｆｚ、Ｆｘの間には、次の関係式が近似的に成り立つ。 

Ｆθ＝Ｆｚcos
ｍ－１θ＋Ｆｘsin

ｍ－１θ （A.10-10） 
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(ｲ) 発生加速度については、「ＣＡＳＨ－Ⅱ」コード計算値に対し 20％の余裕

をとった設計加速度で評価する。 

(ﾛ) 緩衝体の変形量は「ＣＡＳＨ－Ⅱ」コードの方が大き目の値を示すため、

計算結果をそのまま設計変形量とする。 

(ﾛ)－第 A.43表 ＣＡＳＨ－Ⅱ解析値と実験値の比較 

 

キャスクタイプ ＴＹＰＥ1 ＴＹＰＥ2 ＴＹＰＥ3 ＴＹＰＥ4 

重量（kg） 

外寸法（mm） 

落下姿勢 

加

速

度 

解析値(ｇ)

設計値(ｇ)

実験値(ｇ)

変

形

量 

解析値(mm)

実験値(mm)

＊設計値とは、解析値に対して 1.2 倍した値をさすもので、試験結果のバラツキを考慮

し、設計に際して使用される値である。 
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 ＴＹＰＥ1 ＴＹＰＥ2 ＴＹＰＥ3 ＴＹＰＥ4 本輸送物 

L１／L２ 

D１／D２ 

緩衝材 

 

(ﾛ)－第 A.101図 緩衝体プロポーション 

 

容 器 本 体 緩衝体 

Ｄ１ 

Ｄ２ 

Ｌ
１
 

Ｌ
２
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A.10.2 型輸送物落下解析の妥当性 

原型容器による落下試験結果(25)と解析結果の比較を(ﾛ)－第 A.44表に示す。 

解析結果は、総合的に安全側の評価となっている。 

(ﾛ)－第 A.44表 解析結果と試験結果の比較 

 

項    目 解析結果 試験結果 
比 率 

(解析／試験) 
備  考 

加速度（Ｇ） 
落下試験Ⅰ 

落下試験Ⅱ 

変形量（mm） 落下試験Ⅰ＋Ⅱ
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A.10.3 内容器蓋Ｏリング部変位 

1.2ｍ上部垂直降下時における内容器蓋Ｏリング部変位の解析モデルを(ﾛ)－第

A.102図に示す。 

(ﾛ)－第 A.102図 1.2ｍ上部垂直落下時内容器蓋解析モデル 
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(ﾛ)－第 A.96 図に示すように、内容器蓋には、収納物及び燃料バスケット質量が中

央部に等分布荷重として、また、内容器蓋自重が等分布荷重として作用する。 

これに対し、内容器蓋は緩衝材の円環状反力そして内容器蓋締付ボルトにて支持さ

れる。 

これらの荷重を受ける内容器蓋Ｏリング部における部位は(ﾛ)－第 A.96図に示す①、

②、③及び④の各モデルの解析結果を重ね合せることにより、求めることができる。 

① 収納物＋燃料バスケット 

(ﾛ)－第 A.96 図に示すように、中央部同心円内に等分布荷重を受ける周辺支持

円板に生ずる変位ω１（mm）は次式で与えられる。 

ω１＝








ν+
ν+−ν+

+







+−⋅

ν+
ν−−

− 2

22

2

2

2

2

2

22

4

44
1

b)1(4
b)37(a)3(4

b
an1

b
r2

b
r

a)1(2
b)1(a4

b4
r

D16
bP

  

ここで、 

ω1； 内側Ｏリング部変位 〔mm〕 

ν ； ポアソン比 ν 

ａ ； 内容器蓋支持点半径 ａ 

ｂ ； 荷重半径 ｂ 

ｒ ； 内側Ｏリング溝の半径 ｒ 

ｍ3； 燃料バスケット質量 ｍ3

ｍ4； 収納物質量 ｍ4

Ｎ ； 加 速 度 Ｎ 

ｈ ； 内容器蓋の最少板厚 ｈ 

Ｅ ； 縦弾性係数 Ｅ 

Ｐ1； 収納物及び燃料バスケットによる等分布荷重 

Ｐ1 〔Ｎ／mm2〕 

Ｄ ； 内容器蓋の曲げ剛性 

Ｄ 〔Ｎ・mm〕 
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したがって、収納物と燃料バスケットによる変位ω1は次の値となる。 

② 内容器蓋自重 

(ﾛ)－第 A.96 図②に示すように、内容器蓋自重による等分布荷重を受ける周辺

支持円板に生ずる変位ω2（mm）は次式で与えられる。 

ω2＝ 







−

ν+
ν+









− 2

2

2

24
2

a
r

1
5

a
r1

D64
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ここで、 

ω2； 内側Ｏリング部変位  〔mm〕 

ν ； ポアソン比 ν 

ａ ； 内容器蓋支持点半径 ａ 

ｒ ； 内側Ｏリング溝の半径 ｒ 

ｈ ； 内容器蓋の板厚 ｈ 

Ｎ ； 加 速 度 Ｎ 

γ ； 内容器蓋の密度 γ 

Ｄ ； 内容器蓋の曲げ剛性 Ｄ 

Ｐ2； 内側器蓋自重による等分布荷重 

Ｐ2＝γ  〔Ｎ／mm2〕 

したがって、内容器蓋自重による変位ω２は次の値となる。 

ω２

③ 緩衝材反力控除分 

(ﾛ)－第 A.96 図③に示すように、中央部同心円内に等分布荷重を受ける周辺支

持円板に生ずる変位ω3（mm）は次式で与えられる。 
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ω3＝
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+−⋅
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ここで、 

ω3； 内側Ｏリング部変位 〔mm〕 

ν ； ポアソン比 ν 

ａ ； 内容器蓋支持点半径 ａ 

Ｃ ； 荷重半径 

Ｃ＝Ｃｏ＋δ･

Ｃｏ； 円錐上部半径 Ｃｏ

α ； 円 錐 角 α 

δ ； 緩衝材変形量 δ 

Ｄ ； 内容器蓋の曲げ剛性 Ｄ 

Ｐ3； 緩衝材の圧縮応力 Ｐ3

ｒ ； 内側Ｏリング溝の半径 ｒ 

したがって ω は次の値となる。 

ω3

＝   

④ 緩衝材反力 

(ﾛ)－第 A.96 図④に示すように、緩衝材反力の等分布荷重を受ける周辺支持円

板に生ずる変位ω4（mm）は次式で与えられる。 

ω4＝ 







−
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ν+


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
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ここで、 

ω4； 内側Ｏリング部変位 〔mm〕 

ν ； ポアソン比          ν 

ａ ； 内容器蓋支持点半径      ａ 



(ﾛ)－Ａ－267 

ｒ ； 内側Ｏリング溝の半径 ｒ 

Ｄ ； 内容器蓋の曲げ剛性 Ｄ 

Ｐ4； 緩衝材の圧縮応力 Ｐ３

したがって、緩衝材反力による変位ω４は次の値となる。 

ω４

以上の結果より、1.2ｍ上部垂直落下時における全体の変位ωは、次の値となる。 

ω＝   

また、9ｍ上部垂直落下については、加速度； ）、緩衝材の圧縮応力；

1.2ｍ上部垂直落下の値と置き直し、同様の解析

を行う。それらの評価結果を(ﾛ)－第 A.45表に示す。 

 

(ﾛ)－第 A.45表 内容器蓋内側Ｏリング部変位量解析結果 

[mm] 

№ 解 析 条 件 変 位 変 位 量 変位量合計 ※残留締め代 

1 

一般の試験条件(内圧) ω0 

1.2ｍの上部垂直落下 

ω1 

ω2 

ω3 

-ω4 

2 

一般の試験条件(内圧) ω0 

9ｍの上部垂直落下 

ω1 

ω2 

ω3 

-ω4 

※ 残留締め代＝初期締め代 －変位量合計 

 

(ﾛ)－第 A.45 表に示すように、1.2ｍ及び 9ｍ上部垂直落下時における内側Ｏリング

部の残留締め代はいずれの時も正であり、輸送物の密封性は維持される。 
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A.10.7 の低温衝撃値 

の低温衝撃値を(ﾛ)－第 A.106図に示す。 

 

 

(ﾛ)－第 A.106図 の低温衝撃値[16] 
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A.10.8 の低温衝撃値 

の低温衝撃値を(ﾛ)－第 A.107図に示す。 

(ﾛ)－第 A.107図 の低温衝撃値[18] 
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A.10.9 内容器蓋締付ボルトの締付トルクの算出方法 

本項においては、内容器蓋締付ボルト（以下、この項で「ボルト」という。）の初

期締付力について解析する。 

解析モデルを(ﾛ)－第 A.108図に示す。 

(ﾛ)－第 A.108図 内容器蓋締付ボルト初期締付力解析モデル 

(ﾛ)－第 A.108図に示すボルトの必要最少締付力は次式で与えられる。 

Ｆｍｉｎ＝ＦＣ＋ＦＧ＋ＦＨ 

ここで、 

Ｆｍｉｎ：ボルトの必要最少締付力 〔Ｎ〕 

ＦＣ  ：外力が作用したときの内容器蓋から失われる圧縮力 〔Ｎ〕 

ＦＧ  ：Ｏリング部の締付力 〔Ｎ〕 

ＦＨ  ：熱膨張差による低下締付力 〔Ｎ〕 

であり、ＦＣ、ＦＧ、ＦＨを下記に解析する。 

(1) 外力が作用したときの内容器蓋から失われる圧縮力ＦＣは次式で与えられる。 

ＦＣ＝（1－φ）Ｗａ＝（1－φ）（Ｗ1＋Ｗ2）／ｎ 

ここで、 

Ｗａ ;軸方向外力 Ｗａ＝（Ｗ1＋Ｗ2）／ｎ 
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ｄｍ；等価円筒の直径 

ｄｍ

ＥＣ；内容器蓋の縦弾性係数   

したがって、 

ＦＣ＝（１－φ）Ｗａ＝

また、外力によるボルトの引張力Ｆｔは 

Ｆｔ＝   

 

ＦＧ＝π（Ｇ1＋Ｇ2）×ｑ／ｎ 

ここで、 

Ｇ1；内側Ｏリング径     Ｇ1

Ｇ2；外側Ｏリング径     Ｇ2

ｑ ；Ｏリングの線荷重    ｑ

したがって、 

ＦＧ

(3) 熱膨張差による低下締付力ＦＨ 

内容器蓋とボルトは同材質であるためＦＨ＝0となる。 

以上の結果より、必要最少締付力は次の値となる。 

Ｆｍｉｎ＝  Ｎ〕 

(4) ボルトの初期締付力 

ボルトの初期締付力Ｆｏは、必要最少締付力に余裕を持たせた値とし、次の値と

する。 

  

(5) ボルトの初期締付トルク 

ボルトの初期締付トルクは次式で与えられる。 

Ｔ＝ｋ・ｄ・Ｆｏ  〔Ｎ・mm〕 
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ここで、 

ｋ；トルク係数           〔－〕 

(6) ボルト締付三角形 

以上の解析結果を(ﾛ)－第 A.109図のボルト締付三角形に示す。 

なお、図中の記号を下記に示す。 

Ｆｏ  ；ボルト初期締付力 Ｆｏ  

Ｆｍｉｎ；ボルトの必要最少締付力 Ｆｍｉｎ

Ｗａ  ；軸方向外力 Ｗａ  

Ｆｔ  ；外力が作用したときのボルト引張力増加 Ｆｔ  

ＦＣ  ；外力が作用したときの蓋圧縮力減少 ＦＣ  

ＦＣ′；内容器蓋に残る圧縮力 ＦＣ′

ＦＨ  ；熱膨張差による締付力低下 ＦＨ  

Ｆｂ  ；ボルト引張力 Ｆｂ  

ＦＧ  ；Ｏリング締付力 ＦＧ  

(ﾛ)－第 A.109 図に示すように、内容器蓋に残る圧縮力ＦＣ′はＯリング締付力

ＦＧより大きい。 

したがって、初期締付力Ｆｏにより、Ｏリング部の密封性は維持される。 
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(ﾛ)－第 A.109図 内容器蓋締付ボルト締付三角形 

 

(ﾛ)－第 A.109図の説明 

(1) 本図は、初期締付け力Ｆｏから軸方向外力Ｗａが作用しても、蓋部に残る圧縮力 

ＦＣ′はＯリング締付力ＦＧより大きいことを示している。 

(2) 蓋ボルトには、初期締付けによってボルト軸部にＦｏなる引張り力、被締付け物（蓋

部）にＦｏなる圧縮力を生じてⒶ点でつりあっている状態を示している。 

(3) 蓋ボルトに軸方向外力Ｗａが作用すると、ボルト及び蓋の状態はⒷ点及びⒸ点に移

動する。 

Ⓑ点はボルト軸部にＦｔなる引張り力が作用し、Ⓐ点よりδの伸びが生じ移動する。 

Ⓒ点は、被締付け物（蓋部）からＦＣなる圧縮力が失われ、締付け長さはδだけ伸

び、Ⓐ点からⒸ点へ移動する。 

(4) 即ち、ボルトにＦｔなる引張り力が追加され、被締付け物（蓋部）からＦＣなる圧

縮力が失われ、締付け長さはδだけ伸びる。この時、被締付け物（蓋部）に残存す

る圧縮力はＦＣ′となる。 
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(ﾛ)－Ｂ．熱 解 析 

 B.1 概  要 

本解析では、本輸送物が規則に定められた一般の試験条件下及び特別の試験条件下に

おいて熱的性能を満足し、輸送物が健全であることを示す。 

本輸送容器は、「乾式」タイプの輸送容器であり、輸送物としては で固縛

装置に固定されて輸送される。したがって、本解析は、 で解析する。 

  B.1.1 熱 設 計 

本輸送容器の構成を(ﾛ)－第 B.1 図に示す。本輸送容器は、同図に示すように本体、

内容器蓋、燃料バスケット及び外容器蓋等により構成されている。なお、燃料バスケ

ット２については、燃料バスケット１と同様の形状で大きな差異はないため、燃料バ

スケット１と同様の取り扱いとする。 

本輸送物の熱設計上の特徴を以下に示す。 

(1) 収納物である燃料要素等は、(ｲ)章Ｄに示す通り 6種類あるが、これら収納物か

ら発生する崩壊熱は微小であるため、解析上は収納物からの発熱を無視する。 

(2) 輸送物の伝熱（(ﾛ)－第 B.2図参照） 

(a) 輸送物への入熱は、太陽放射熱及び特別の試験条件下における火災時の熱で

ある。 

(b) 輸送物外表面の熱は、伝導により内容器本体及び内容器蓋の内面まで伝えら

れる。 
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(ﾛ)－第 B.1図 輸送容器構成図 
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(ﾛ)－第 B.2図 熱伝達概念図 
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(c) 内容器本体及び内容器蓋の内面の熱は、自然対流と伝導により燃料バスケッ

ト外表面へ伝えられる。 

(d) 燃料バスケット内部については、以下の理由から熱解析モデルとしては無視

し、断熱条件とすることにより燃料バスケット外表面の温度で燃料要素及び燃

料バスケット外表面の温度を代表させるものとする。 

（ⅰ）一般の試験条件下においては、内部発熱が微少のため内部で温度勾配が

生じない。 

（ⅱ）特別の試験条件下においては、外部入熱のみであり、最高温度は、外部

よりも内部の方が低くなる。 

(3) 緩衝材の は、特別の試験条件下における火災時に断熱性能を有する。 

(4) 外容器本体及び外容器蓋の外装板には、特別の試験条件下における火災時の熱

により緩衝材及び断熱材から発生する蒸気やガスが放出されるので、内圧上昇を

防止するための溶融栓を設けている。 

(5) 本輸送容器の気密性を保持する内容器蓋Ｏリング部は、断熱材及び緩衝材の断

熱効果により、特別の試験条件下における火災による入熱から保護される。 
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  B.1.2 熱解析の条件と方法 

(1) 熱解析の条件 

熱解析に使用した一般の試験条件下及び特別の試験条件下に対する熱的条件を

(ﾛ)－第 B.1表に示す。 

 (ﾛ)－第 B.1表 熱解析条件 

条 件 

項 目 
一  般  の  試  験  条  件 

特 別 の 試 験 条 件 

火 災 前 火 災 時 火 災 後 

崩 壊 熱 

環
境 
条
件 

 

周囲温度 

太陽放射熱 

周囲放射率 

 

容器表面放射率 

 

(a) 火災にさらされない鋼 の表面放射率 

(b) 火災にさらされている鋼 ）の表面放射率 

(c) 火災にさらされた後の鋼 の表面放射率 
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(2) 熱解析の方法 

熱解析を実施する時の方法について(ﾛ)－第 B.2表に示す。 

 

 (ﾛ)－第 B.2表 熱解析の方法 

 項       目 内      容 

 収 納 物 仕 様  燃料要素（(ｲ)章Ｄ参照） 

 最 大 崩 壊 熱（Ｗ）  0 

計算モデル 
輸 送 容 器  軸対称 2次元モデル 

収  納  物 － 

 温 度 計 算          
 簡  易  解  析  ＊ 

非定常熱解析コードＴＲＵＭＰ＊＊ 

（B.6.2参照） 

使用物性値（熱的性質）  B.2  材料の熱的性質 

 * ：一般の試験条件 

** ：特別の試験条件 
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 B.2 材料の熱的性質 

本輸送物の構成材料は、イ章に示す通りである。これらの材料のうち熱解析で使用し

た材料は以下のとおりであり、各々の材料の熱的性質を以下に示す。 

・ステンレス鋼 

・空  気 

・緩衝材  

・断熱材  

  (1) ステンレス鋼 

ステンレス鋼の熱的性質を(ﾛ)－第 B.3 表（１）に示す。 

ステンレス鋼は、内容器、外容器等本輸送容器の主要構造材として使用する。 

 

 (ﾛ)－第 B.3表 ステンレス鋼の熱的性質 

比重量 

温 度 

(℃) 

50 

100 

200 

400 

600 

800 

 



 

(ﾛ)－Ｂ－8 

  (2) 空  気 

空気の熱的性質を(ﾛ)－第 B.4 表（２）に示す。 

 

 (ﾛ)－第 B.4表 空気の熱的性質 

比重量 9.16×10－４（ｇ/cm3） 

温 度 

(℃) 

比     熱 

（kJ／(kg・Ｋ)） 

熱 伝 導 率 

（mＷ／(m・Ｋ)） 

0 1.005 24.07 

40 1.009 27.21 

100 1.013 31.63 

140 1.017 34.54 

200 1.026 38.61 

500 1.093 56.17 

800 1.156 70.94 
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  (3) 緩衝材  

緩衝材 の熱的性質を(ﾛ)－第 B.5 表（６）に示す。 

は、本輸送容器の上部及び下部に緩衝材として使用されているが、熱的

には断熱効果がある。 

 

 (ﾛ)－第 B.5表 緩衝材 ）の熱的性質 

比重量 

温 度 

(℃) 

0 

50 

100 

150 

200 

250 

275 

320 

350 

500 

900 
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  (4) 断熱材  

断熱材 の熱的性質を(ﾛ)－第 B.6 表（３）に示す。 

 

          (ﾛ)－第 B.6表 断熱材 ）の熱的性質 

比重量

温 度

(℃) 

20 

50 

100 

250 

300 

400 

800 
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 B.3 構成要素の仕様 

熱解析をする上で関連する構成要素の仕様を以下に示す。 

  (1) Ｏリング 

Ｏリングの仕様を(ﾛ)－第 B.7 表（４）に示す。 

 

         (ﾛ)－第 B.7表 Ｏリングの仕様 

項       目  仕     様 

材       質 

硬       度 

通 常 使 用 温 度          

事故時使用温度及び時間 

 

  (2) 溶 融 栓 

溶融栓の仕様を(ﾛ)－第 B.8表に示す。 

 

 (ﾛ)－第 B.8表 溶融栓の仕様 

項    目 仕       様 

材    質 

融    点 
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 B.4 一般の試験条件 

本輸送物が一般の試験条件下において、規則に定められた技術基準を満足することを

以下に示す。 

 

  B.4.1 熱解析モデル 

本輸送物の収納物の崩壊熱は微小であるため、解析では、収納物からの発熱を無視

する。 

したがって、環境温度 38℃の日陰において、本輸送物は収納物からの発熱がなく太

陽入熱がないため、外表面温度は 38℃以上にはならない。 

一般の試験条件下における本輸送物の温度上昇は、環境温度 38℃において太陽放射

熱の入熱によるものである。 

本解析は、本輸送物への入熱は太陽放射熱、放熱は自然対流と放射とし、

のモデルを考える。 

本解析は、付属書類 B.6.1に示す方法により簡易計算で求める。 

 

   B.4.1.1 解析モデル 

ここでは、計算に使用した以下の項目について述べる。 

・形状モデル 

・解析条件 

・輸送物の伝熱 

(1) 形状モデル 

一般の試験条件下での熱解析の形状モデルは、輸送容器の変形がないものと

し、垂直状態に置かれた の円筒とする。 

(2) 解析条件 

解析に使用した一般の試験条件下の熱的条件を(ﾛ)－第 B.9表に示す。 
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  (ﾛ)－第 B.9表 一般の試験条件下の熱的条件 

項     目 条          件 

  崩  壊  熱（Ｗ） 

環

境

条

件 

 

周 囲 温 度      （℃） 

太陽放射熱（Ｗ/ｍ2） 

周囲放射率 

容 器 表 面 放 射 率 

注) ＊；  「垂直に輸送される表面」の放射熱は 200W/m2であるが、

安全側に「その他の表面」として 400W/m2とする。 

 ＊＊； 「水平に輸送される平面」で、かつ「上向きの表面」 

 

(3) 輸送物の伝熱（(ﾛ)－第 B.2図参照） 

本輸送物の伝熱について、以下に述べる。 

(a) 輸送物は、一般の試験条件下では変形が小さいので、変形は無視する。 

(b) 熱流入（太陽放射熱）と熱放出（大気への自然対流及び放射）が平衡で

あるモデルの輸送物表面について定常熱計算を実施する。 

(c) 輸送物の最高温度は、(b)の輸送物表面の最高温度とする。 

(d) 輸送物への入熱は、太陽放射熱のみであり、これは自然対流及び放射に

より輸送物外面へ伝えられる。 

(e) 輸送物外面の熱は、伝導により内容器本体内面まで伝えられる。 

以上の条件より簡易計算で定常熱計算を実施した。 

詳細は、付属書類 B.6.1に示す。 

 

   B.4.1.2 試験モデル 

解析モデルを採用し、試験モデルは採用しない。 
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  B.4.2 最高温度 

一般の試験条件下における最高温度を(ﾛ)－第 B.10表に示す。 

 (ﾛ)－第 B.10表 一般の試験条件下における各部の最高温度 

        項    目 

 

部    位 

一 般 の 試 験 条 件 

太陽放射熱 

なし 

周囲温度 

38℃ 

太陽放射熱 

あり 

周囲温度 

38℃ 

太陽放射熱 

なし 

周囲温度 

－40℃ 

燃料バスケット外面 

内容器蓋Ｏリング部 

内 容 器 本 体 内 面 

本 体 外 面 

一般の試験条件下における最高温度は、付属書類 B.6.1 に示すように輸送物各部で

一様に であるが、安全側に とする。 
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 B.5 特別の試験条件 

本輸送物が特別の試験条件下において、技術基準を満足することを以下に示す。 

 

  B.5.1 熱解析モデル 

特別の試験条件下における熱評価を 3 次元非定常熱解析コード TRUMP を用いて行っ

た。 

 

   B.5.1.1 解析モデル 

ここでは、TRUMPによる計算に使用した以下の項目について述べる。 

・形状モデル 

・解析条件 

・輸送物の伝熱 

(1) 形状モデル 

本輸送物は、ロ章Ａ構造解析で示したようにＢＵ型輸送物の要件としての特

別の試験条件下の落下試験において輸送容器に局所的な変形を生じるが、輸送

容器の健全性は保たれる。 

落下試験Ⅰによる変形は垂直方向 、水平方向 となるので、特

別の試験条件下での熱解析では緩衝材及び断熱材の寸法を軸方向では変形前

に、半径方向では

に、それぞれ減少させて解析する。 

落下試験Ⅱによる変形は局部的なものであり、熱的な影響がないと考えるの

で、モデル化を行なわない。 

特別の試験条件の形状モデル(軸対称 2 次元モデル)を(ﾛ)－第 B.3 図に示す。 

形状モデルにおいて、燃料バスケットは B.6.3 に示す方法にて円筒状におき

かえてモデル化した。 

また、形状モデルにおける評価部位は次の通りである。 

・燃料バスケット 

・内容器本体内面 

・内容器蓋Ｏリング部 

・本体外面 
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(ﾛ)－第 B.3図 軸対称 2次元モデル 
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(3) 輸送物の伝熱、（(ﾛ)－第 B.2図参照） 

本輸送物の伝熱について、以下に述べる。 

(a) 輸送物外面への熱は、自然対流及び放射により伝えられる。 

(b) 輸送物外面の熱は、伝導により内容器本体内面まで伝えられる。 

(c) 内容器本体内面の熱は、放射と伝導により燃料バスケット外面へ伝えら

れる。 

(d) 燃料バスケット内部は、一般の試験条件下と同様に断熱条件とする。 

以上の各伝熱について、解析に使用した関係式等を付属書類 B.6.3に示す。 

(4) 核分裂性輸送物の熱解析 

核分裂性輸送物としての落下の重ね合せを考慮した変形量は、下表に示すよ

うに一般の試験条件＋9ｍ落下の重ね合せに於いて、(ﾛ)－第 B.3 図に示す熱解

析モデルでの変形量よりも、垂直落下を除いて小さく、垂直落下に於いてもた

かだか をこえる程度である。 

 

項    目 
垂 直 方 向 

水平方向 
蓋  部 底  部 

断熱材の変形前の最小厚さ 

(mm) 

ＢＵ型輸送物としての９ｍ落下

の変形量 

（mm） 

核分裂性輸送物としての 9m落下

（重ね合せ）の変形量 

(mm) 

熱解析モデルの変形量             

(mm) 

 （ ）内は断熱材の変形後の残量を示す。 

また落下試験Ⅱを重ね合せた場所においても変形は内容器に達することはな

く、また変形は局部的なものである。 

従って、核分裂性輸送物としての重ね合せを考慮した熱解析モデルは、本熱

解析モデルに対し熱的に有意な差はないと考えられるので、核分裂性輸送物と

しての特別の試験条件下での熱解析は省略する。 
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   B.5.1.2 試験モデル 

解析モデルを採用し、試験モデルは採用しない。 

 

  B.5.2 輸送物の評価条件 

特別の試験条件下の落下試験により生ずる変形を考慮した(ﾛ)－第 B.3図を使用し解

析を実施した。 

 

  B.5.3 輸送物温度 

B.5.1.1 で述べた解析モデルを用いた計算結果を(ﾛ)－第 B.4 図に示す。これは、特

別の試験条件下での輸送物主要部の温度変化を時間経過とともにプロットしたもので

ある。また、各部の最高温度と火災発生から最高温度到達までの時間を(ﾛ)－第 B.12

表に示す。 

 

 (ﾛ)－第 B.12表 特別の試験条件下における各部の最高温度 

    項  目 

 

部  位 

特別の試験条件 

最高温度 

火災発生から

最高温度到達

までの時間 

 

燃 料 バ ス ケ ッ ト

内容器蓋Ｏリング部

内 容 器 本 体 内 面

本 体 外 面

注）本体外面の最高温度が周囲温度 を超えているのは溶融栓から放出された断熱

材から発生したガスの燃焼によるものである。 
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  B.5.4 最大内圧 

特別の試験条件下における最大内圧の評価に当っては、容器内空気の熱膨張による

圧力を考慮し、付属書類 B.6.4に示す計算にて求めた。 

その結果、容器内圧力は となる。したがって、この圧力は設計

圧力 より小さいので、各部の健全性は維持される。 

 

  B.5.5 最大熱応力 

特別の試験条件下における熱応力は、(ﾛ)章の A.6.3項で述べたように、構造強度に

悪影響を与えることはない。 

 

  B.5.6 結果の要約及びその評価 

特別の試験条件下における熱解析の結果に基づく評価は、以下に示す通りであり、

構造強度及び密封性能に悪影響を与えないことを確認した。 

(1) 温  度 

本輸送物の特別の試験条件下における各部の最高温度を(ﾛ)－第 B.12 表に、ま

た、特別の試験条件下における各部の温度履歴を(ﾛ)－第 B.4図に示した。 

特別の試験条件下における燃料バスケットの最高温度は火災発生後約 時間

で に達する。本解析では、燃料バスケット内部を断熱条件としているので、

実際の収納物である の温度は、燃料バスケットの最高温度 を超え

ることはない。 

この燃料温度は京都大学複合原子力科学研究所の研究炉で使用する の

ブリスタ発生温度としている温度（以下「燃料の許容温度」という。 に比

べて低い値である。したがって、収納物は健全である。 

また、内容器蓋Ｏリング部の最高温度は火災発生後約 時間で に達す

る。この温度は Ｏリングの事故時使用温度 を超えない。し

たがって、特別の試験条件下においても内容器蓋Ｏリングは健全であり、本輸送

容器の密封性は維持される。 
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(2) 圧  力 

(1)温度の項で述べたように、特別の試験条件下において輸送物各部の温度が上

昇する。これらの温度上昇によって容器内の空気が熱膨張し容器内圧が上昇する。 

容器内圧の解析条件として、燃料バスケット外面の最高温度 で評価する。

特別の試験条件下における容器内の最高圧力を(ﾛ)－第 B.13表に示す。 

 

 (ﾛ)－第 B.13表 特別の試験条件下における容器内の最高圧力 

条 件 

 

位 置 

特別の試験条件下 

における最高圧力 

（MPa〔gauge〕） 

容 器 内

 

特別の試験条件下での最高圧力は、(ﾛ)－第 B.13 表に示すとおり

である。 

これは、本輸送容器の設計圧力 より低いので、本輸送容器

の健全性は維持される。 

 

(3) 構造強度 

構造強度上問題となる最大内圧、熱応力及び最高温度について以下に述べる。 

最大内圧については、容器内の圧力上昇が となり、設計圧

力 以下である。したがって、構造強度に影響を与えない。 

熱応力については、(ﾛ)章の A.5項で述べたように構造強度に悪影響を与えるこ

とはない。 

 

(4) 密封性能 

密封境界である内容器蓋Ｏリング部の最高温度は となる。この値は、

Ｏリングの事故時使用温度 以下であり、本輸送物の密封

性能は維持される。 
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 B.6 付属書類 

 

B.6.1 一般の試験条件下における輸送物の最高温度 ··········· (ﾛ)－Ｂ－26 

B.6.2 熱伝導汎用プログラム「ＴＲＵＭＰ」の概要 ··········· (ﾛ)－Ｂ－29 

B.6.3 特別の試験条件下での温度計算に用いる「ＴＲＵＭＰ」 

 のインプットデータについて ························· (ﾛ)－Ｂ－34 

B.6.4 輸送物の内圧 ······································· (ﾛ)－Ｂ－39 

B.6.5 熱解析手法の妥当性の検討 ··························· (ﾛ)－Ｂ－41 

B.6.6 参考文献 ··········································· (ﾛ)－Ｂ－43 
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  B.6.1 一般の試験条件下における輸送物の最高温度 

一般の試験条件下における輸送物の最高温度は、定常状態における熱収支をとり、

以下のように求めた。 

流入熱量Ｑin(Ｗ)は太陽からの放射熱のみであり、放出熱量Ｑout(Ｗ)は放射熱Ｑ

1(Ｗ)と自然対流による放出熱Ｑ2(Ｗ)の和である。輸送容器外面温度をｔ（℃）とし、

Ｑin＝Ｑoutとなる最高温度 tmaxを求める。 

ｔ０ ：環境温度  

Ａｖ ：垂直部の伝熱面積 

    

Ａｈ ：上向き水平部の伝熱面積 

     

 

   (1) 太陽熱からの放射熱、Ｑin 

Ｑin＝   ………（6.1-1） 

   ε：容器表面の放射率 

   ε＝  

 

   (2) 輸送物からの放射熱Ｑ１ 

Ｑ１ ＝（Ａｖ＋Ａｈ）×ε×σ×｛( T )4－( To )４｝ 

    

  

 

Ｔ＝ｔ＋ 273 

Ｔ：絶対温度（Ｋ） 

ｔ：輸送容器外面温度（℃） 

σ：ステファン・ボルツマン定数（Ｗ／(ｍ2・Ｋ4)） 
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   (3) 自然対流による放出熱Ｑ２ 

垂直円筒面自然対流熱伝達は、Mc Adams（５）の式により次式のように与えられる。 

Ｎuｖ＝0.13 (Ｇr・Ｐr)１／３(10９＜Ｇr・Ｐr＜1012） ………………（6.1-3） 

Ｎuｖ＝ｈｖ・Ｌ／ｋ ：ヌッセルト数 ………………（6.1-4） 

Ｇr ＝ｇ・β・L３・Δｔ／ν２：グラスホフ数 ………………（6.1-5） 

Ｐr ＝ν／ａ ：プラントル数 ………………（6.1-6） 

ここで、 

ｈｖ ：垂直円筒面の熱伝達率 (Ｗ/(ｍ2･Ｋ)） 

Ｌ ：代表長さ (ｍ） 

ｋ ：空気の熱伝導率 (Ｗ/(ｍ･Ｋ)） 

ｇ ：重力加速度 9.8(ｍ/ｓ2)＝1.27×108(ｍ/h2) 

β ：空気の体膨張係数 (ｌ/Ｋ） 

Δｔ：温度差 （ｔ－ｔ０） (℃） 

ν ：空気の動粘性率 (ｍ2/h） 

ａ  ：空気伝導率 (ｍ2/h） 

 (6.1-3)、(6.1-5)、(6.1-6) 式よりヌッセルト数Ｎu を求め（6.1-4）式より垂

直円筒面の熱伝達率ｈｖを求める。 

また、水平面の熱伝達率をｈｈとし次の（6.1-7）、（6.1-8）式から、ｈｖと同

じ方法でｈｈを求める。 

 Ｎuｈ＝  

 Ｎuｈ＝ｈｈ・Ｌ／ｋ ……………………………………………………（6.1-8） 

このｈｖとｈｈを用いて、自然対流による放出熱Ｑ２ は、次式で与えられる。 

Ｑ２ ＝（ｈｖ・Ａｖ＋ｈｈ・Ａｈ）・（ｔ－ｔ０）  ……………………（6.1-9） 
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  B.6.2 熱伝導汎用プログラム「ＴＲＵＭＰ」の概要 

   (1) 概  要 

ＴＲＵＭＰは 1968年 Lawrence Livermore Laboratory で開発されたノード法に

基づく伝熱計算プログラムである。 

   (2) 機  能 

ＴＲＵＭＰは、熱生成、化学反応、相変化及び物質移動を伴う熱伝達を取扱う

ことができる。また、ＴＲＵＭＰは、直交座標、円柱座標、回転体座標あるいは

極座標を用いて物体を分割することにより、3次元形状の物体を取扱うことができ

る。 

物性値のうち熱伝導率、比熱は、温度又は時間の関数として表わすことができ

る。 

要素間の熱伝達は、伝導、自然対流、強制対流及び放射による熱伝達を取扱う

ことができ、境界条件は自然対流、強制対流及び放射による熱伝達を取扱うこと

ができる。また、境界温度は、時間の関数として表わすことができる。初期温度

は空間での位置によって異なってもよい。ＴＲＵＭＰの出力としては、各時間毎

の温度分布のほか、各要素の熱収支等が得られる。 

   (3) 計算方法［(ﾛ)－第 B.5図参照］ 

ＴＲＵＭＰは、空間座標と時間について 4 個の独立変数及び温度と 2 つの反応

物濃度という合計 3 個の従属変数をもった連立偏微分方程式を解く。熱生成及び

化学反応を伴なう熱伝導及び物質移動の方程式は、通常の 3 次元の場合は、普通

のベクトル演算式を用いて次のように表わされる。 
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境界面のコンダクタンスｈｉは、接触コンダクタンス、自然対流、強制対流及

び放射の効果を含んだ一般形である。σは、ステファン－ボルツマン定数、Ｆは、

総括放射形態係数である。 

Ｋ・ 






δ
δ

t
T

ｓ ＝Ｕｓｂ・（Ｔｂ－Ｔｓ） 

ここで、 

   Ｔｂ    ＝外部温度 

   Ｕｓｂ  ＝表面コンダクタンス 

Ｕｓｂは、物質相の場合と同様に、次のように表わされる。 

Ｕｓｂ＝ｈｓｏ＋ｈｓｃ・〔(Ｔｂ－Ｔｓ)
2〕

ｐｉ／2 

＋σ・Ｆｂ・（Ｔｓ＋Ｔｂ）・（Ｔｓ
2＋Ｔｂ

2） 

ＴＲＵＭＰで実際に解かれる方程式は、微小時間間隔に対してであり、前述の

方程式において時間微分δｕ／δｔを（ｕ′－ｕ）／Δｔと置き換えることによ

り計算される。ここで、ｕ′とｕは時間間隔Δｔの始まりと終わりの値である。 

   (4) 実  績 

ＴＲＵＭＰプログラムは、Lawrence Livermore Laboratoryで開発されたプログ

ラムであり、現在米国の数多くの研究所等で使用されている。 
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(ﾛ)－第 B.5図 ＴＲＵＭＰフローチャート（1／3） 

  

開 始 

初期設定 

インプットデータ

のプリントアウト 

3 

時間間隔 

Δｔの設定 

ノードの属性（熱伝達率、質量、熱容量 

熱量、潜熱、平均温度など）の計算 

指定された時刻にノードの温度など

をプリントアウト 

内部熱発生 

生成熱の計算、熱生成により各ノードに加えら

れる。あるいは、ノードから出る熱流量の計算 

化学反応 

化学反応熱などの化学反応属性の計算。化学反

応によりノードに加えられる。あるいは、各ノ

ードから出る熱流量の計算 

1 

ＹＥＳ 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

ＮＯ 

データのインプット 

 物 性 値 

 ノードの形状（体積）の記述 

 内部熱接触、外部熱接触の記述 

 境界条件（外部温度）初期条件の記述 

   化学反応の属性の記述 

   内部熱発生の記述   （任意） 

   質量流れの記述 
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(ﾛ)－第 B.5図 ＴＲＵＭＰフローチャート（2／3） 

  

熱放射の接触コンダクタンス、熱伝導率の異なる場合の

ノード間の接触コンダクタンス及び接触しているノード

間を流れる熱流量の計算 

1 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

内部熱接触 

質量流量、質量流れによる伝熱量、放出あるいは吸収の

潜熱、エンタルピーの計算。また、質量流れによる濃度

変化、濃度の計算 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

質量流れ 

熱接触による熱流の配分量、外部温度、熱伝導率、熱接

触による熱流量の計算 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

外部接触 

相変化のあるノードの放出あるいは吸収の潜熱の計算 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

相 変 化 

2 
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(ﾛ)－第 B.5図 ＴＲＵＭＰフローチャート（3／3） 

 

外部熱接触、内部熱接触、質量流れの接触に特別なノー

ドが含まれる時のそれぞれの熱流量を計算、特別なノー

ド同志の接触の時は温度変化の収束条件の下で、繰返し

計算が行なわれる。 

2 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

特別な 
ノード 

相変化量の計算 

ＹＥＳ 

ＮＯ 

相変化 

ＹＥＳ 

問題終了 

終 了 

3 

ＮＯ 
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  B.6.3 特別の試験条件下での温度計算に用いる｢TRUMP｣のインプットデータについて 

   (1) 燃料バスケットのモデル化（(ﾛ)－第 B.6 図参照） 

燃料バスケットのモデル化に際しては、内容器本体と燃料バスケットの最短部

のギャップと燃料バスケットの厚さを等価なものとして円筒形状にモデル化し

た。 

ただし、燃料バスケットの熱容量は、比重を補正することにより等価なものと

(ﾛ)－第 B.6図 燃料バスケットモデル化図 

    (a) 内容器本体とギャップが最短となる外半径Ｒ１ 

 Ｒ１ ＝Ｒ－Ｇ 

ここで、 

    Ｒ：内容器本体内半径 

    Ｇ：ギャップ（最小値）

               

   Ｒ１ 
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   (2) 輸送物表面と周囲環境との伝熱 

    (a) 対流熱伝達率 

輸送物表面の自然対流熱伝達率は、Mc. Adamsの式(5)により次式のように与え

られる。 

（ⅰ）垂直円筒外面 

Ｇr ＝ 
2

3 tLg
ν

∆⋅⋅β⋅
 ··································· （6.3-1） 

Ｎuｖ＝  

  ｈ＝ 
L

kNu v ⋅  ······································· （6.3-3） 

（ⅱ）上向き水平面 

Ｇr ＝ 
2

3 tLg
ν

∆⋅⋅β⋅
 

Ｎuｈ＝   

  ｈ＝ 
L

kNu h ⋅  

ここで、 

ｈ：対流熱伝達率 （Ｗ／(cm2･Ｋ)） 

ｋ：空気の熱伝導率 （Ｗ／(cm･Ｋ)） 

火災時

火災後

Ｌ：代表長さ （cm） 

垂直面

水平面

ｇ：重力加速度

β：体膨張係数 （l/Ｋ） 

火災時

火災後
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 γ：動粘性率 （cm2／ｓ） 

火災時＝

火災後＝

Ｇr ：グラスホフ数 

Ｐr ：プラントル数  

Ｎu ：ヌッセルト数 

以上の値を（6.3-1）式～（6.3-4）式に代入し、各条件での対流熱伝達率を求

め(ﾛ)－第 B.14表に示す。 

 

   (ﾛ)－第 B.14表 対流熱伝達率（輸送物表面   周囲環境） 

    部  位 

条  件 
垂 直 円 筒 面 上向き水平面 

火 災 時 

火 災 後 

    (b) 放射伝熱 

放射形態係数は次式により与えられる。 

Ｆ12 ＝ 
1//

1

2
1

1
1 −ε+ε

 ·································· （6.3-5） 

Ｆ12：放射形態係数 

ε1  ：面 1の放射率 

ε2  ：面 2の放射率 

各面の放射率及び（6.3-5）式より求めた放射形態係数を(ﾛ)－第 B.15表に示

す。 

        (ﾛ)－第 B.15 表 放射率及び放射形態係数 

       条  件 

 項  目 
火 災 時 火 災 後 

放 
射 
率 

輸送物表面 

周 囲 環 境      

放 射 形 態 係 数 
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   (3) 燃料バスケットと内筒との伝熱 

    (a) 対流熱伝達率 

垂直同心円筒間の密閉流体層の自然対流熱伝達率を次式により算出する｡(２） 

Ｎu 

Ｎu 

Ｒa 

ｈ＝

ここで、 

Ｎu：ヌッセルト数 

Ｒa：レイレイ数 

 ｇ：重力加速度

β ：体膨張係数

Ｄ ：流体層の厚さ＝  

Δt：内外円筒面の温度差（℃） 

ａ ：温度伝導率

ν ：動粘性率 

Ｌ ：燃料バスケット長さ（cm） 

ｋ ：熱伝導率    

ｈ ：自然対流熱伝達率        (Ｗ／(cm2･Ｋ)) 

Ｒa 

  

ここでΔｔ しＲaを求めると、以下の値となる。 

 Ｒa 

次にＮu

 Ｎu 
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以上より、自然対流熱伝達率（ｈ）を（6.3-9）式より求めると 

ｈ

となる。 

    (b) 放射伝熱 

ガス層をはさんだ円筒間の放射形態係数は、同心円筒の次式により与える。 

 Ｆ12＝ 
)1/()A/A(/

1

2
1

211
1 −ε+ε

 ························ （6.3-10） 

  Ａ1／Ａ2＝ｒ1／ｒ2 ··································· （6.3-11） 

ここで、 

Ｆ12：放射形態係数 

ε1  ：面 1の放射率＝  

ε2  ：面 2の放射率＝  

ｒ1  ：外円筒の内半径  

ｒ2  ：内円筒の外半径＝  

Ｆ12

  

   (4) の燃焼時の火炎による入熱 

の燃焼による熱量は であり、この

熱量が全て火炎として容器本体外面にあるものとして解析を行った。 
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(2) 設計圧力 

輸送物各部の強度評価等を行う場合には、(1)の作用圧力に対し、余裕をもたせ

た(ﾛ)－第 B.17表に示す設計圧力を使用する。 

 (ﾛ)－第 B.17表 各試験条件時での設計圧力 

 容  器  内 

一般の試験条件時 

特別の試験条件時 
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  B.6.5 熱解析手法の妥当性の検討 

本項は、本文に示す熱解析手法の妥当性を検討するため、原型容器による耐火試験

結果［7］を用い、耐火試験を模擬する解析（以下、この項で「解析」という。）を行い、

検討したものである。 

(1) 原型容器及び試験方法 

・原型容器 …………… 参考資料［７］ 

・試験方法 …………… 参考資料［７］ 

(2) 解析結果の検討 

(ﾛ)－第 B.7図及び(ﾛ)－第 B.18 表に試験結果と解析結果を示す。 

解析は、B.6.3項に示す条件で実施した。但し、試験状態を模擬するため、初期

温度及び炉内温度は原型容器試験時の測定結果を入力データとして用いた。また、

屋内試験のため太陽放射熱は考慮していない。 

(ﾛ)－第B.7図及び(ﾛ)－第B.18表より、解析値は安全側であり、B.5項及びB.6.3

項に示す熱解析手法は、妥当である。 

 

     (ﾛ)－第 B.18表 原型容器試験結果と解析結果の比較 

条  件 

評価部位 

最 高 温 度 最高温度到達時間 

試 験 値 解 析 値 試 験 値 解 析 値 

Ｏ リ ン グ 近 傍

内 容 器 本 体 内 面

燃料バスケット外面

容 器 本 体 外 面
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(ﾛ)－Ｃ．密封解析 

C.1 概  要 

 本解析では、一般の試験条件下及び特別の試験条件下における本輸送容器の密封性につ

いて述べる。 

 本輸送容器の密封性に関する部分を密封装置と考える。本輸送容器の密封装置は、内容

器であり、これは内容器本体と内容器蓋で構成され、内容器本体と内容器蓋との接触部は、

で密封されている。 

 密封装置は製作中及び保守点検時に気密漏えい試験等により漏えい率が判定基準を満

足することが確認され、内容器蓋Ｏリング部は輸送物の発送前に実施される気密漏えい検

査により漏えい率が判定基準を満足することが確認される。 

 

C.2 密封装置 

C.2.1 密封装置 

(1) 構  成 

 本輸送容器の密封装置は(ﾛ)－第 C.1 図に示す通り、内容器本体及び内容器蓋に

より構成される。 

(2) 材  質 

 密封装置を構成する内容器本体及び内容器蓋にはステンレス鋼、内容器蓋のシー

ル部には Ｏリングが使用されている。 
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(3) 設計圧力及び設計温度 

 (ﾛ)－第 C.1表に示す設計圧力及び設計温度で漏えい率の評価を行う。 

(ﾛ)－第 C.1表 密封装置の設計圧力及び設計温度 

条   件 項   目 密 封 装 置 

一般の試験条件 
設計圧力（MPa〔gauge〕）

設計温度（℃） 

特別の試験条件 
設計圧力（MPa〔gauge〕）

設計温度（℃） 
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(ﾛ)－第 C.1図 輸 送 容 器 密 封 境 界 
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(5) 製作・検査 

 密封装置の構成部品の製作及び検査は、密封性を確保するために適した方法で行

われる。 

 

C.2.2 密封装置の貫通部 

 本輸送容器の開口部は内容器蓋のみであるから、本項は該当しない。 

 

C.2.3 密封装置ガスケット及び溶接部 

(1) 密封装置ガスケット 

 密封装置ガスケットには Ｏリングが使用される。このＯリングは

(ﾛ)－A.4.1 で示したように化学的及び電気的反応を起こさない。また、一般及び

特別の試験条件下における圧力、温度に対し十分な密封性能を有している。 

(2) ガスケットの仕様 

 ガスケットの寸法及び材質を(ﾛ)－第 C.2表に示す。 

 のＯリングは、その耐熱性（ロ章 B.3 構成要素の仕様の項参照）

及び耐寒性（ロ章 A.4.2低温強度の項参照）により、一般及び特別の試験条件下並

びに最低使用温度でも内容器蓋の密封性を保つことができる。 

(ﾛ)－第 C.2表 ガスケットの寸法及び材質 

  （単位：mm） 

部   位 寸   法 材   質 備  考 

内容器蓋 
内 側 

外 側 
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(3) 溶 接 部 

 内容器本体のフランジ、胴及び底板の溶接は(参)－Ａで述べる方法にしたがって

施行される。溶接部は製作中に適切な非破壊検査を行い、その健全性を確認し、さ

らに、耐圧検査を行い漏えいのないことを確認する。 

 

C.2.4 蓋 

 内容器蓋には(ﾛ)－第 C.1 図に示す通り、 Ｏリン

グが取付けられている。 

 また、内容器蓋は一般及び特別の試験条件下においても十分耐え得る強度を備え、か

つ、密封性を保持できる構造となっている。 

 内容器蓋は、輸送容器の密封性を保つため、(ﾛ)－第 C.3表に示す内容器蓋締付 

ボルトにより適正なトルクで締付ける。 

 なお、外圧が 60 [kPa]まで低下した場合であっても、A.5.1 で示したとおり、内容器

蓋の口開き量は Oリングの初期締め付け代を下回り、密封性は維持される。 

(ﾛ)－第 C.3表 内容器蓋締付けボルト 

名     称 サイズ 本 数 
締付けトルク 

（Ｎ・ｍ） 

内容器蓋締付けボルト 
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C.3 一般の試験条件 

 本輸送物の密封装置は、(ﾛ)－Ａの構造解析の結果からＢＵ型輸送物の要件としての一

般の試験条件下での衝撃により健全性は損なわれない。また、(ﾛ)－Ｂの熱解析の結果か

ら一般の試験条件下での温度及び圧力に対しても健全性は損なわれない。 

 したがって、密封装置の密封性は、一般の試験条件により損なわれることはないので、

本解析においては、輸送物の発送前に行う内容器蓋Ｏリング部の気密漏えい検査における

判定基準に基づいて密封性能の評価を行うことにより、一般の試験条件下における放射性

物質の漏えい率が規則に定める基準値以下であることを示す。 

 

C.3.1 放射性物質の漏えい 

 C.3.1.1 内容器からの漏えい量 

       密封装置は、製作中及び保守時に行う気密漏えい検査等により漏えいがないこと

が確認される。 

 さらに本輸送物の密封性能については、輸送ごとに気密漏えい検査等により漏えい

率が基準値以下であることを確認することとしている。 

 本解析では気密漏えい試験において内容器蓋のシールに供給した空気等の圧力変

化（最大許容空気漏えい率相当）が一定時間後に検知されたと想定し放射性物質の漏

えいを評価する。 

 したがって、ここでは最大許容空気漏えい率から一般の試験条件のガスの漏えい率

を求め、ガス中の放射性物質濃度とそれぞれの漏えい率から、放射性物質の漏えい率

を求めて、放射性物質の漏えい率が府令及び告示の基準値以下であることを確認する。 

 

 (1) 最大許容空気漏えい率 

 密封解析の設計基準として設定した最大許容空気漏えい率ＬＲは、輸送容器の被

検査部の空気漏えい率として(ﾛ)－第 C.4表に示す値とする。 

(ﾛ)－第 C.4表 最 大 許 容 空 気 漏えい 率 

項      目 
密 封 境 界 

（内容器蓋Ｏリング部） 

ＬＲ：最大許容空気漏えい率（std cm3/s）
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(2) 気密漏えい試験時の漏えい率と気密漏えい試験条件 

(a) 気密漏えい試験時の漏えい率 

 圧力降下試験による漏えい試験時の漏えい率は次式で表される。 

ＬＲ＝

１）

２

２

１

１

Ｔ

Ｐ
－

Ｔ

Ｐ

60ＨＰs

ＶＴs








 (C.3-1) 

 ただし、 

ＬＲ の標準状態における体積漏えい率 

（std cm3/s） 

Ｖ ：試験系の容積  

Ｈ ：試験時間（min） 

Ｔs ：基準温度     

Ｔ1 ：試験開始時の空気温度（Ｋ） 

Ｔ2 ：試験終了時の空気温度（Ｋ） 

Ｐs ：基準圧力  

Ｐ1 ：試験開始時の空気圧力（MPa） 

Ｐ2 ：試験終了時の空気圧力（MPa） 

 上記の(C.3-1)式に次の気密漏えい試験条件を入れて空気漏えい率を求め、設

計基準として設定した最大許容空気漏えい率以下であることを確認する。 

(b) 気密漏えい試験条件 

 (ⅰ) 試験開始時の空気圧力は とする。 

 (ⅱ) 試験終了時の空気圧力は ）とする。 

 (ⅲ) 試験時間は 30分間とする。 

 (ⅳ) 計算においては、Ｔ1＝Ｔ2＝ＴS ）とする。 

   以上の条件を（C.3-1）式にあてはめ、気密漏えい試験時の最大許容空気漏え

い率を求めた結果を(ﾛ)－第 C.4表に示す。 

 (v) 上記(i)～(iv)の条件及び漏えい試験装置系の全容積Ｖを考慮して、内容器

蓋Ｏリング部空気漏えい率ＬＲ（ＬＲ＝ΣＬＲｉが最大許容空気漏えい率

下で

あることを確認できるように、試験時間Ｈ及び圧力降下ΔＰ（Ｐ1－Ｐ2）を

定め試験を実施する。 

 

注）ＬＲ･
１Ｐ

Ｐs
･
Ｔs

Ｔ１
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(3) 一般の試験条件における最大ガス漏えい率 

 一般の試験条件における最大ガス漏えい率は、漏えい試験における最大許容空気

漏えい率ＬＲに基づいて以下の手順により求める。 

 (a) 漏えい孔径 

 漏えい孔としてはシール部を最短で横切る丸孔を仮定する。 

 漏えい孔中の流体の流れの形態は自由分子流と連続流が考えられ、その漏えい率

は次式で与えられる。 

Ｌ＝(Ｆc＋Ｆm)(Ｐu－Ｐd)２） (C.3-2) 

ここで、Ｌ ：圧力Ｐaにおける体積漏えい率（cm3/s at Ｐa，Ｔa） 

Ｐa ：流れの平均圧力（MPa） 

Ｐa＝
２

１
(Ｐu＋Ｐd) (C.3-3) 

Ｔa ：流体の平均温度 (Ｋ) 

Ｐu ：上流側の圧力 (MPa) 

Ｐd ：下流側の圧力 (MPa) 

Ｆc ：連続流の流動伝導係数 (cm3/(MPa･s)) 

Ｆm ：自由分子流の流動伝導係数 (cm3/(MPa･s)) 

Ｆc＝ (C.3-4) 

Ｆm＝ (C.3-5) 

ただし、Ｄ ：漏えい孔径 (cm) 

ａ ：漏えい孔長 (cm) 

μ ：粘性係数 (MPa･s) 

Ｔ ：流体の温度 (Ｋ) 

Ｍ ：流体の分子量 (g/mol) 

漏えい孔径(Ｄ)は、次式及び(C.3-2)式から求められる。 

Ｌ＝ＬＲｉ･
Ｔs

Ｔa
・

Ｐa

Ｐs
 (C.3-6) 

ここで、ＬＲｉ ：密封境界の空気漏えい率 (std cm3/s) 

    Ｔa ：平均温度 (＝Ｔs) (Ｋ) 

内容器蓋部の漏えい試験時の最大漏えい孔径を(ﾛ)－第 C.5表に示す。 

 注）ＡＮＳＩ Ｎ14.5記載式の単位をＳＩ単位に換算した。 
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(ﾛ)－第 C.5表 漏えい試験時の最大漏えい孔径 

 

部 位 

項 目 
内容器蓋Ｏリング部 

ＬＲｉ ： 
密 封 境 界 1 箇 所 

の 空 気 漏 え い 率 
(std cm3/s) 

Ｐu ： 上 流 側 圧 力 (MPa) 

Ｐd ： 下 流 側 圧 力 (MPa) 

Ｐa ： 流 れ の 平 均 圧 力 (MPa) 

Ｔa，Ｔ ： 空 気 の 温 度 (Ｋ) 

Ｌ ： 
漏 え い 試 験 時 の 

空 気 漏 え い 率 
(cm3/s atＰa,Ｔa)

μ ： 空 気 の 粘 性 係 数 (MPa・s) 

ａ ： 漏 え い 孔 長 (cm) 

Ｍ ： 空 気 の 分 子 量 (g/mol) 

Ｆc ： 
連 続 流 の 

流 動 伝 導 係 数 

(
MPa・ｓ

cm3

) 

Ｆm ： 
自 由 分 子 流 の 

流 動 伝 導 係 数 

(
MPa・ｓ

cm3

) 

Ｄ ： 漏 え い 孔 径 (cm) 

   注）Ｏリング断面直径を採用 

*1：気体の粘性係数は温度が上昇すれば大きくなるので低い温度を設定することは安全

側である。 
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(b) 一般の試験条件下の最大ガス漏えい率 

 一般の試験条件下のガス漏えい率は(C.3-2)～(C.3-5)式に一般の試験条件下

の圧力条件、ガス物性値及び最大漏えい孔径を代入して求められる。 

 (C.3-2)式から求められたガス漏えい率（Ｌx）を  

の標準状態における漏えい率Ｌs,xに換算すると次式となる。 

Ｌs,x＝Ｌx (C.3-7) 

ここで、 

 x：一般の試験条件を表す添字 

ただし、Ｔa,x＝Ｔu,xとする。 

一般の試験条件下のガス漏えい率を(ﾛ)－第 C.6 表に示す。計算は内容器蓋Ｏ

リング部の漏えい率を最大ガス漏えい率とする。 

 

(ﾛ)－第 C.6表 一般の試験条件下の最大ガス漏えい率 

部 位 

項 目 

密 封 境 界 

（内容器蓋Ｏリング部） 

Ｄ ： 漏えい孔径(cm) 

ａ ： 漏えい孔長(cm) 

μ ： ガスの粘性係数(MPa･s) 

Ｐu,x ： 
一般の試験条件下の密封装置内圧力 

             (MPa abs) 

Ｐd,x ： 
一般の試験条件下の外圧 

             (MPa abs) 

Ｔu,x ： 一般の試験条件下のガス温度(Ｋ) 

Ｍ ： ガスの分子量(g/mol) 

Ｌx ： 
一般の試験条件下のガス漏えい率 

(cm3/s at Ｐa,x・Ｔa,x) 

Ｌs,x ： 
一般の試験条件下のガス漏えい率 

(cm3/s at  

*1：気体の粘性係数は温度が上昇すれば大きくなるので低い温度を設定することは安

全側である。 
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 C.3.1.2 放射性物質漏えい量評価 

(1) 新燃料要素 輸送時 

(a) 漏えいに係わる内容器内放射性物質の評価 

 (ﾛ)－Ａに示したように一般の試験条件下において は破損しないため、

に含有されている濃縮ウランは漏えいしないものとする。漏えいに係る

放射性物質としては、燃料要素製造時に燃料要素表面に付着したウラン、すな

わち、表面汚染ウランを仮定する。 

 燃料要素全表面に、燃料要素製造時の表面汚染検査の判定基準である 

 ］の汚染があるものと仮定

する。 

 表面汚染ウランは、燃料製造メーカが取扱っている 濃縮ウラン

濃縮ウラン 濃縮ウラン、天然ウラン及び劣化ウランのうち 234Ｕ／235Ｕの

比が最大の 濃縮ウランと仮定する。 

 燃料要素１体に付着している 濃縮ウランの放射性核種の重量は、以下

に示す方法で保守的に算定した。 

 (ⅰ) 235Ｕ量 ：燃料要素全表面積及び  

［235Ｕ]［1μg・235Ｕ／100cm2］から求めた。 

 (ⅱ) 238Ｕ量 ：234Ｕ及び 236Ｕ量をゼロとし、(ⅰ)で求めた 235Ｕ量と濃

縮度 公差の下限を用いて 238Ｕ量

を求めた。 

 (ⅲ) ２３４Ｕ、２３６Ｕ量 ：234Ｕ及び 236Ｕは、燃料製作時に決定されるので、重

量の制限値は定められていない。このため過去のミル

シートから最大重量比を選出し、それらを保守的に切

り上げた重量比を用いて 234Ｕ及び 236Ｕの重量を求め

た。また、この際に必要なウラン全量は、(ⅰ)で求め

た 235Ｕ量と(ⅱ)で求めた 238Ｕ量の合計である。なお、

計算に用いた 234Ｕ及び 236Ｕの重量比を(ﾛ)－第 C.7

表に示す。 
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C.3.2 密封装置の加圧 

 本輸送物はドライ状態で輸送されるため、放射線または熱により圧力が上昇する要因

となる水分は含まれていない。 

 したがって輸送物内部の加圧要因となるのは、温度上昇による空気の熱膨張である。

これによる内圧力は(ﾛ)－第 B.16表で述べた通りである。 

 密封装置の耐圧強度解析は(ﾛ)－第 B.16 表の内圧力に対し、設計余裕をとり、(ﾛ)－

第 B.17表に示す設計圧力で実施している。 

 

C.3.3 冷却材汚染 

 本輸送容器には冷却材を使用していないので、本項は該当しない。 

 

C.3.4 冷却材損失 

 本輸送容器には冷却材を使用していないので、本項は該当しない。 
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(ﾛ)－第 C.12表 特別の試験条件下の最大ガス漏えい率 

 

部 位 

項 目 

密 封 境 界 

（内容器蓋Ｏリング部） 

Ｄ ： 漏えい孔径(cm) 

ａ ： 漏えい孔長(cm) 

μ ： ガスの粘性係数(MPa･s) 

Ｐu,x ： 
特別の試験条件下の密封装置内圧力 

             (MPa abs) 

Ｐd,x ： 
特別の試験条件下の外圧 

             (MPa abs) 

Ｔu,x ： 特別の試験条件下のガス温度(Ｋ) 

Ｍ ： ガスの分子量(g/mol) 

Ｌx ： 
特別の試験条件下のガス漏えい率 

(cm3/s at Ｐa,x・Ｔa,x) 

Ｌs,x ： 
特別の試験条件下のガス漏えい率 

(cm3/s at  

*1：気体の粘性係数は温度が上昇すれば大きくなるので低い温度を設定することは安

全側である。 
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(ﾛ)－第 C.13表 特別の試験条件における放射性物質の漏えい率 

核  種 
放射能濃度 

（ＴＢｑ／cm3） 

漏えい 率 

(ＴＢｑ／week） 

基 準 値(Ａ２) 

(ＴＢｑ／week） 
比 率 

 



 

(ﾛ)－Ｃ－21 

(ﾛ)－第 C.14表 特別の試験条件における放射性物質の漏えい率 

核種 
放射能濃度 

（TBq/cm3） 

漏えい率 

（TBq/week） 

基準値（Ａ2） 

（TBq/week） 
比 率 

 





 

(ﾛ)－Ｃ－23 

C.6 付属書類 

C.6.1 密封解析における設計温度 ···························· (ﾛ)－C－24 

C.6.2 参考文献 ············································ (ﾛ)－C－25 
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C.6.1 密封解析における設計温度 

 密封解析における設計温度は、内容器内空気の圧力を求める際に使用しているが、こ

の圧力は内容器内空気の平均温度により計算されるものである。 

 内容器内空気の体積は、燃料バスケットの内側にあるものが大部分 であり、

また燃料バスケットの内側の空気温度は、燃料に発熱がないため燃料バスケットの温度

よりも低くなる。 

 安全側に、燃料バスケットの内側の空気温度を、燃料バスケットの平均温

＊と等しいとし、燃料バスケットと内容器本体間の空気温度を、燃料バスケット平均温

度と内容器本体の平均温度 *との平均温度 に等しいとして、容

器内空気の平均温度を求めると となり、燃料バスケット最高温度

より低い温度になる。 

 以上のことから、内容器内空気の平均温度として、燃料バスケットの最高温度 

を用いることは、容器内圧力を大きく評価することになるので、密封解析

における設計温度として燃料バスケット最高温度を用いる。 

 

  ＊：ＴＲＵＭＰコ－ドによる計算結果を平均した値である。 
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C.6.2 参考文献 

(1) American National Standards Institute, Inc. 

American National Standard for radioactive materials 

leakage test on packages for shipment (1997) 

ＡＮＳＩ Ｎ14.5－1997 

(2) 伝熱工学資料第 3版  日本機械学会 (1975) 
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計算に用いた燃料要素 1体あたりのウラン同位体の重量を(ﾛ)－第 D.5表に示す。 

 

(ﾛ)－第 D.1表 ウラン同位体のガンマ線放出割合 

 

ウラン同位体 ガンマ線エネルギ(MeV) ガンマ線放出割合(Photons/decay) 

 

(ﾛ)－第 D.2表 燃料要素 1体当たりのウラン同位体によるガンマ線源強度 

 

ｴﾈﾙｷﾞ γ線源強度 

（MeV） (Photons/s) 
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(ﾛ)－第 D.3表 計算に用いた比放射能 

ウラン同位体 比放射能（Bq/g) 

 

 

(ﾛ)－第 D.4表 計算に用いた 234Ｕ及び 236Ｕの重量比 

ウラン同位体 
重量比(wt%) 

ﾐﾙｼｰﾄの最大値 計算に用いた値 

 

(ﾛ)－第 D.5表 計算に用いた燃料要素１体当たりのウラン同位体の重量 

ウラン同位体 重  量（ｇ） 
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示す。 

 

(ﾛ)－第 D.6表 ウラン同位体のガンマ線放出割合 

ウラン同位体 ガンマ線エネルギ(MeV) ガンマ線放出割合(Photons/decay) 

 

(ﾛ)－第D.7表 評価用燃料要素1体当たりのウラン同位体によるガンマ線源強度 

ｴﾈﾙｷﾞ γ線源強度 

（MeV） (Photons/s) 
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(ﾛ)－第 D.8表 計算に用いた比放射能 

ウラン同位体 比放射能（Bq/g) 

 

(ﾛ)－第 D.9表 計算に用いた 234Ｕ及び 236Ｕの重量比 

ウラン同位体 
重量比(wt%) 

ＨＥＵ燃料 ＭＥＵ燃料 

 

(ﾛ)－第 D.10表 計算に用いた評価用燃料要素 1体当たりのウラン同位体の重量 

ウラン同位体 重  量（ｇ） 
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本計算では安全側に実効増倍率を として、中性子源強度に中性子の増倍効果

考慮する。 

(ﾛ)－第 D.1図 核分裂中性子のエネルギスペクトル 

 

(2) 低照射された燃料要素装荷時 

ガンマ線源強度と同様に、評価用燃料要素を用いて評価を実施した。 

中性子源として考慮する必要があるのはウラン等の自発核分裂による中性子の放

出である。それらの同位体の自発核分裂放出率を(ﾛ)－第 D.13表(3) に示す。 

(ﾛ)－第 D.13表 ウラン等同位元素の自発核分裂放出率 

ウラン同位体 234Ｕ 235Ｕ 236Ｕ 238Ｕ 

 

放射能のより保守的な評価用燃料要素 1体当りの中性子源強度を とする。

その自発核分裂による中性子源強度は D.2.3(1)と同様の手法で算出した。 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0 2 4 6 8 10 12

ｎ
（
Ｅ
）
 

核分裂中性子ｴﾈﾙｷﾞ(MeV) 
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ここで、 

ｄs  ；輸送容器表面の面積要素 

ｒ  ；面積要素ｄsと計算点までの距離 

rrr sp

→→
−=  

Ｋ(E) ；線量当量率変換係数 

ψ ；Ω
→
とｄs の法線ベクトルｎとのなす角 

Ω
→
 ；ｄs から計算点への角度を示す単位ベクトル 

'Ω
→

 ；ｄs からの任意の角度方向を示す単位ベクトル 

Ｅ ；エネルギ 
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(ﾛ)－第D.2図 ガンマ線遮蔽計算モデル 
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(ﾛ)－第D.3図 輸送容器表面の角度束と計算点との関係 
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(2）中性子による線量当量率 

中性子による線量当量率は (ﾛ)－第 D.4図に示すように、収納物である燃料要素を

点線源とみなして計算する。収納物はキャビティ内に分散しているが、この点線源を

内容器表面との距離が最も小さくなる位置に配置して評価する。 

中性子の遮蔽計算においても、安全側に、内容器表面を輸送物表面として、 線量

当量率の評価を行う。また、評価にあたっては、安全側に、内容器蓋、底、胴等によ

る遮蔽効果を無視し、距離による減衰のみを考慮するものとする。 
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(1)蓋 部 

     

 

 

 

 

 

 

 

     

 

(2)側 面 

     

 

 

 

 

 

 

 

     

     

(3)底 部 

     

 

 

 

 

 

 

 

     

     

     

(ﾛ)－第 D.4図 中性子遮蔽計算モデル 
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D.3.2 解析モデル各領域における原子個数密度  

ガンマ線の遮蔽計算に用いた各領域の使用材料及び密度を(ﾛ)－第 D.14表に、各領域の

遮蔽材の体積比を(ﾛ)－第 D.15表に、各遮蔽材の原子個数密度を(ﾛ)－第 D.16表に、それ

ぞれ示す。 

中性子による線量当量率は、構造材による遮蔽を考慮していないので、これらの各表は

該当しない。 

 

(ﾛ)－第 D.14表 使用材料及び密度 

 

名称 材料 密度(g/cm3) 

 

(ﾛ)－第 D.15表 遮蔽計算で用いた各領域の遮蔽材の体積比 
 

領 域 遮蔽材 体積比 （％） 
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D.4 遮蔽評価 

(1）ガンマ線による線量当量率 

(a) 新燃料要素装荷時 

新燃料要素装荷時におけるガンマ線の遮蔽計算はＡＮＩＳＮコードを用いて行っ

た。ガンマ線に対する断面積は、DLC-23E/CASK ライブラリ(６)のエネルギ群構造（18

群）のものを使用した。 

このエネルギ群構造を(ﾛ)－第 D.17表に示す。線量当量率を求めるために用いたガ

ンマ線に対する線量当量率換算係数(７) を(ﾛ)－第 D.17表に示した。 

計算結果を(ﾛ)－第 D.18表に示す。 

なお、一般の試験条件下における線量当量率の増加率については一般の試験条件下

で、外容器が変形することを考慮し、通常の輸送条件、一般の試験条件及び特別の試

験条件共内容器表面を輸送物表面として評価しているため、線量当量率の増加はなく

基準を満足している。 
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(ﾛ)－第 D.17表 ガンマ線エネルギ群構造と線量当量率換算係数 

エネルギ群 
上限エネルギ 

(eＶ) 

線量当量率換算係数

((mSv/h)/(γ/ cm2・s)） 
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(ﾛ)－第 D.18表 ガンマ線による線量当量率（新燃料要素装荷時） 

評 価 位 置 線量当量率(mSv/h) 

輸送物表面 

蓋  部 

側  面 

底  部 

輸送物表面から 

1m離れた位置 

蓋  部 

側  面 

底  部 

(2) 低照射された燃料要素装荷時 

低照射された燃料要素装荷時におけるガンマ線の遮蔽計算は前(1)(a)項と同様の手

法で算出した。 

計算結果を(ﾛ)－第 D.19表に示す。 

なお、一般の試験条件下における線量当量率の増加率については一般の試験条件下で、

外容器が変形することを考慮し、通常の輸送条件、一般の試験条件及び特別の試験条件

共内容器表面を輸送物表面として評価しているため、線量当量率の増加はなく基準を満

足している。 

(ﾛ)－第 D.19表 ガンマ線による線量当量率（低照射された燃料要素装荷時） 

評 価 位 置 
線量当量率(mSv/h) 合 計 

(mSv/h) ウラン同位体 ＦＰ 

輸送物表面 

蓋部 

側面 

底部 

輸送物表面から

1m離れた位置 

蓋部 

側面 

底部 
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(3）中性子による線量当量率 

(a) 新燃料要素装荷時 

新燃料要素装荷時の中性子による線量当量率は次式で求める。 

k
r4

nSAD 2
n

n ×
π

×=
・

 

ここで、 

Ｄn ：線量当量率             

Ｓn ：燃料要素 1体当りの中性子源強度 

ｎ ：輸送容器 1基の収納燃料要素体数

ｒ ：点線源から評価位置までの距離 

ｋ ：中性子の増倍効果       

Ａ ：10 MeVのエネルギの中性子束の線量当量率換算係数 7)  

 

未照射燃料要素装荷時の中性子による線量当量率の計算結果を(ﾛ)－第D.20表に示

す。 

(ﾛ)－第 D.20表 中性子による線量当量率（新燃料要素装荷時） 

    評価 位置 
線量当量率

(mSv/h) 

輸送物表面 

蓋 部 

側 面 

底 部 

輸送物表面から

1m離れた位置 

蓋 部 

側 面 

底 部 
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(b) 低照射された燃料要素装荷時 

低照射された燃料要素装荷時の中性子による線量当量率は前(2)(a)と同様の手法で

算出する。 

低照射された燃料要素装荷時の中性子による線量当量率の計算結果を(ﾛ)－第 D.21

表に示す。 

 

(ﾛ)－第 D.21表 中性子による線量当量率（低照射された燃料要素装荷時） 

    評価 位置 
線量当量率

(mSv/h) 

輸送物表面 

蓋 部 

側 面 

底 部 

輸送物表面から

1m離れた位置 

蓋 部 

側 面 

底 部 
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D.5 結果の要約及びその評価 

本輸送物の新燃料要素装荷時と低照射された燃料要素装荷時の遮蔽解析で得られた線量

当量率の結果を(ﾛ)－第 D.22表及び(ﾛ)－第 D.23表に示す。 

ガンマ線による線量当量率は１次元輸送計算コード ANISN、中性子による線量当量率は点

線源モデルによる簡易計算により、それぞれ求めた。 

(ﾛ)－第 D.22表及び(ﾛ)－第 D.23表に示すように計算結果は、いずれも基準値を満足して

いる。 

(ﾛ)－第 D.22表 輸送物の線量当量率 

（新燃料要素装荷時）           (単位：mSv ／ｈ） 

 

評価項目 
輸送物表面 輸送物表面から 1m の位置 

 側面 蓋部 底部 側面 蓋部 底部 

通
常
の
輸
送
条
件 

γ線 

中性子 

合計 

基準値 

一
般
の
試
験
条
件 

γ線 

中性子 

合計 

基準値 

特
別
の
試
験
条
件 

γ線 

中性子 

合計 

基準値 
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(ﾛ)－第 D.23表 輸送物の線量当量率 

（低照射された燃料要素装荷時）          (単位：mSv ／ｈ） 

 

評価項目 
輸送物表面 輸送物表面から 1m の位置 

 側面 蓋部 底部 側面 蓋部 底部 

通
常
の
輸
送
条
件 

γ線 

中性子 

合計 

基準値 

一
般
の
試
験
条
件 

γ線 

中性子 

合計 

基準値 

特
別
の
試
験
条
件 

γ線 

中性子 

合計 

基準値 
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D.6 付属書類 

D.6.1 ANISN コードの説明・・・・・・・・・・・・・・・・・(ﾛ)－Ｄ－27 

D.6.2 参考文献・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(ﾛ)－Ｄ－30 
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D.6.1 ANISN コードの説明 

ANISN コードは、一次元ボルツマン輸送方程式を Discrete Ordinates Sn法に基づいて

数値計算するもので、 米国 ORNL で開発された。 

輸送方程式は、位置、 エネルギ、 進行方向からなる位相空間の体積要素内における粒

子の生成と消滅の釣合を数学的に表現したもので次式で与えられる。 

Ω・▽φ（ｒ，Ｅ，Ω) ＋σｔ（ｒ， Ｅ）φ（ｒ， Ｅ，Ω)  

＝∫∫φ（ｒ，Ｅ’，Ω’）σｓ（ｒ，Ｅ’→Ｅ，Ω’→Ω）ｄＥ’，ｄΩ’  

＋Ｓ（ｒ，Ｅ，Ω）・・・・・・・（D.6-1) 

ここで、  

φ (ｒ，Ｅ，Ω）            ：角度中性子束（位置ｒで単位ベクトルΩ 方向

の単位立体角当たりに進むΩに垂直な面を単

位時間に通過する粒子の数） 

σｔ（ｒ，Ｅ）        ：全巨視断面積 

σｓ（ｒ，Ｅ’→Ｅ，Ω’→Ω)：散乱巨視断面積あるいは中性子による二次ガン

マ線の生成巨視断面積 

Ｓ（ｒ，Ｅ，Ω）        ：外部線源 

Ｓｎ法は、 この輸送方程式を位置、エネルギ、進行方向を離散的に取り扱い数値計算

する方法で、角度分点の特殊なとり方 (Ｓｎ分点) からＳｎ法と呼ばれる。その手法は、

輸送方程式を各エネルギ群、 進行方向に対して、Fundamental cell で 表して得られる

差分型の階差方程式を繰り返し計算法により収束するまで計算する。 

今、一次元輸送方程式を隣接する（ｒi ，ｒi +1)、(μn-1/2，μn+1/2) メッシュが定める

Fundamental cellで表すと（(ﾛ)－第 D.5図参照） 

Ｗ・μ・（Ａi +1 Ｎi +1－ Ai Ni ) ＋αn+1/2・Ｎn+1/2－αn-1/2・Ｎn-1/2 

＝Ｖ・（Ｓ－Σt)・Ｎ・Ｗ・・・・・・・・・・・・・・・・・（D.6-2） 
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           μn+1/2
            Nn+1/2

  

   

                    Ni                  N             Ni+1 

      μメッシュ                                   

                   μn-/12 

                   Nn-1/2 

                     rI                 ｒ          ri+1 

(ﾛ)－第 D.5図 メッシュ分割図 

ここで、 

Ｎ：中性子束（角度分布を含む）（各エネルギ群に対して） 

μ：方向余弦 

Ａ：面積要素 

平板形状では 1.0 

円筒形状では 2πｒ 

球形状では  4πｒ2  

Ｗ：方向余弦μの重み∑
n

W＝1.0 

Ｖ：体積要素 

平板形状では ｒi+1 －ｒi  

円筒形状では π（ｒ2
 i+1 －ｒ2

i ) 

球形状では  4/3π(ｒ3
i+1 －ｒ3

i) 

Σt ：全断面積 

Ｓ ：線源項( 外部線源＋散乱積分項)  

α ：次式で決まる値である。 

αn+1/2 ＝αn-1/2 －Ｗ・μ（Ａi+1 －Ａi )  

α1/2 ＝0.0 

  （D.6-2）式は、（D.6-1）式に位相体積を掛けて積分し、微分を差分に置き換えること

により得られる。 
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  （D.6-2）式は、5つの未知変数（Ｎ、 Ｎi、Ｎi +1、 Ｎn-1/2、Ｎn+1/2)を含んでいる。 

そこで未知変数の数を減じるために、 ダイアモンド差分法やステップ関数近似を使用

する。 

ダイアモンド差分法：隣接メッシュ点間での線型近似 

Ｎ＝1/2(Ｎi+1 ＋Ｎi ) ＝1/2(Ｎn-1/2 ＋Ｎn+1/2) 

ステップ関数近似： 

Ｎ＝Ｎi ＝Ｎn+1/2      for μ＜0 

Ｎ＝Ｎi+1 ＝Ｎn+1/2     for μ＞0 

ダイアモンド差分法を用いるとμ＞０に対しては、  

tV
W
2A2

SVNW
2AN2

N
2/1ni

∑+
α

+µ

+
α

+µ
=

−

 （D.6-3） 

ここで 

α＝1/2(αn+1/2＋αn-1/2) 

Ａ＝1/2(Ａi+1 ＋Ａi )  

この階差式は、初期値を適当に与えて Iteration 法により収束するまで計算する。 

以上が基本的な解法である。 
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(ﾛ)－第 E.2表      の 主 要 仕 様（2／2） 

項  目 

 

 

 

燃料要素の名称 

1枚当

たりの
235Ｕ(g) 

重量 

の芯材

長さ 

(mm) 

の芯材

幅 

(mm) 

の

芯材

厚さ

(mm) 

燃 料 芯 材 備   考 

ＫＵＲ標準燃料要素 

ＫＵＲ特殊燃料要素 
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(ﾛ)－第 E.3表 内容器表面から容器表面までの距離 

（単位：mm） 

 通常の輸送条件 

（非損傷系） 

核分裂性輸送物

に係る一般の試

験条件 

核分裂性輸送物

に係る特別の試

験条件 

内筒表面から輸送容器

表面までの距離 

変 形 量 

残   量 

*1 損傷系では、内筒表面から輸送容器表面までの距離を 0mm とする。 

 

E.2.3 中性子吸収材 

本輸送容器には、中性子吸収材を用いていない。 
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（ロ）－第 E.2図 輸送容器臨界計算モデル 収納時） 
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(ﾛ)－第 E.3図 ＫＵＲ標準燃料要素臨界計算モデル 
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(ﾛ)－第 E.4図 臨界計算モデル 
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(ﾛ)－第 E.5図 界計算モデル 
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（ロ）－第 E.4表 規則で定められる要件と解析条件の対応 

 

規則で定められる要件 解析条件 

条件 輸送物数 
輸送物内への

水の浸入 

水の近接 

反射 

輸送物の 

配置 

輸送物内への水

の浸入 

水の近接 

反射 

1.通常輸送時 
なし なし 

内容器が無

限に最稠密

配列となる

三角格子型

モデルとし

た。 

あり 

水の近接反

射より厳し

い無限個で

評価してい

る。 

2.孤立系 
1個 あり あり 

3.一般の試験条件 1個 

（孤立系） 
あり あり 

4.特別の試験条件 1個 

（孤立系） あり あり 

5.一般の試験条件 5N個＊ 

（配列系） 要件なし あり 

6.特別の試験条件 2N個＊ 

（配列系） 要件なし あり 

＊：Nは輸送制限個数を示す。本輸送容器では、N＝無限個 

 

 

 (ﾛ)－第 E.5 表 臨界解析に用いた輸送容器各領域の原子個数密度組成（atoms/barn-cm） 

 

核   種 
内容器及び燃料

ﾊﾞｽｹｯﾄのﾊﾟｲﾌﾟ 

水 

（1.00ｇ/cm3） 
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E.4.3 計算方法 

臨界計算は、 

ＳＣＡＬＥシステム(1-3)を用いて臨界計算を行った。keffの計算には、ＳＣＡＬＥシ

ステム内蔵の 3 次元モンテカルロ法臨界解析コードＫＥＮＯ－ⅤＩ を用いた。また、

核データライブラリは、ＳＣＡＬＥシステム内蔵のＥＮＤＦ／Ｂ－Ｖ 238 群ライブラ

リを用いた。 

中の共鳴自己遮蔽効果については、ＳＣＡＬＥシステム内蔵の共鳴処理コー

ドＢＯＮＡＭＩ、及びＣＥＮＴＲＭを用いた。ＫＥＮＯ－ⅤＩの説明を E.7.2 に示す。 

以上の臨界計算の流れを(ﾛ)－第 E.6図に示す。 
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(ﾛ)－第 E.6図 臨界計算の流れ 

ＳＣＡＬＥシステム 

ＥＮＤＦ/Ｂ－Ｖ 

238 群ライブラリ 

K E N O – V Ｉ 

モンテカルロ法臨界計算 
 

実 効 増 倍 率 

ＢＯＮＡＭＩ 

ＣＥＮＴＲＭ 

（共鳴処理） 
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E.5 ベンチマーク試験 

(1) ベンチマーク試験 

本解析で用いた SCALE システムにある MGCL ライブラリと KENO-V.a コードの組

合せの計算精度を検証するために、 

(a)日本原子力研究所で行われたアルミニウム被覆の低濃縮 UO2 燃料棒を軽水中に

配列した臨界実験(TCA臨界実験)(3) 

(b) ORNL で SPERT-D 燃料( で行われ

た臨界実験(国際ベンチマーク試験)(4) 

(c) JRR-4(濃縮度 で行われた臨界実験(5) 

について解析し、その評価を行った。 

 

(2) ベンチマーク試験の詳細 

(a) TCA臨界実験 

対象としたベンチマーク臨界実験は、日本原子力研究所の軽水臨界実験装置

TCA(Tank-type Critical Assembly)で臨界水位測定実験である。その実験は、

燃料の種類、格子パーターン、格子ピッチ、配列、中性子吸収材の有無等を変

化させて行われた。燃料には UO2及び PuO2が用いられた。この実験の内の 235U濃

縮度 2.6%の UO2 燃料棒を軽水中に配列した実験から格子及び配列のピッチの異

なる 5ケースを選び、MGCLライブラリと KENO-V.a コードの組合せにより解析し

た。 

TCAの臨界実験タンクと UO2燃料棒を（ロ）-第 E.7図に示す。 

タンク内に UO2燃料棒は格子状に配列され、4種類の格子ピッチ(水と UO2の体

積比で 1.50、1.83、2.48、3.00)で燃料棒の数を変えて実験が行われた。ここで

は、燃料体水体積比が 1.50 から 2 ケース、その他から各ケースずつを選んで、

解析した。 
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最小炉心では、燃料要素 12体が十字に配列、その周りに黒鉛反射体が装荷さ

れ、制御棒 C1､C2､C3が全引き抜き､C4が 369mm､C5が 292mm引き抜きされた。 

全炉心臨界では、燃料要素が 20体(5×4)で、C1～C4が 255mm､C5が 301mm引

き抜きである。試験中の炉心温度は約 20℃である。 

これらの最小臨界、全炉心臨界について MGCL ライブラリと KENO-V.a コード

の組合せで解析を行った。 

(3) ベンチマーク試験結果 

本解析で用いた MGCL ライブラリと KENO-V.a コードの組合せによる臨界解析の

精度を検証するために 

(a)日本原子力研究所で行われたアルミニウム被覆の低濃縮 UO2 燃料棒を軽水中に

配列した臨界実験(TCA臨界実験) 

(b) ORNL で SPERT-D 燃料( )で行われ

た臨界実験(国際ベンチマーク試験) 

(c) JRR-4(濃縮度 で行われた全炉心及び最小炉心臨界実験

の各体系について MGCL と KENO-V.a から実効増倍率を求めると、（ロ）－第 E.9

表に示す結果が得られた。これより、本解析に用いた計算方法及び核データは

妥当な結果を与えると言える。 

(ロ）－第 E.9表 ベンチマーク臨界実験解析結果 

試験体系 燃料棒(板){要素}配列 ｋeff 1σ ｋeff＋3σ 

TCA 臨界実験 17×17-1.83＊ 0.9926 0.0042 1.0052 

21×21-1.83 0.9911 0.0043 1.0040 

20×20-1.50 0.9883 0.0040 1.0003 

18×18-2.48 0.9859 0.0041 0.9982 

17×17-3.00 0.9981 0.0041 1.0104 

国際ベンチマ

ーク試験 

(88×68＋1×2) 0.98896 0.00174 0.99418 

(352×88) 0.98865 0.00141 0.99288 

(132×

110+11+12+11+12+12+11) 

0.99110 0.00138 0.99524 

JRR-4 臨界試験 {2×4＋4} 0.98901 0.00138 0.99315 

{4×5} 0.98319 0.00116 0.98667 

                         ＊：燃料対水体積比 
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（ロ）－第 E.7図 T C A 臨 界 実 験 体 系
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（ロ）－第 E.8図  SPERT-D燃料 



 

（ロ）－Ｅ－26 

 

（ロ）－第 E.9図  SPERT-D 燃料（続き）



 

 



 (ﾛ)－Ｅ－28 

（ロ）－第 E.11図  燃料要素 



 (ﾛ)－Ｅ－29 

（ロ）－第 E.12図  炉心配置図 
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E.7 付属書類 

E.7.1 水密度の影響評価  ································· (ﾛ)－Ｅ－32 

E.7.2 KENO-V.a及び KENO-VIコードの説明  ················· (ﾛ)－Ｅ－34 

E.7.3 MGCLライブラリの説明  ····························· (ﾛ)－Ｅ－35 

E.7.4 参考文献 ·········································· (ﾛ)－Ｅ－36
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(ﾛ)－第 E.10表 水密度の変化に伴う実効増倍率の変化 

   

水 密 度 

（ｇ／cc） 
kｅｆｆ 1σ kｅｆｆ＋3σ 

1.00 

0.5 

0.1 

0.001 

0.00 
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E.7.2 ＫＥＮＯ－Ｖ.a及びＫＥＮＯ－ＶＩコードの説明 

(1) ＫＥＮＯ－Ｖ.a 

ＫＥＮＯ－Ｖ.a は、モンテカルロ臨界計算コードであり、米国ＯＲＮＬで開発され

た。ＫＥＮＯコードは、多群モンテカルロ法に基づき、複雑な体系の中性子増倍率の

計算を行うことができる。 

ＫＥＮＯでは、中性子断面積ライブラリとして、多群形式ルシャンドル展開項(ＰＬ)

で表された中性子散乱マトリクスを持つライブラリを用いる。 

ＫＥＮＯ－Ⅴ.a よりも古い版のＫＥＮＯコード（ＫＥＮＯ－Ⅳ）では、散乱マトリ

クスの展開次数として 1 次（P1）までを取り扱っていたが、ＫＥＮＯ－Ｖ.a では、任

意の次数までを取り扱うことができ、（ただし、本申請では 1次までを取り扱っている。）

特に中性子散乱の異方性が実効増倍率に大きな影響を与えるような系で精度が向上し

ている。 

ＫＥＮＯ－Ⅴ.a における実効増倍率の基本的な計算方法は、ＫＥＮＯ－Ⅳコードと

同様である。すなわち、核分裂性物質が存在する領域で発生した核分裂中性子が、媒

質中で衝突を起こすうちに、媒質中の吸収断面積に応じて、その重みを減少していく

ものとして取り扱われる。中性子の追跡は、中性子の重みがある値以下になるか、体

系外へ漏えいするまで続けられる。核分裂物質を含む媒質中での衝突では、核分裂の

重みが記録され、次の世代での中性子の発生分布に用いられる。1つの世代で複数（通

常 300 個程度）の中性子を発生させ、前世代の核分裂の重みの分布にしたがって中性

子を発生させることを繰り返すことにより、実際の核分裂中性子分布に近い分布を得

ることができる。系の実効増倍率は、各世代毎に計算される世代毎実効増倍率の平均

値として求められる。 

keff＝
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ij
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ここで、 

NPB ； 1回の世代で発生する中性子数 

NCOLL ； 各中性子の衝突回数 

Ｗtｉｊ ； 核分裂が起こったときの中性子の持っていた重み 
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Ｗtｏｊ ； 発生中性子が持っていた重み 

ν ； 1核分裂当たりの中性子発生数 

Σｆ ； 巨視的核分裂断面積 

Σｔ ； 巨視的全断面積 

ｉ ； 中性子の衝突回数 

ｊ ； 1世代中での発生中性子番号 

 

(2) ＫＥＮＯ－ＶＩ 

ＳＣＡＬＥシステムに内蔵されるＫＥＮＯ－ＶＩはモンテカルロ臨界計算コードＫ

ＥＮＯの最新版である。計算手法等はＫＥＮＯ－Ｖ.ａと同様であるが、より複雑な形

状を取り扱えるのが特徴である。 

 

E.7.3 ＭＧＣＬライブラリの説明 

ＭＧＣＬライブラリは、評価済み核データライブラリＥＮＤＦ／Ｂ－Ⅳ(1)を処理コー

ドＭＧＣＬ－ＡＣＥ(1)で処理して日本原子力研究所で作成した臨界解析用中性子断面

積ライブラリであり、マスターライブラリの中性子エネルギ群数は 137群である。 

ＭＧＣＬマスターライブラリは、各核種について、無限希釈断面積、共鳴自己遮蔽

因子テーブル及び散乱マトリクスを持っており、散乱マトリクスのルジャンドル展開

次数は 1次（P1）である。ＭＧＣＬは、付属の実効断面積作成コードＭＡＩＬによって

処理され、材質の密度・組成及び燃料の非均質を考慮した領域毎の巨視的実効断面積

に変換されて、臨界解析に用いられる。 
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Ｆ 核燃料輸送物の経年変化の考慮 
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以上のことから経年変化の影響は受けない。 
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 F.3 安全解析における経年変化の考慮内容 

前章に示したとおり、本輸送物に係る各材料について、経年変化の考慮の必要性につ

いて評価を行った。その結果、本輸送物については、安全解析において経年変化を考慮

する必要がないことが分かった。本章にて評価を実施しなかった部材については、（ハ）

章にて示す輸送容器の保守および取り扱いにおいてその健全性が担保されるため、安全

解析上考慮する必要はない。 

 

    

  





 
 
 
 
 
 

G 規則及び告示に対する適合性の評価 



（ロ）－Ｇ－1 

 

（ロ）－Ｇ．規則及び告示に対する適合性の評価 

本輸送物は（ロ）－第 G.1 表に示すように、規則及び告示に定める技術基準の該当項

目に合致している。





























 

（ロ）－Ｇ－15 

規則の項目 告示の項目 説  明 
申請書記載 

対応項目 
備 考 

送物に経年変化の影響はない。 

核分裂性輸送物に係る一般の試験条件

においた輸送物の状態について、外容器

の一部に変形が生じるが、内容器、内容

器蓋、バスケットの構造健全性は確保さ

れる。 

核分裂性輸送物に係る特別の試験条

件に置くこととした場合、一般の試験条

件の履歴を受けたのちに、落下試験、熱

的試験、浸漬試験に置いた輸送物の状態

について、外容器の変形、緩衝材及び断

熱材の一部に損傷が生じるが、内容器、

内容器蓋、バスケット及び収納物が破損

することはない。 

第 11 条 第 23条 

 

 

 

本輸送物は、235Uを 15g以上収納し、

235U の濃縮度が であるの

で核分裂性輸送物の要件に該当する。 

(ｲ)-B 
(ｲ)-D 

 

 

第 11条第 1号 第 24条 

別記第 11 

  第 1号 

 

 

  第 2号 

 

 

（一般の試験条件） 

 50mm/h の雨量に相当する水を 1 時間

水吹き付けた場合の影響を評価してい

る。 

 本輸送物の最大総重量は で

あり、落下高さ 1.2ｍである。落下時に

受ける最大損傷を評価できるように解

析している。 

 

 

(ﾛ)-A.9.1 

 

 

(ﾛ)-A.9.1 

 

 

 

 

 

第 11条第 1号 

（つづき） 

  第 3号 

 

 

 

 

 自重の輸送物の 5 倍に相当する荷重

を付加したほうが厳しい条件となるた

め、この条件における内容器の強度を評

価している。 

 重量 、直径 の軟鋼棒を 1m

の高さから本輸送物の最も弱い部分に

(ﾛ)-A.9.1 

 

 

 

(ﾛ)-A.9.1 
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規則の項目 告示の項目 説  明 
申請書記載 

対応項目 
備 考 

た場合においても未臨界性が確保され

る。 

第 11条第 3号  第 7条第 1号（第 4条第 2号、第 5 条

第 4号）の技術上の基準に対する適合性

において説明のとおり、周囲の温度が－

40℃から 38℃の範囲とした場合の輸送

物各部の温度において、材料は必要とさ

れる構造強度に対して影響はない。また

内容器の内圧は当該の温度範囲におけ

る最大圧力を超える条件の下で構造健

全性及び密封性が確保される。 

(ﾛ)-A.3 

(ﾛ)-A.4.2 

 

 



 

 

 

 

 

 

ハ章  輸送容器の保守及び 
核燃料輸送物の取扱い方法 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ  輸送物の取扱い方法 

 



 

(ﾊ)－Ａ－1 

輸送物の取扱いに係る品質保証は、京都大学複合原子力科学研究所品質マネジメント

計画書に基づいて実施する。 

 

(ハ)－Ａ.  輸送物の取扱い方法 

 

A.1 装荷方法 

本輸送物に係る収納物の装荷は、次の手順により行う。 

(1）収納物の準備 

収納物は装荷に先立ち、(ﾊ)－A.2の輸送物発送前検査に基づく収納物検査を行う。 

(2）収納物の装荷と内容器蓋の取付け 

(3）内容器蓋の気密漏えい検査 

内容器蓋の気密漏えい検査を行う。 

(4）外容器蓋の取付け 



 

(ﾊ)－Ａ－2 

A.2 輸送物の発送前検査 

輸送物を発送するつど(ﾊ)－第 A.1表に示す発送前検査を行う。 

 

A.3 取出し方法 

収納物の取出しは次の手順により行う。 

 

A.4 空容器の準備 

収納物取出し後、容器内面の放射線管理を行い、必要に応じ除染を行う。また、輸送

容器の外観検査を行ない、異常がないことを確認して屋内に保管する。 



 

(ﾊ)－Ａ－3 

(ﾊ)－第 A.1表  輸送物発送前検査要領 

検 査 項 目 検    査    方    法 合    格    基    準 

外 観 検 査       本体、内容器蓋及び外容器

蓋の外観を目視により検

査する。 

割れ、異常な傷、変形等がないこと。 

吊上検査 輸送物を吊上げた状態で

輸送物外観を検査する。 

アイプレートに割れ、異常な傷、変形等が

ないこと。 

重 量 検 査       輸送物の総重量を検査す

る。 

重量が 以下であること。 

表面密度検査 スミヤ法等により輸送物

の表面密度を検査する。 

表面密度はα線を放出する放射性物質につ

いては 0.4Bq/cm2以下、α線を放出しない放

射性物質については 4Bq/cm2 以下であるこ

と。 

線量当量率 

検査 

燃料要素を装荷した状態

で、γ線及び中性子線量当

量率を測定する。 

γ線及び中性子線量当量率の合計が、輸送

物の表面で 2mSv/h以下、輸送物表面より 1

ｍ離れた位置で 100μSv/h 以下であるこ

と。 

未臨界検 査       燃料バスケットの外観を

目視により検査する。 

1.燃料バスケットが所定の位置に取付けら

れていること。 

2.割れ、異常な傷、変形等がないこと。 

収納物検 査       種類、濃縮度、収納量及び

外観並びに表面密度を検

査する。 

1.種類 

設計承認条件のとおりであること。 

 

2.濃縮度及び収納量 

設計承認条件のとおりであること。 

 

3.外観：異常のないこと。 

 

4.表面密度：α線を放出する放射性物質が

0.056Bq/cm２以下であること。 

気密漏えい検査 内容器蓋シール部に

]の空気圧

を 30分間加え、圧力降下

量により漏えい率を検出

する。 

漏えい率が、1.09×10-2MPa･cm3/s を超えな

いこと。 

圧力測定検査 収納物から発生する崩壊熱は微少であり、容器温度は周囲温度と同一と

なる。そのため、本検査は実施しない。 

温度測定検査 収納物から発生する崩壊熱は微少であり、容器内部は常圧であるため、

容器内部のからの圧力は周囲圧力と同一となる。そのため、本検査は実

施しない。 



 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ 保 守 条 件 
 



 

(ﾊ)－Ｂ－1 

輸送物の保守に係る品質保証は、京都大学複合原子力科学研究所品質マネジメント計

画書に基づいて実施する。 

 

(ﾊ)－Ｂ．保守条件 

輸送容器の保管は屋内で行う。定期自主検査は、以下に記した方法により、1年に 1回

以上（年間の使用回数が 10 回を超えるものにあっては、使用回数 10 回毎に 1 回以上）

実施する。 

 

B.1 外観検査 

本体、燃料バスケット、内容器蓋及び外容器蓋の内外面に割れ、異常な傷、変形等

のないことを目視により検査する。 

 

B.2 耐圧検査 

耐圧性能に影響する修理等を行った場合、仮の内容器蓋を取付け内容器本体の漏え

い率を加圧漏えい法〔検査開始圧力 以上、検査時間：30分間以上〕

で検査し、漏えい率が 1.09×10-2MPa･cm3/s以下であることを確認する。 

その後、内容器本体内面に割れ、異常な傷、変形等がないことを目視により検査する。 

 

B.3 気密漏えい検査 

内容器蓋Ｏリング部に対し加圧漏えい法〔検査圧力 〕以上、検査時

間：30分間以上〕で気密漏えい検査を実施し、漏えい率が 1.09×10-2MPa･cm３/s以下であ

ることを確認する。 

 

B.4  遮蔽検査 

本輸送容器には、特別な遮蔽体を用いていないので、該当しない。 

 

B.5 未臨界検査 

燃料バスケットの寸法、形状等に割れ、異常な傷、変形等のないことを目視により検



 

(ﾊ)－Ｂ－2 

査する。 

 

 B.6 熱検査 

  本輸送物には、特別な発熱体はないので、該当しない。 

 

B.7 吊上検査 

輸送容器を吊上げた状態で、輸送容器の外観を検査し、アイプレートに割れ、異常な傷、

変形等がないことを目視により確認する。 

 

B.8 作動確認検査 

  本輸送容器には、弁・バルブ等特別なものを設けていないので、該当しない。 

 

B.9 補助系の保守 

本輸送容器には、補助系を設けていないので、該当しない。 

 

B.10 密封装置の弁、ガスケット等の保守 

  本輸送容器に弁・バルブ等は設けていない。 

内容器蓋Ｏリングに割れ、異常な傷、変形等のないことを検査する。異常が認められた

場合、Ｏリングを交換する。 

 

 B.11 輸送容器の保管 

  輸送容器の保管は屋内で行う。 

 

B.12 記録の保管 

  本輸送容器供用中は、製作時検査記録、定期自主検査記録を保管する。 

 

B.13 そ の 他 

特になし。 



 

 

 

 

 

 

 

 

ニ章  安全上の特記事項 
 



 

(ニ)－1 

（ニ）章  安全設計及び安全輸送に関する特記事項 

特記事項なし。  



 

別記－２ 
 
 

 

 

 

輸送容器に係る品質管理の方法等 
（設計に係るものに限る。）に関する説明書 

 



Ａ―1 

品質マネジメントの基本方針 

   本品質マネジメントの基本方針は、「原子力発電所における安全のための品質保

証規定(JEAC4111-2009)」を参考に品質保証活動の要求事項を定めたものである。 

 

A. 品質マネジメントシステム 

A.1 一般要求事項 

(1) 京都大学複合原子力科学研究所（以下「研究所」という。）は、法令に定め

る技術上の基準並びに運搬に関する確認の申請または容器承認の申請書に示さ

れた設計仕様及び製作方法に適合するため、輸送容器の設計、製作、取扱い、

保守及び輸送並びに輸送容器の取扱い、保守及び輸送に関連する原子炉施設（以

下「輸送容器等」という。）に係る品質マネジメントシステムを確立し、実施し、

かつ、維持する。また、この品質マネジメントシステムはマネジメントレビュ

ーを通して、継続的に改善する。 

(2)研究所は、次の事項を実施する。 

a) 品質マネジメントシステムに必要なプロセスの内容（当該プロセスにより達

成される結果を含む。）を明らかにするとともに、当該プロセスのそれぞれ

についてどのように適用されるかについて識別できるようにすること。 

b) プロセスの順序及び相互の関係を明確にすること。 

c) プロセスの実施及び管理の実効性の確保に必要な判定基準及び方法を明確

にすること。 

d) プロセスの実施並びに監視及び測定（以下「監視測定」という。）に必要な

資源及び情報が利用できる体制を確保すること。 

e) プロセスを監視測定し、及び分析すること。ただし、測定することが困難な

場合は、測定することを要しない。 

f) プロセスについて、第一号の結果を得るため、及び実効性を維持するために、

所要の措置を講ずること。 

g) 品質保証の実施に係るプロセス及び組織を品質マネジメントシステムと整

合的なものとすること。 

h)社会科学及び行動科学の知見を踏まえて、保安活動を促進すること。 
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A.2 文書化に関する要求事項 

A.2.1 一般 

研究所は、A.1 の規定により品質マネジメントシステムを確立するために、次

に掲げる文書を作成し、当該文書に規定する事項を実施する。 

a) 品質方針表明書及び品質目標表明書 

b) 品質マネジメントシステムを規定する文書（品質マネジメント計画書） 

c) プロセスについての実効性のある計画的な実施及び管理がなされるようにす

るために必要な文書 

d) 品質マネジメント計画書に規定する手順書及び記録 

 

A.2.2 文書管理 

(1) 研究所は、品質マネジメント計画書に規定する文書その他品質マネジメント

システムに必要な文書（記録を除く。以下「品質マネジメント文書」という。）

を管理する。 

(2) 研究所は、次に掲げる業務に必要な管理を定めた手順書を作成する。 

a) 品質マネジメント文書を発行するに当たり、当該文書の妥当性をレビューし、

その発行を承認すること。 

b) 品質マネジメント文書について所要のレビューを行い、更新を行うに当たり、

その更新を承認すること。 

c) 品質マネジメント文書の変更内容及び最新の改訂状況が識別できるように

すること。 

d) 改訂のあった品質マネジメント文書を使用する場合において、当該文書の適

切な改訂版が利用できる体制を確保すること。 

e) 品質マネジメント文書が読みやすく、容易に内容を把握することができる状

態にあることを確保すること。 

f) 外部で作成された品質マネジメント文書を識別し、その配付を管理すること。 

g) 廃止した品質マネジメント文書が意図に反して使用されることを防止する

こと。この場合において、当該文書を保持するときは、その目的にかかわら

ず、これを識別すること。 

 



Ａ―3 

A.2.3 品質記録の管理 

(1) 研究所は、品質マネジメント計画書に規定する記録その他要求事項への適合

及び品質マネジメントシステムの実効性のある実施を実証する記録の対象を明

らかにするとともに、当該記録を、読みやすく容易に内容を把握することがで

き、かつ、検索することができるように作成し、これを維持管理する。 

(2) 研究所は、前項の記録の識別、保存、保護、検索、保存期間及び廃棄に関し

所要の管理を定めた手順書を作成する。 

(3) 研究所は、輸送容器に係る品質記録について、次の事項を確実とする。 

a) 品質記録には、容器製造者等から提出される品質記録を含むこと。 

b) 品質記録の保管期間は、容器承認及び設計承認の有効期間を考慮して定める

こと。 
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B. 申請者の責任 

B.1 経営者のコミットメント 

研究所所長（以下「所長」という。）は、経営責任者として品質マネジメントシ

ステムの確立及び実施並びにその実効性の維持と継続的改善に指導力及び責任を

持って関与していることを、次に掲げる業務を行うことによって実証する。 

a) 品質方針を定めること。 

b) 品質目標が定められているようにすること。  

c) 安全文化を醸成するための活動を促進すること。 

d) マネジメントレビューを実施すること。 

e) 資源が利用できる体制を確保すること。 

f) 関係法令を遵守することその他原子力の安全を確保することの重要性を、保

安活動を実施する者（以下「部室員」という。）に周知すること。 

 

B.2 責任及び権限 

B.2.1 責任及び権限 

(1) 体制 

本基本方針に係る業務を実施する品質保証組織は、第 B.1 図による。 

 

(2) 責任及び権限 

所長は、経営責任者として各部室及び部室員の責任（保安活動の内容について

説明する責任を含む。）及び権限が定められ、文書化され、周知されているように

する。 

 

B.2.2  品質保証責任者 

所長は、品質マネジメントシステムを管理監督する責任者（以下「品質保証責

任者」という。）を任命し、次に掲げる業務に係る責任及び権限を与える。 

a) プロセスが確立され、実施されるとともに、その実効性が維持されているよう

にすること。 

b) 品質マネジメントシステムの実施状況及びその改善の必要性について所長に
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報告すること。 

c) 各部室において、関係法令を遵守することその他原子力の安全を確保すること

についての認識が向上するようにすること。 

 

B.2.3 部室長の責任と権限 

所長は、プロセスを管理監督する責任者である各部室の長（以下「部室長」と

いう。）に、次に掲げる業務に係る責任及び権限を与える。 

a) 部室長が管理する個別業務のプロセスが確立され、実施されるとともに、その

実効性が維持されているようにすること。 

b) 部室長が管理する個別業務に従事する部室員の個別業務等要求事項について

の認識が向上するようにすること。 

c) 部室長が管理する個別業務の実績に関する評価を行うこと。 

d) 安全文化を醸成するための活動を促進すること。 

 

B.2.4 内部監査責任者 

(1) 所長は、内部監査責任者を任命する。 

(2) 内部監査責任者は、内部監査に関する業務の責任者として、内部監査の計画

及び実施に関する業務を行う。 

 

B.3 マネジメントレビュー 

B.3.1 一般 

(1) 所長は、品質マネジメントシステムについて、その妥当性及び実効性の維持

を確認するためのレビュー（品質マネジメントシステム、品質方針及び品質目

標の改善の余地及び変更の必要性の評価を含む。以下「マネジメントレビュー」

という。）を、あらかじめ定めた間隔で行う。 

(2) 研究所は、品質保証責任者にマネジメントレビューの結果の記録を作成させ、

これを管理させる。 

 

B.3.2 マネジメントレビューへのインプット 
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所長は、次に掲げるインプットを元にマネジメントレビューを行う。 

a) 監査の結果 

b) 研究所の外部の者（外部機関、規制官庁、京都大学本部、地域住民、利用者な

ど）からのフィードバック 

c) プロセスの実施状況 

d) 輸送容器等に係る検査の結果 

e) 品質目標の達成状況 

f) 安全文化を醸成するための活動の実施状況 

g) 関係法令の遵守状況 

h) 是正処置（不適合（要求事項に適合しない状態をいう。以下同じ。）に対する

再発防止のために行う是正に関する処置をいう。以下同じ。）及び予防処置（生

じるおそれのある不適合を防止するための予防に関する処置をいう。以下同

じ。）の状況 

i) 従前のマネジメントレビューの結果を受けて講じた措置（フォローアップ） 

j) 品質マネジメントシステムに影響を及ぼすおそれのある変更 

k) 各部室又は部室員からの改善のための提案 

 

B.3.3 マネジメントレビューからのアウトプット 

所長は、マネジメントレビューから次に掲げる事項に係る情報を得て、所要の

措置を講じる。 

a) 品質マネジメントシステム及び業務の実効性の維持に必要な改善 

b) 個別業務に関する計画及び個別業務の実施に関連する保安活動の改善 

c) 品質マネジメントシステムの妥当性及び実効性の維持を確保するために必要

な資源 
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第 B.1 図 核燃料輸送物の設計等に係る品質保証組織 
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C. 教育・訓練 

C.1 資源の確保 

研究所は、保安のために必要な資源を明確にし、確保する。 

 

C.2 要員の提供 

研究所は、部室員に、次に掲げる要件を満たしていることをもってその能力が

実証された者を充てる。 

a) 適切な教育訓練を受けていること。 

b) 所要の技能及び経験を有していること。 

 

C.3 教育訓練等 

研究所は、次に掲げる業務を行う。 

a) 部室員にどのような能力が必要かを明確にすること。 

b) 部室員の教育訓練の必要性を明らかにすること。 

c) 前号の教育訓練の必要性を満たすために教育訓練その他の措置を講ずるこ

と。 

d) 前号の措置の実効性を評価すること。 

e) 部室員が、品質目標の達成に向けて自らの個別業務の関連性及び重要性を認

識するとともに、自らの貢献の方途を認識しているようにすること。 

f) 部室員の教育訓練、技能及び経験について適切な記録を作成し、これを管理

すること。 
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D. 設計管理 

D.1 個別業務に必要なプロセスの計画 

(1) 研究所は、輸送容器等に係る個別業務に必要なプロセスについて、計画を策

定するとともに、確立する。 

(2) 前項の規定により策定された計画（以下「個別業務計画」という。）は、他の

プロセスの要求事項と整合的なものとする。 

(3) 研究所は、個別業務計画の策定を行うに当たっては、次に掲げる事項を適切

に明確化する。 

a) 個別業務又は輸送容器等に係る品質目標及び個別業務等要求事項 

b) 所要のプロセス、品質マネジメント文書及び資源であって、個別業務又は輸

送容器等に固有のもの 

c) 所要の検証、妥当性確認、監視測定並びに検査及び試験（以下「検査試験」

という。）であって、当該個別業務又は輸送容器等に固有のもの及び個別業

務又は輸送容器等の適否を決定するための基準（以下「適否決定基準」とい

う。） 

d) 個別業務又は輸送容器等に係るプロセス及びその結果が個別業務等要求事

項に適合していることを実証するために必要な記録 

e) 研究所は、個別業務計画の策定に係るアウトプットを、作業方法に見合う形

式によるものとする。 

 

D.2 個別業務等要求事項の明確化 

研究所は、次に掲げる事項を個別業務等要求事項として明確にする。 

a) 外部の者が明示してはいないものの、個別業務又は輸送容器等に必要な要求事

項であって既知のもの 

b) 当該個別業務や輸送容器等に関する関係法令 

c) その他研究所が必要と判断する要求事項 

 

D.3 個別業務等要求事項のレビュー 

(1) 研究所は、個別業務の実施又は輸送容器等の使用に当たって、あらかじめ、
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個別業務等要求事項のレビューを実施する。 

(2) 研究所は、前項のレビューを実施するに当たっては、次に掲げる事項を確認

する。 

a) 当該個別業務又は輸送容器等に係る個別業務等要求事項が定められている

こと。 

b) 当該個別業務又は輸送容器等に係る個別業務等要求事項が、あらかじめ定め

られた個別業務等要求事項と相違する場合においては、当該相違点が解明さ

れていること。 

c) 研究所が、あらかじめ定められた要求事項に適合する能力を有していること。 

(3) 研究所は、第一項のレビューの結果に係る記録及び当該レビューの結果に基

づき講じた措置に係る記録を作成し、これを管理する。 

(4) 研究所は、個別業務等要求事項が変更された場合においては、関連する文書

が改訂されるようにするとともに、関連する部室員に対し変更後の個別業務等

要求事項が周知されるようにする。 

 

D.4 外部の者との情報の伝達 

 研究所は、外部の者との情報の伝達のために実効性のある方法を明らかにして、

これを実施する。 

 

D.5 設計開発の計画 

(1) 研究所は、設計開発の計画（以下「設計開発計画」という。）を策定するとと

もに、設計開発を管理する。 

(2) 研究所は、設計開発計画の策定において、次に掲げる事項を明確にする。 

a) 設計開発の段階 

b) 設計開発の各段階それぞれにおいて適切なレビュー、検証及び妥当性確認 

c) 設計開発に係る部室及び部室員の責任（保安活動の内容について説明する責

任を含む。）及び権限 

(3) 研究所は、実効性のある情報の伝達並びに責任及び権限の明確な割当てがな

されるようにするために、設計開発に関与する各者間の連絡を管理監督する。 
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(4) 研究所は、第一項の規定により策定された設計開発計画を、設計開発の進行

に応じ適切に更新する。 

 

D.6 設計開発に係るインプット 

(1) 研究所は、輸送容器に係る要求事項に関連した次に掲げる設計開発に係るイ

ンプットを明確にするとともに、当該情報に係る記録を作成し、これを管理す

る。 

a) 意図した使用方法に応じた機能又は性能に係る輸送容器に係る要求事項 

b) 従前の類似した設計開発から得られた情報であって、当該設計開発へのイン

プットとして適用可能なもの 

c) 関係法令 

d) その他設計開発に必須の要求事項 

(2) 研究所は、設計開発に係るインプットについて、その妥当性をレビューし、

承認する。 

 

D.7 設計開発に係るアウトプット 

(1) 研究所は、設計開発に係るアウトプットを、設計開発に係るインプットと対

比した検証を可能とする形式により保有する。 

(2) 研究所は、設計開発からプロセスの次の段階に進むことを承認するに当たり、

あらかじめ、当該設計開発に係るアウトプットを承認する。 

(3) 研究所は、設計開発に係るアウトプットを、次に掲げる条件に適合するもの

とする。 

a) 設計開発に係るインプットたる要求事項に適合するものであること。 

b) 調達、個別業務の実施及び輸送容器等の使用のために適切な情報を提供する

ものであること。 

c) 適否決定基準を含むものであること。 

d) 輸送容器等の安全かつ適正な使用方法に不可欠な当該輸送容器等の特性を

規定しているものであること。 
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D.8 設計開発のレビュー 

(1) 研究所は、設計開発について、その適切な段階において、設計開発計画に従

って、次に掲げる事項を目的とした体系的なレビュー（以下「設計開発レビュ

ー」という。）を実施する。 

a) 設計開発の結果が要求事項に適合することができるかどうかについて評価

すること。 

b) 設計開発に問題がある場合においては、当該問題の内容を識別できるように

するとともに、必要な措置を提案すること。 

(2) 研究所は、設計開発レビューに、当該レビューの対象となっている設計開発

段階に関連する部室の代表者及び当該設計開発に係る専門家を参加させる。 

(3) 研究所は、設計開発レビューの結果の記録及び当該結果に基づき所要の措置

を講じた場合においては、その記録を作成し、これを管理する。 

 

D.9 設計開発の検証 

(1) 研究所は、設計開発に係るアウトプットが当該設計開発に係るインプットた

る要求事項に適合している状態を確保するために、設計開発計画に従って検証

を実施する。この場合において、設計開発計画に従ってプロセスの次の段階に

進む場合には、要求事項に対する適合性の確認をする。 

(2) 研究所は、前項の検証の結果の記録（当該検証結果に基づき所要の措置を講

じた場合においては、その記録を含む。）を作成し、これを管理する。 

(3) 研究所は、当該設計開発に係る部室又は部室員に第一項の検証をさせない。 

 

D.10 設計開発の妥当性確認 

(1) 研究所は、輸送容器を、規定された性能、使用目的又は意図した使用方法に

係る要求事項に適合するものとするために、当該輸送容器に係る設計開発計画

に従って、当該設計開発の妥当性確認（以下この条において「設計開発妥当性

確認」という。）を実施する。 

(2) 研究所は、輸送容器を使用するに当たり、あらかじめ、設計開発妥当性確認
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を完了する。ただし、当該輸送容器の完成の後でなければ妥当性確認を行うこ

とができない場合においては、当該輸送容器の使用を開始する前に、設計開発

妥当性確認を行う。 

(3) 研究所は、設計開発妥当性確認の結果の記録及び当該妥当性確認の結果に基

づき所要の措置を講じた場合においては、その記録を作成し、これを管理する。 

 

D.11 設計開発の変更の管理 

(1) 研究所は、設計開発の変更を行った場合においては、当該変更の内容を識別

できるようにするとともに、当該変更に係る記録を作成し、これを管理する。 

(2) 研究所は、設計開発の変更を実施するに当たり、あらかじめ、レビュー、検

証および妥当性確認を適切に行い、承認する。 

(3) 研究所は、設計開発の変更のレビューの範囲を、当該変更が輸送容器に及ぼ

す影響の評価（当該輸送容器を構成する材料又は部品に及ぼす影響の評価を含

む。）を含むものとする。 

(4) 研究所は、第二項の規定による変更のレビューの結果に係る記録（当該レビ

ュー結果に基づき所要の措置を講じた場合においては、その記録を含む。）を作

成し、これを管理する。
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E. 輸送容器の製造発注 

E.1 品質管理計画 

研究所は、輸送容器製造者及び供給者の品質管理を含む輸送容器の製造に関す

る品質マネジメント業務を規定する品質管理計画を構築し、品質管理計画書を策

定する。 

 

E.2 発注プロセス 

(1) 研究所は、輸送容器の製造を発注する場合、輸送容器の製造が法令に定める

技術上の基準並びに設計承認申請書又は容器承認申請書の設計仕様及び容器承

認申請書の製造方法に適合することを確実とし、品質マネジメント計画書に定

める調達プロセスに従って、外部から調達する物品または役務（以下「調達物

品等」という。）が、研究所の規定する調達物品等に係る要求事項（以下「調達

物品等要求事項」という。）に適合するようにする。 

(2) 研究所は、研究所が輸送容器の一部の製造を他の製造者に発注し、その製品

を容器製造者に支給する場合についても、前項の事項を準用する。 

 

E.3 容器製造者の評価 

研究所は、次の事項を実施する。 

(1) 容器製造者の輸送容器を製造する能力について評価し、選定する。能力の評

価に当たっては、必要に応じて、次の事項を考慮する。 

ａ）輸送容器の製造に関する技術・要員及び製造設備 

ｂ）容器製造者の品質方針、品質管理計画及びそれらの実施状況 

ｃ）輸送容器又は類似のものに関する供給実績 

ｄ）輸送容器又は類似のものに関する使用実績及び品質に関する記録 

ｅ）試作品、サンプル等の評価 

(2) 容器製造者に対して研究所が実施する管理の方式及び程度を明確にする。 

 

E.4 容器製造者への品質マネジメント要求事項 
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研究所は、輸送容器の製造発注に当たって、容器製造者に対して次の要求事項

について、仕様書等の文書で明確に指示し、実施させる。 

a) 容器製造者が、「E.8 容器製造者による品質マネジメントの内容」に適合する

品質管理を実施すること。 

b) 研究所及び規制当局の職員が、容器製造者及び容器製造者の供給者等において、

輸送容器の製造時の検査や品質管理状況の確認を行うことができるように措置

すること。 

c) 研究所が容器製造者の供給者の選定基準について審査し、承認できるように措

置すること。また、研究所が容器製造者の供給者の選定状況を確認できるよう

に措置すること。 

d) 輸送容器の製造に携わる事業者間の責任関係を契約等により明確にするように

措置すること。 

e) 研究所が示す安全上重要な材料仕様値等について、容器製造者及び容器製造者

の供給者にその数値の意味と重要性を十分理解させるように措置すること。 

f) 輸送容器の製造に当たって、安全上の重要度が高く特殊な材料を採用する場合

は、予め製造に係る施工・分析・検査方法について、輸送容器の製造に携わる

各事業者間における情報交換や技術的検討が十分実施されるように措置するこ

と。 

g) 輸送容器の製造に携わる複数の事業者間にまたがる工程では、作業指示や納期

などの取決めを明確にし、緊密な連携を図るように措置すること。 

h) 不適合品が発生して、手直し等により使用する場合は、研究所に対し文書で通

知し、取扱の指示を受けること。 

i) 容器製造者の製造のプロセスにおいて重要な変更があった場合は、研究所に対

し速やかに報告し、承認を受けること。 

 

E.5  輸送容器の製造の検証 

(1) 研究所は、容器製造者への品質監査を実施するとともに、容器製造者による

供給者への品質監査等の状況を把握し、必要に応じ供給者に対し直接品質管理

の状況を確認する。 
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(2) 研究所は、輸送容器の検査に当たって、安全上の重要性などを考慮しつつ、

公的規格及び公的資格制度の有無、容器製造者及び供給者の品質管理の状況等

を勘案し、立会確認、記録確認を行う。 

(3) 研究所は、輸送容器の製造に係る品質監査及び輸送容器の検査に当たって、

検査計画書、検査要領書、実施要領等の文書を作成し、実施する。 

 

E.6 日程管理及び特殊工程の認定 

研究所は、輸送容器の製造に係る製造スケジュール及び検査スケジュールを作

成し、管理する。また、事後の検査では結果が十分検証できない工程を特殊工程

として認定し、作業者及び工程の認定及び管理の方法を明確にする。 

 

E.7 測定、分析及び改善 

E.7.1 一般 

研究所は、次に掲げる業務に必要な監視測定、分析及び改善に係るプロセスに

ついて、計画を策定し（適用する検査試験の方法（統計学的方法を含む。）及び当

該方法の適用の範囲の明確化を含む。）、実施する。 

a) 個別業務等要求事項への適合性を実証すること。 

b) 品質マネジメントシステムの適合性を確保し、実効性を維持すること。 

 

E.7.2 外部の者からの意見 

(1) 研究所は、品質マネジメントシステムの実施状況の監視測定の一環として、

保安の確保に対する輸送容器等の外部の者の意見を把握する。 

(2) 研究所は、前項の意見の把握及び当該意見の反映に係る方法を明確にする。 

 

E.7.3 内部監査 

(1) 研究所は、品質マネジメントシステムが次に掲げる要件に適合しているかど

うかを明確にするために、あらかじめ定めた間隔で、内部監査委員会による内

部監査を実施する。研究所は内部監査責任者に内部監査委員会の編成及び指揮

をさせる。 
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a) 個別業務計画、本書の規定及び当該品質マネジメントシステムに係る要求

事項に適合していること。 

b) 実効性のある実施及び維持がなされていること。 

(2) 研究所は、内部監査の対象となるプロセス、領域の状態及び重要性並びに従

前の監査の結果を考慮して、内部監査実施計画を策定する。 

(3) 研究所は、内部監査の判定基準、範囲、頻度及び方法を定める。 

(4) 研究所は、内部監査委員の選定及び内部監査の実施においては、客観性及び

公平性を確保する。 

(5) 研究所は、内部監査委員に自らの個別業務を内部監査させない。 

(6) 研究所は、内部監査実施計画の策定及び実施並びに内部監査結果の報告及び

記録の管理について、その責任及び権限並びに要求事項を手順書の中で定める。 

(7) 研究所は、内部監査された領域に責任を有する管理者に、発見された不適合

及び当該不適合の原因を除去するための措置を遅滞なく講じさせるとともに、

当該措置の検証を行わせ、その結果を報告させる。 

 

E.7.4 プロセスの監視及び測定 

 (1) 研究所は、プロセスの監視測定を行う場合においては、当該プロセスの監視

測定に見合う監視測定の方法を適用する。 

(2) 研究所は、前項の監視測定の方法により、プロセスが品質管理計画及び個別

業務計画に定めた結果を得ることができることを実証する。 

(3) 研究所は、品質管理計画及び個別業務計画に定めた結果を得ることができな

い場合においては、個別業務等要求事項の適合性を確保するために、修正及び

是正処置を適切に講じる。 

 

E.7.5 検査及び試験 

(1) 研究所は、輸送容器が要求事項に適合していることを検証するために、輸送

容器に対して検査試験を行う。 

(2) 研究所は、前項の検査試験を、個別業務計画及び手順書に従って、個別業務

の実施に係るプロセスの適切な段階において行う。 
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(3) 研究所は、検査試験の適否決定基準への適合性の証拠となる検査試験の結果

に係る記録等を作成し、これを管理する。 

(4) 研究所は、プロセスの次の段階に進むことの承認を行った者を特定する記録

を作成し、これを管理する。 

(5) 研究所は、個別業務計画に基づく検査試験を支障なく完了するまでは、プロ

セスの次の段階に進むことの承認をしない。 

(6) 研究所は、個別業務及び輸送容器の重要度に応じて、検査試験を行う者を定

める。この場合において、検査試験を行う者の独立性を考慮する。 

 

E.7.6 不適合管理 

(1) 研究所は、要求事項に適合しない個別業務又は輸送容器が放置されることを

防ぐよう、当該個別業務又は輸送容器を識別し、これが管理されているように

する。 

(2) 研究所は、不適合の処理に係る管理及びそれに関連する責任及び権限を手順

書に定める。 

(3) 研究所は、次に掲げる方法のいずれかにより、不適合を処理する。 

a) 発見された不適合を除去するための措置を講ずること。 

b) 個別業務の実施、輸送容器の使用又はプロセスの次の段階に進むことの承

認を行うこと（以下「特別採用」という。）。 

c) 本来の意図された使用又は適用ができないようにするための措置を講ず

ること。 

d) 個別業務の実施後に不適合を発見した場合においては、その不適合による

影響又は起こり得る影響に対して適切な措置を講ずること。 

(4) 研究所は、不適合の内容の記録及び当該不適合に対して講じた措置（特別採

用を含む。）の記録を作成し、これを管理する。 

(5) 研究所は、不適合に対する修正を行った場合においては、修正後の個別業務

等要求事項への適合性を実証するための再検証を行う。 

 

E.7.7 データの分析 
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(1) 研究所は、品質マネジメントシステムが適切かつ実効性のあるものであるこ

とを実証するため、及びその品質マネジメントシステムの実効性の改善の余地

を評価するために、適切なデータ（監視測定の結果から得られたデータ及びそ

れ以外の関連情報源からのデータを含む。）を明確にし、収集し、及び分析する。 

(2) 研究所は、前項のデータの分析により、次に掲げる事項に係る情報を得る。 

a) 輸送容器の外部の者からの意見 

b) 個別業務等要求事項への適合性 

c) プロセス、輸送容器の特性及び傾向（予防処置を行う端緒となるものを

含む。） 

d) 調達物品等の供給者の供給能力 

 

E.7.8 改善 

研究所は、その品質方針、品質目標、内部監査の結果、データの分析、是正処

置、予防処置及びマネジメントレビューの活用を通じて、品質マネジメントシス

テムの妥当性及び実効性を維持するために変更が必要な事項を全て明らかにする

とともに、当該変更を実施する。 

 

E.7.9 是正処置 

 (1) 研究所は、発見された不適合による影響に照らし、適切な是正処置を講じる。

この場合において、原子力の安全に影響を及ぼすものについては、発生した根

本的な原因を究明するために行う分析（以下「根本原因分析」という。）を、手

順を確立した上で、行う。 

(2) 研究所は、次に掲げる要求事項を規定した是正処置手順書を作成する。 

a) 不適合のレビュー 

b) 不適合の原因の明確化 

c) 不適合が再発しないことを確保するための措置の必要性の評価 

d) 所要の是正処置（文書の更新を含む。）の明確化及び実施 

e) 是正処置に関し調査を行った場合においては、その結果及び当該結果に

基づき講じた是正処置の結果の記録 
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f) 講じた是正処置及びその実効性についてのレビュー 

 

E.7.10 予防処置 

(1) 研究所は、起こり得る問題の影響に照らし、適切な予防処置を明確にして、

これを講じる。この場合において、自らの輸送容器等における保安活動の実施

によって得られた知見のみならず他の施設から得られた知見を適切に反映する。 

(2) 研究所は、次に掲げる要求事項（根本原因分析に係る要求事項を含む。）を定

めた予防処置手順書を作成する。 

a) 起こり得る不適合及びその原因の明確化 

b) 予防処置の必要性の評価 

c) 所要の予防処置の明確化及び実施 

d) 予防処置に関し調査を行った場合においては、その結果及び当該結果に

基づき講じた予防処置の結果の記録 

e) 講じた予防処置及びその実効性についてのレビュー 

 

E.8 容器製造者による品質マネジメントの内容 

研究所は、輸送容器の製造を容器製造者に発注する際に、容器製造者へ品質マ

ネジメントに係る下記の事項を要求する。 

 

E.8.1 品質マネジメントシステム 

E.8.1.1  一般要求事項 

容器製造者は、輸送容器の製造に係る要求事項に適合して製造を実施するた

め、品質マネジメントシステムを確立し、文書化し、実施し、かつ、維持する

こと。 

 

E.8.1.2 文書化に関する要求事項 

E.8.1.2.1 一般 

品質マネジメントシステムの文書には、文書化した、品質方針及び品質目

標の表明、並びに以下の E.8.1.2.2 から E.8.1.2.4 を含めること。 
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E.8.1.2.2 品質マニュアル 

容器製造者は、品質マネジメントシステムの適用範囲、品質マネジメント

システムについて確立された文書化された手順及び品質マネジメントシステ

ムのプロセス間の相互関係に関する記述を含む品質マニュアルを作成し、維持

すること。 

 

E.8.1.2.3 文書管理 

容器製造者は、品質マネジメントシステムで必要とされる文書を管理する

こと。文書の承認及びレビュー並びに識別に関して必要な管理を規定する文書

化された手順を確立すること。 

 

E.8.1.2.4 品質記録の管理 

容器製造者は、読みやすく、識別可能で、検索可能な品質記録を作成し、

維持すること。品質記録の識別、保管、保護、検索、保管期間及び廃棄に関し

て必要な管理を規定する文書化された手順を確立すること。品質記録には、供

給者等から提出される品質記録を含むこと。 

 

E.8.2 容器製造者の責任 

E.8.2.1 最高責任者のコミットメント 

容器製造者の最高責任者は、品質方針を設定し、品質目標が設定されること

を確実にし、マネジメントレビューを実施することによって、品質マネジメン

トシステムの構築及び実施並びにその有効性を継続的に改善することに対する

コミットメントの証拠を示すこと。 

 

E.8.2.2 責任及び権限 

E.8.2.2.1 責任及び権限 

容器製造者の最高責任者は、輸送容器の製作に係る品質に影響のある業務

について責任及び権限が定められ、組織全体に周知されていることを確実にす
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ること。 

 

E.8.2.2.2 管理責任者 

容器製造者の最高責任者は、管理層の中から品質マネジメントシステムの

実施について責任及び権限を持つ管理責任者を任命すること。 

 

E.8.2.3 マネジメントレビュー 

容器製造者の最高責任者は、品質マネジメントシステムが有効であることを

確実にするため、定期的に品質マネジメントシステムをレビューすること。 

 

E.8.3 資源の運用管理 

E.8.3.1 要員の提供 

容器製造者は、品質マネジメントシステムを実施し、維持し、その有効性を

継続的に改善するために必要な要員を明確にし、提供すること。 

 

E.8.3.2 教育・訓練 

(1) 容器製造者は、輸送容器の製作に係る品質に影響がある仕事に従事する要

員に必要な力量を明確にし、必要な力量がもてるように教育・訓練し、その記

録を維持すること。 

(2) 特に定められた業務に従事する者については、必要に応じて適切な教育・

訓練歴及び経験に基づいて資格認定すること。 

 

E.8.4 輸送容器の製造 

E.8.4.1 品質管理計画 

(1) 容器製造者は、供給者の品質管理を含む輸送容器の製造に関する品質マネ

ジメント業務を規定する品質管理計画を構築し、品質管理計画書を策定するこ

と。 

(2) 容器製造者は、輸送容器の製造に係る要求事項を満たすために、適宜以下

の事項について配慮すること。 
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a) 要求事項を達成するために必要と考えられるすべての管理手段、工程、

装置（検査装置を含む。）、備品、経営資源及び技術を確保すること。 

b) 製造工程、検査手順及び文書の整合を図ること。 

c) 品質管理、検査の技法は、必要に応じて更新すること。 

d) 輸送容器の製造工程における検証の方法を明確にすること。 

e) 合否判定基準を明確にすること。 

f) 品質記録を作成すること。 

 

E.8.4.2  契約内容の確認 

(1) 容器製造者は、契約内容を確認する手順を定めること。 

(2) 容器製造者は、見積り仕様書の提出前又は契約の前にその内容を確認し、

自らが契約の要求事項を満たす能力を持っていることを確認すること。 

 

E.8.4.3 購買 

E.8.4.3.1 一般 

容器製造者は、購買品（役務を含む。以下同じ。）を要求事項に適合させる

手順を定めること。なお、ＪＩＳ等の公的規格に基づいて製造される購買品又

は検査の確認項目が簡易なもの若しくは汎用品であって、受入時の検収で適合

性の確認ができるものについては、この限りではない。 

 

E.8.4.3.2 供給者の評価 

容器製造者は、次の事項を実施すること。 

a) 供給者の選定基準を策定し、供給者が供給契約における要求事項を満た

しうる能力を有するか否かについて評価し、選定すること。 

b) 供給者に対して容器製造者が実施する管理の方式及び程度を明確にす

ること。 

 

E.8.4.3.3 購買データ 

容器製造者は、供給に係る要求事項を記載した購買文書を作成し、供給者
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に指示すること。 

 

E.8.4.3.4 購買品の検証 

(1) 容器製造者は、購買品の検査等に当たって、実施要領等の文書を作成する

こと。 

(2) 容器製造者は、必要な検査又はその他の活動により購買品の検証を実施す

ること。 

 

E.8.4.4 工程管理 

(1) 容器製造者は、輸送容器の製造の工程を計画し、管理するに当たって、次

の事項を実施すること。 

a) 品質に影響を及ぼす可能性のある製造についての方法を明確にした手

順書を作成すること。 

b) 各工程において、適切な設備を使用するとともに、適切な作業環境を確

保すること。 

c) 全工程を、品質管理計画書、手順書等に従って実施すること。 

d) 工程や製品の特性値を監視すること。 

e) 工程能力を継続的に維持するために設備を適切に保全すること。 

f) 供給者において不適合が発生した場合又は製造のプロセスに重要な変

更があった場合は、速やかに文書にて報告させるとともに、適切な処置

をとること。 

(2) 容器製造者は、事後の検査では結果が十分に検証できない工程を、申請者

と協議の上、特殊工程として認定し、作業者及び工程の認定及び管理の方法

を明確にすること。認定された工程、設備及び要員については、適宜記録を

保管すること。 

 

E.8.4.5  識別及びトレーサビリティ 

(1) 容器製造者は、材料の受入から製造の全段階において、輸送容器の状態を

識別するための手順を定めること。 
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(2) 容器製造者は、個々の輸送容器の品質記録の追跡を可能とするための手順

を定めること。 

 

E.8.4.6  顧客支給品の管理 

容器製造者は、製造する輸送容器に組み込むため又は関連する業務のために

申請者から支給される物品の検証、保管及び管理についての手順を定めること。

紛失又は損傷した支給品及びその他の使用に適さない支給品については、記録

し、申請者に報告すること。 

 

E.8.4.7 検査 

E.8.4.7.1 一般 

容器製造者は、検査業務の手順を定めること。必要な検査及び記録は、品

質管理計画書又は手順書に規定すること。 

 

E.8.4.7.2 受入検査 

容器製造者は、購買品が要求事項に適合していることを確認するまで、当

該購買品を使用又は加工しないこと。 

 

E.8.4.7.3 工程内の検査 

容器製造者は、次の事項を実施すること。 

a) 品質管理計画書及び手順書の規定に従い、輸送容器の検査を実施するこ

と。 

b) 規定された検査を完了するか、又は必要な報告書を受領し、検証するま

では、次工程に進まないこと。 

 

E.8.4.7.4 最終検査 

容器製造者は、輸送容器が要求事項に適合していることを確認するため、

品質管理計画書及び手順書に従って、最終検査を実施すること。 
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E.8.4.7.5 検査の記録 

容器製造者は、輸送容器の検査記録を作成し、保管すること。これらの記

録は、判定基準に従って検査に合格したか否かを明らかにすること。検査に合

格しない場合には、不適合品の管理に関する手順を適用すること。 

 

E.8.4.8 検査、測定及び試験装置の管理 

E.8.4.8.1 一般 

(1) 容器製造者は、検査、測定及び試験装置（以下「測定装置等」という。）

を管理し、校正する手順を定めること。測定装置等は、測定能力に応じて使

用すること。 

(2) 容器製造者は、測定装置等の点検の範囲及び頻度を定め、その記録を保管

すること。 

 

E.8.4.8.2 管理手順 

容器製造者は、次の事項を実施すること。 

a) 測定項目及び必要な精度を明らかにし、適切な測定装置等を選定するこ

と。 

b) 測定装置等の校正について定めること。 

c) 測定装置等を定期的又は使用前に校正し、調整すること。校正・調整の

国際又は国内標準が無い場合は、校正に用いた基準を記録しておくこと。 

d) 適切な標識等によって、測定装置等の校正状態を識別すること。 

e) 測定装置等の校正記録を保管すること。 

f) 測定装置等が校正基準から外れていることが発見された場合、過去の検

査の結果の妥当性を評価し、記録すること。 

g) 校正、検査、測定及び試験は、適切な環境条件下で実施すること。 

h) 測定装置等の取扱、保守、保管において、損傷及び劣化しないように保

護すること。 

 

E.8.4.9 検査の状態 
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容器製造者は、検査に合格した輸送容器だけを出荷するために、品質管理計画

書及び手順書の規定に従って、製造の全工程おける輸送容器の検査の状態を識別

すること。 

 

E.8.5 測定、分析及び改善 

E.8.5.1  内部監査 

(1) 容器製造者は、品質マネジメントシステムが効果的に実施され、維持され

ているかを明確にするため、定期的に内部監査を実施すること。監査の計画

及び実施について、文書化された手順の中で規定すること。監査員は、自ら

の仕事は監査しないこと。 

(2) 被監査領域の責任者は、発見された不適合及びその原因を除去するために

遅滞なく処置がとられることを確実にすること。内部監査の結果はマネジメ

ントレビューへのインプットとすること。 

 

E.8.5.2  不適合品の管理 

(1) 容器製造者は、要求事項に適合しない輸送容器を識別し、管理することを

確実にすること。不適合品の処理に関する管理及びそれに関連する責任及び

権限を文書化された手順に規定すること。 

(2) 修理又は手直しされた輸送容器は、要求事項への適合性を実証するための

再検証を実施すること。 

 

E.8.5.3 改善 

E.8.5.3.1 是正処置 

(1) 容器製造者は、再発防止のため、不適合の原因を除去する処置をとること。 

(2) 次の事項に関する要求事項を規定するために、文書化された手順を確立す

ること。 

a) 申請者の苦情及び不適合品報告書の内容確認 

b) 輸送容器、工程及び品質マネジメントシステムに関する不適合の原因の

特定 
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c) 不適合の再発防止を確実にするための処置の必要性の評価 

d) 必要な処置の決定及び実施 

e) とった処置の結果の記録 

 

E.8.5.3.2 予防処置 

(1) 容器製造者は、起こりうる不適合が発生することを防止するため、その原

因を除去する処置を決めること。 

(2) 次の事項に関する要求事項を規定するために、文書化された手順を確立す

ること。 

a) 起こりうる不適合及びその原因の特定 

b) 不適合の発生を予防するための処置の必要性の評価 

c) 必要な処置の決定及び実施 

d) とった処置の結果の記録
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F. 取扱い及び保守 

F.1 取扱い管理 

（1）研究所は、取扱い時の輸送容器の誤操作及び損傷を防止するために、次

に掲げる事項を含む取扱い管理の方法を文書に定め、適切に管理する。 

a) 取扱い装置の点検並びに取扱い時の誤操作及び損傷防止対策 

b) 輸送容器の取扱い条件 

c) 保管施設からの輸送容器の搬出入条件及び方法 

d) 設備管理の責任者 

（2）研究所は、取扱いを行う者に対して、取扱いを行う上での要求事項を明

確に示し、輸送容器の誤操作及び損傷防止に反映させる。 

 

F.2 保守及び保管管理 

(1) 研究所は、輸送容器の要求事項への適合性を維持するために、次に掲げ

る事項を含む保管管理の方法を文書に定め、適切に管理する。 

a) 保管中の損傷防止対策 

b) 環境条件等を考慮した保管方法、保管区域の設定 

c) 保管中の点検 

d) 設備管理の責任者  

（2）研究所は、保守及び保管管理を行う者に対して、保守及び保管管理を行

う上での要求事項を明確に示し、輸送容器の誤操作及び損傷防止に反映

させる。 

 

なお、品質マネジメントシステムを見直した場合は、見直し後の内容に従う。 
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